
令和６年度生涯学習振興計画進行管理表

施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値

子ども成育支
援課

（1）地域子ども・子育て支
援事業費

地域全体で子育てを支援する基盤の形成を図るため、子育て家庭等に
対する育児不安等についての相談指導、子育て親子の交流の場の設
置を支援します。

地域子育て支援拠点施設112か所の運営費に対し、市町村と連携して補
助した。

特別支援教育
課

（1）障がいのある子ども、
保護者への継続的教育相
談（にこにこ相談）
(2)地域教育相談支援事
業（地域教育相談窓口）

（1）発達に心配のある又はあると思われる幼児児童とその保護者に対
し、にこにこ相談員として委嘱された特別支援学校又は小学校の特別支
援教育経験豊富な教員が、障がいのある子どもの望ましい発達につい
てアドバイスします。
（2）幼児発達専門員が主に就学前の障がい児とその保護者に対し、教
育相談や指導活動を継続的に実施し、早期からの教育的対応の充実を
図ります。

（1）県内7会場で計21回の教育相談計画のうち、10回を実施し、障がいの
ある幼児児童生徒とその保護者について、障がいの状態や実態に応じ教
育相談を実施した。
（2）保護者の子育てや就学に関する不安に対し、家庭での支援など具体
的なアドバイスを行ったり、継続して相談を行ったりすることで、子どもの
成長を相談員が一緒に確認しながら相談することにつながり、保護者に
とって安心して相談できる場となっている。

各教育事務所指
導課
県教育センター特
別支援教育課

学習プログラム等の開発
生涯教育・学
習振興課

（1）幼児共育の推進
家庭・幼稚園・保育所等・地域が連携し、自然や人、モノにかかわること
を通して幼児期の子供を育みます。

ふれあい活動プログラムを活用して、幼児共育の全県展開を推進した。
・家庭教育講座：33市町村で297回実施の一部

各教育事務所社
会教育課

第6次山形県教育
振興計画

しあわせ子育
て政策課

（1）子育て県民運動推進
事業

父親の家事や育児への参画を促すため、ホームページによる情報提供
や、当事者の男性を対象としたセミナーを開催します。

・男性の育児参加に向けた意識啓発と社会気運の醸成を図るため、「や
まがた子育て応援サイト」による情報発信を行った。
・男性の育児休業当事者等を対象に、家事・育児に対する意識改革や、
基本的なスキル取得のための「男性育休準備セミナー」を開催した。

産業労働部雇用・
産業人材育成課
働く女性サポート
室

やまがた子育て
応援プラン

男性の育児休業取得率 (R6年度：13%) R5年度：35.2%

生涯教育・学
習振興課

（1）家庭教育支援の推進 親の役割や家庭教育の大切さを学ぶ機会を提供します。

（１）小中学生の子を持つ親等を対象とした学習機会を提供した。
家庭教育講座：33市町村で297回実施の一部
（２）保護者に提供するアウトリーチ型の子育て・家庭教育情報として、県
ホームページ上に「家庭の教育エッセイ集」を掲載している。県家庭教育
アドバイザー6名の執筆によるエッセイを11月に3話、3月に3話追加掲載し
た。

各教育事務所社
会教育課

第6次山形県教育
振興計画

子育て支援者（団体）との
連携・人材育成

生涯教育・学
習振興課

（1）家庭教育支援の推進
家庭教育支援者（教員、保育士、子育て支援者等）の資質向上のため
に研修会を開催したり、支援者間のネットワークを推進することにより、
地域内における親支援の充実を図ります。

県内4地区ごとに2回ずつ、計8回の研修会を「家庭教育支援フォーラム」
として実施。県家庭教育アドバイザー、保育士、教員、市町村教育委員会
担当者等、関係者が一堂に集う機会となった。参集型を基本としながら、
オンラインも併用したハイブリッド型での実施の工夫をするなどし、講演、
ワークショップ、グループワーク等の研修を多く実施できた。

各教育事務所社
会教育課

第6次山形県教育
振興計画

しあわせ子育
て政策課

（1）子育て県民運動推進
事業

子育てや家庭教育に関する情報を、フリーペーパーやホームページ等
で発信することで、親の学びを支援します。

フリーペーパー等への記事掲載や、「やまがた子育て応援サイト」、県内４
地域の「地域みんなで子育て応援団」（うち、庄内地域は応援団会員運営
HP）のＨＰ、SNSにより情報発信を行った。

やまがた子育て
応援プラン

生涯教育・学
習振興課

（1）やまがた子育て生活
習慣改善事業

生活習慣改善に関する保護者用学習資料（子育ち5か条リーフレット）を
作成します。

「子どもの生活習慣に関する指針」の主旨を伝える保護者用学習資料（子
育ち5か条リーフレット）を作成し、県内全ての小中学校等に配付し、普及
と活用を促した。また、県ホームページやＸ（旧：Twitter）への投稿をする
とともに、県内コンビニエンスストア、大型スーパー及び郵便局等に保護
者用学習資料を設置し、普及啓発を図った。

しあわせ子育て
応援部
各教育事務所社
会教育課
広報広聴推進課

第6次山形県教育
振興計画

保護者用学習資料を活用
した講座・研修会の実施回
数

R6：150回
（R6：150回）

381回

家庭教育電話相談の充実
生涯教育・学
習振興課

（1）家庭教育電話相談事
業

子育てや家庭教育について気軽に相談できる家庭教育電話相談窓口
を設置します。

子育てや家庭教育に不安や悩みを持つ親やその他の家族等からの相談
に応じた。
・電話相談件数：239件（R7.3月末）

義務教育課
高校教育課
しあわせ子育て
応援部
健康福祉部

第6次山形県教育
振興計画

「子どもの生活習慣に関す
る指針」による普及・啓発

生涯教育・学
習振興課

（1）やまがた子育て生活
習慣改善事業

生活習慣改善に関する保護者への情報提供を効果的に行うために保
護者用学習資料（子育ち5か条リーフレット）を作成します。また、県事業
や学校等での活用を図ります。

（1）対面とオンラインのハイブリッド参加形式により、研修会を実施した。
（2）各学校等に保護者用学習資料（子育ち5か条リーフレット）と「子どもの
生活習慣に関する指針活用ハンドブック」を送付し、その主旨等を伝える
とともに、PTA研修会や就学時健診時等の機会をとらえて保護者用学習
資料を配布し、保護者や子どもに対する具体的な働きかけを通じて、生活
習慣改善にかかる啓発を行った。
（3）県内PTA会員を対象として、子育て・家庭教育や生活習慣づくりに関
連する講演を実施することによってその理解を深めた。

各教育事務所社
会教育課

第6次山形県教育
振興計画

保護者用学習資料を活用
した講座・研修会の実施回
数

R6：150回
（R6：150回）

381回

家庭教育講座の開催
生涯教育・学
習振興課

（1）家庭教育支援の推進
【再掲】

親の役割や家庭教育の大切さを学ぶ機会を提供します。

（１）小中学生の子を持つ親等を対象とした学習機会を提供した。
家庭教育講座：33市町村で297回実施の一部
（２）保護者に提供するアウトリーチ型の子育て・家庭教育情報として、県
ホームページ上に「家庭の教育エッセイ集」を掲載している。県家庭教育
アドバイザー6名の執筆によるエッセイを11月に3話、3月に3話追加掲載し
た。

各教育事務所社
会教育課

第6次山形県教育
振興計画

家庭教育支援者研修会の
開催

生涯教育・学
習振興課

（1）家庭教育支援の推進
【再掲】

家庭教育支援者（教員、保育士、子育て支援者等）の資質向上のため
に研修会を開催したり、支援者間のネットワークを推進することにより、
地域内における親支援の充実を図ります。

県内4地区ごとに2回ずつ、計8回の研修会を「家庭教育支援フォーラム」
として実施。県家庭教育アドバイザー、保育士、教員、市町村教育委員会
担当者等、関係者が一堂に集う機会となった。参集型を基本としながら、
オンラインも併用したハイブリッド型での実施の工夫をするなどし、講演、
ワークショップ、グループワーク等の研修を多く実施できた。

各教育事務所社
会教育課

第6次山形県教育
振興計画

第２編　施策の展開

施策体系

乳幼児期（０歳
から就学前）
の「学び」の支
援

地域子育て支援拠点の周
知と学びの機会の充実

学齢期（小学１
年～中学３年）
の「学び」の支
援
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提供
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

しあわせ子育
て政策課

（1）子育て県民運動推進
事業

子育てや家庭教育に関する情報を、フリーペーパーやホームページ等
で発信することで、親の学びを支援します。

フリーペーパー等への記事掲載や、「やまがた子育て応援サイト」、県内4
地域の「地域みんなで子育て応援団」（うち、庄内地域は応援団会員運営
HP）のＨＰ、SNSにより情報発信を行った。

やまがた子育て
応援プラン

生涯教育・学
習振興課

（1）やまがた子育て生活
習慣改善事業【再掲】

生活習慣改善に関する保護者用学習資料を作成します。

「子どもの生活習慣に関する指針」の主旨を伝える保護者用学習資料（子
育ち5か条リーフレット）を作成し、県内全ての小中学校等に配布し、普及
と活用を促した。また、県ホームページやＸ（旧：Twitter）への投稿をする
とともに、県内コンビニエンスストア、大型スーパー及び郵便局等に保護
者用学習資料を設置し、普及啓発を図った。

しあわせ子育て
応援部
各教育事務所社
会教育課

第6次山形県教育
振興計画

保護者用学習資料を活用
した講座・研修会の実施回
数

R6：150回
（R6：150回）

381回

家庭教育電話相談の充実
（再掲）

生涯教育・学
習振興課

（1）家庭教育電話相談事
業【再掲】

子育てや家庭教育について気軽に相談できる家庭教育電話相談窓口
を設置します。

子育てや家庭教育に不安や悩みを持つ親やその他の家族等からの相談
に応じた。
・電話相談件数：239件（R7.3月末）

義務教育課
高校教育課
しあわせ子育て
応援部
健康福祉部

第6次山形県教育
振興計画

「子どもの生活習慣に関す
る指針」による普及・啓発
（再掲）

生涯教育・学
習振興課

（1）やまがた子育て生活
習慣改善事業【再掲】

生活習慣改善に関する保護者への情報提供を効果的に行うために保
護者用学習資料（子育ち5か条リーフレット）を作成します。また、県事業
や学校等での活用を図ります。

（1）対面とオンラインのハイブリッド参加形式により、研修会を実施した。
（2）各学校等に保護者用学習資料（子育ち5か条リーフレット）と「子どもの
生活習慣に関する指針活用ハンドブック」を送付し、その主旨等を伝える
とともに、PTA研修会や就学時健診時等の機会をとらえて保護者用学習
資料を配布し、保護者や子どもに対する具体的な働きかけを通じて、生活
習慣改善にかかる啓発を行った。
（3）県内PTA会員を対象として、子育て・家庭教育や生活習慣づくりに関
連する講演を実施することによってその理解を深めた。

各教育事務所社
会教育課

第6次山形県教育
振興計画

保護者用学習資料を活用
した講座・研修会の実施回
数

R6：150回
（R6：150回）

381回

食品安全衛生
課

（1）人と動物の命の大切さ
を知る啓発事業

人の命と動物の命の大切さを知ることで互いを大事にする心を養うきっ
かけ作りと人と動物が共に生きる社会を実現するため、動物愛護教室
等を開催します。

①　インターンシップ大学生に対して、県が犬猫の殺処分の減少のために
実施している取組みについて説明する場を設けた。
②　各総合支庁において動物愛護教室を開催した。

教育庁義務教育
課、各教育事務
所指導課、各総
合支庁生活衛生
課（室）

山形県動物愛護
管理推進計画

①　２回（計６名）
②　学童保育所
2か所各1回（99
名）

義務教育課

（1）道徳教育地域支援事
業
（2）人権教育研究指定校
事業

自らの生命と存在を大切に思える気持ち（自尊感情）を育てるとともに、
他の人の生命と生き方を尊重する人間の育成に努めます。

（１）（２）
・各教育事務所の道徳教育・人権教育担当を中心とした会議等で、授業
や各学校での取組みを共有し、各地区における普及・啓発に活かせるよ
うにした。
・文部科学省の道徳に関する委託事業について、県内の小学校1校と中
学校1校を指定校として実践を進めている。

教育政策課

思いやりの心と規範意識
の育成

義務教育課

（1）道徳教育地域支援事
業（再掲）
（２）人権教育研究指定校
事業課【再掲】

自らの生命と存在を大切に思える気持ち（自尊感情）を育てるとともに、
他の人の生命と生き方を尊重する人間の育成に努めます。

（１）（２）
・各教育事務所の道徳教育・人権教育担当を中心とした会議等で、授業
や各学校での取組みを共有し、各地区における普及・啓発に活かせるよ
うにした。
・文部科学省の道徳に関する委託事業について、県内の小学校１校と中
学校１校を指定校として実践を進めている。

教育政策課

いじめ防止に向けた取組
みの推進

義務教育課
（1）チーム学校生徒支援
体制整備事業

いじめの問題を根本的に解決していくために、学校が中心となって、保
護者や地域を巻き込んだ予防・未然防止・解決に取り組む体制づくりを
行います。また、一人ひとりのよさや得意分野を積極的に生かし、仲間
とともに協力しながら活動する経験を意図的に仕組み、社会性を育む集
団づくりを進めます。

（1）いじめ・不登校未然防止推進事業（①いじめ・不登校防止連絡協議会
の開催、②県不登校未然防止連絡協議会の開催）を実施した。いじめ解
決支援チームを設置し、生徒指導上の相談や未然防止に向け対応をし
た。
（2）スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーを配置し、児童生
徒の教育相談体制の充実を図った。

教育政策課

いじめ防止に向けた取組
みの推進

高校教育課

（1）チーム学校生徒支援
体制整備事業
（２）スクールカウンセラー
派遣事業

（1）いじめの問題を根本的に解決していくために、学校が中心となって、
保護者や地域を巻き込んだ予防・未然防止・解決に取り組む体制づくり
を行います。
（2）悩みを抱えた生徒・保護者が相談できる機会を保障し、教育相談体
制を充実させるため、県立高等学校にスクールカウンセラーを派遣しま
す。また、各地区の定時制を設置している高校等を拠点校とし、スクー
ルソーシャルワーカーを配置します。

（1）①5月に山形県いじめ問題対策連絡協議会を開催し、いじめ問題につ
いて関係機関との連携を確認した。また、7月に全県いじめ防止対策協議
会を開催し、公立・私立高等学校の生徒指導主事が参集し、講演及び情
報交換を行い、いじめ問題への対応について認識を深めた。
②全県立高等学校で開催する「学校いじめ防止等のための対策組織」
に、財政的支援を行った。
（2）全県立高等学校を最重点校、重点校、一般校に区分し、スクールカウ
ンセラーを派遣した。県内4地区の定時制を設置している高校1校をそれ
ぞれ拠点校とし、スクールソーシャルワーカーを配置した。

義務教育課

しあわせ子育
て政策課

（1）やまがたハッピーライ
フプロジェクト事業

若い世代の結婚観や家庭観を醸成するため、家族や家庭の意義を考
え、自らが描く家庭観と向き合いながら、よりよい人生設計を行う「ライフ
デザインセミナー」を開催します。

・学生向けライフデザインセミナーを、高校12校、短大2校、専門学校1校
で開催した。
・少子化ジャーナリストの白河桃子氏を講師に迎え、講演により習得した
知識・情報を基に生徒グループによる研究活動・報告会等を実施する探
究型セミナーを高校1校で開催した。

高校教育課
やまがた子育て
応援プラン

セミナー受講者がライフデ
ザインを考えるきっかけと
なった受講生の割合

（R6年度：100%） R6年度：99%

村山総合支庁
【村山こども家庭支援課】
（1）むらやま若者子育て安
心イメージアップ事業

高校生を対象に、子どもを生み育てることや家庭を築くことの大切さなど
を学ぶとともに、子育て支援を体験する機会を提供します。

（１）高校生と乳幼児（とその親）とのふれあい体験や子育て支援体験を村
山管内の地域子育て支援施設や保育園を会場に7月下旬から8月上旬に
かけて実施。6会場3校15名参加（申込15名）。
（２）「村山地域みんなで子育て応援団」ホームページの「むらやま子育て
ナビ」で随時情報を発信。

やまがた子育て
応援プラン

6会場15名（3校）
参加

義務教育課
（1）道徳教育地域支援事
業

自らの生命と存在を大切に思える気持ち（自尊感情）を育てるとともに、
他の人の生命と生き方を尊重する人間の育成に努めます。

・各教育事務所の道徳教育・人権教育担当を中心とした会議等で、授業
や各学校での取組みを共有し、各地区における普及・啓発に活かせるよ
うにした。
・文部科学省の道徳に関する委託事業について、県内の小学校１校と中
学校１校を指定校として実践を進めている。

教育政策課

「いのちの教育」の実践

子育て・家庭教育情報の
提供（再掲）

学齢期（小学１
年～中学３年）
の「学び」の支
援

生命の継承の大切さに関
する教育の推進

１
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を推進する
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

文化芸術活動の推進 義務教育課

（1）山形県中学校文化連
盟育成事業
（２）文化芸術による子供
育成推進事業
（３）小中学校音楽教室支
援事業

学校教育において優れた文化芸術に触れる機会を充実させることによ
り、各小中学校における「豊かな感性を育む教育」の一層の推進を図り
ます。

（1）各地区で芸術文化の普及・振興を図る取組みを行った。
（2）文化庁「学校における文化芸術鑑賞・体験推進事業」及び「舞台芸術
等総合支援事業」に複数の小中学校が申請・実施した。
（3）申請のあった7市町での実施となった。

健康教育の充実
学校体育保健
課

（1）子どもの健康づくり連
携事業
（２）外部講師を活用した
がん教育等現代的な健康
課題理解増進事業

（1）子どもの健康課題を抱える学校等に専門医を派遣し対応します。学
校における薬物乱用防止教育等の推進を図ります。
（2）学校におけるがん教育の推進を図ります。

（1）子どもの健康づくり連携事業
・県内公立学校38校に、各学校の健康課題に対応した専門医を派遣し、
子どもの健康づくりを支援した。6～12月の期間、学校の要望に応じて
テーマ（生活リズム、性、薬物乱用防止、がん等）にあった専門医を講師と
して派遣した。
・他部局と連携し、薬物乱用防止教育等を推進した。
（2）外部講師を活用したがん教育等現代的な健康課題理解増進事業
・協議会を年2回開催し、がん教育の普及について検討した。
・各学校の保健体育科教諭、養護教諭等、外部講師候補者を対象とした
がん教育指導者・外部講師研修会を10月に2回開催し、がん教育の推進
を図った。
・がん教育推進校として中学校2校、高等学校2校を選定し、がんに関する
講演や授業を実践した。

健康福祉企画課
がん対策・健康長
寿日本一推進課

第6次山形県教育
振興計画

食育の推進
学校体育保健
課

（1）いのち輝く食育推進事
業
（２）食育プロジェクト「プロ
スポーツチーム応援給食」
食育推進事業
（３）心を育む学校給食週
間

（1）食育の重要性や食への理解を促進し、児童生徒の望ましい食習慣
の形成や食に関する自己管理能力の育成を図るとともに、食や生産者
への感謝の心や食文化を尊重する心の育成を図ります。
（2）プロスポーツチームとの共同企画による食育プロジェクトを実施しま
す。
（3）学校独自の食育の取組みの実施及び取組内容の普及啓発を行い
ます。

（1）7月～12月の期間中、各学校の要望に合った専門家を派遣し、講演会
等を実施することで、学校における食育を推進した。（小学校3校、中学校
1校、高等学校1校）
（2）モンテディオ山形応援給食は4校、山形ワイヴァンズ応援給食は8校で
実施した。
（3）給食を実施している学校において、連続した一週間を設定して、給食
時間を延長したり、魅力あふれる給食の提供、交流給食等を行った。ま
た、優良な取組内容については県ホームページに掲載し、普及啓発を
図っている。

農政企画課
農産物販路開拓・
輸出推進課
がん対策・健康長
寿日本一推進課

第6次山形県教育
振興計画

・毎日朝食を摂っている児
童生徒の割合

（R6　90％程度）
小６　85.3％（R6）

中３　83.0％（R6）

体力・運動能力の向上
学校体育保健
課

（1）令和の日本型学校体
育構築支援事業

「子どもの体力向上推進委員会」において、本県児童生徒の体力･運動
能力、運動習慣等調査結果と体力に関する課題を分析します。その分
析を各校体育担当者を集めた「児童生徒の体力向上対策会議」におい
て共有し、具体的な対策について意見交換をしながら、次年度の計画を
作成します。

小・中・高等学校の体育担当教員が参加する体力向上対策会議について
は、令和7年2月にWEB会議にて各地区において開催。全国体力・運動能
力、運動習慣等調査結果及び、山形県体力・運動能力調査結果について
分析し、本県の現状と課題及び各学校における1学校1取組みを共有し、
対策を検討した。

第6次山形県教育
振興計画(後期計
画)

子どものスポーツ実施率
（１日60 分以上）（小学5年
生）

60% R6 39.8%

コミュニケーション能力の
育成

義務教育課
（1）少人数学級編制等推
進事業

少人数学級編制により、教員が子ども一人ひとりと丁寧に向き合えるよ
さを生かしながら、子どものニーズを的確に捉えたきめ細かな指導が行
えるようにします。

学級規模を生かした安定した教育環境のもと、児童生徒の「主体的・対話
的で深い学び」の視点で授業改善を図った。教科担任マイスター制度で
は、マイスター自身の資質向上と、算数・数学、英語の教科担任の教科指
導力向上のために研修会を実施するとともに、校内研修体制の充実・改
善を図った。

教育政策課
教職員課

義務教育課

（1）少人数学級編制推進
事業（再掲）
（２）全国学力・学習状況
調査の活用
（３）個別最適な学び・協働
的な学び推進事業

（1）少人数学級編制により、教員が子ども一人ひとりと丁寧に向き合え
るよさを活かしながら、子どものニーズを的確に捉えたきめ細かな指導
が行えるようにします。
（2）県における学力向上施策の成果と課題を検証し、改善に努めます。
（3）全県の指導主事と学校への指導の方向性の統一を図りながら、習
得・活用・探究の学びの過程をバランスよく取り入れた、各教科の本質
に迫る授業づくりの推進を図ります。また、教員等を対象とした全県オン
ラインミーティングを年4回開催し、学力育成に向けたＩＣＴの効果的な活
用等を通した授業改善の推進を図ります。

（1）学級規模を生かした安定した教育環境のもと、児童生徒の「主体的・
対話的で深い学び」の視点で授業改善を図った。教科担任マイスター制
度では、マイスター自身の資質向上と、算数・数学、英語の教科担任の教
科指導力向上のために研修会を実施するとともに、校内研修体制の充
実・改善を図った。
（2）年3回の振り返りを通して学校のＰＤＣＡサイクルを機能させ、授業改
善を推進している。また、アクションプランの好事例を発信する。
（3）全県指導主事等協議会では、県内の指導主事が一堂に会し、全国学
力・学習状況調査の県の分析結果を踏まえながら協議し、各市町村教育
委員会の学力向上アクションプラン及び今後の取組みの見直し等を図っ
た。各教育事務所では各地区の課題等に応じた研修会を開催し、幼稚園
等教員・小中学校教員間の教育観の共有を図った。

教育政策課
教職員課

高校教育課
（1）探究型学習推進事業
（２）社会を生きぬく確かな
学力育成事業

（1）県立高等学校に設置した探究科（3校）、普通科探究コース（3校）を
中心に、自ら設定した課題の解決や各教科等の授業における探究型学
習を推進します。
（2）変化が激しく予測が困難な社会に対応した確かな学力を育成するた
め、生徒の学力充実や教員の指導力向上のための施策を展開します。

（1）探究科・普通科探究コース設置校において、各教科等の探究型学習
の評価モデル及び成果指標を研究・開発し、授業改善に取り組んだ。ま
た、研究・開発した指導モデルをまとめた実践事例集を作成して、各高等
学校にその成果を普及し、探究型学習を推進した。
（2）探究型学習課題研究発表会等をとおして探究型学習の普及を図り、
医進塾や地元大学進学促進セミナ－等の実施により、医学部医学科や
県内大学への進学促進を図るなど、大学入試に対応できる学力を育成し
た。

（2）義務教育課
医療政策課
県立病院課

義務教育課
（1）山形県英語教育改善
プラン

自分を表現したり、郷土を発信したりする授業等を通して、英語を用いた
コミュニケーション能力を育成します。

・小中学校を対象としたオンライン研修を開催し、指導力向上を図った。研
修協力校の公開授業研究会を通して、県内に実践の普及を図った。
・県内20名の小中英語教育実践リーダーを育成し、実践をクラウド上で県
内の教員と共有した。

高校教育課

高校教育課
（1）社会を生きぬく確かな
学力育成事業

英語教育充実研修会、中高教員相互派遣研修、研修協力校における
公開授業・研究協議会等を通して、授業改善を図ります。また、本県英
語教育の牽引が期待される教員を対象にオンラインを活用した指導力
向上研修会も開催します。 英語ディベート力育成事業を通して、教員と
生徒双方の英語ディベート力向上を目指します。教員を対象とした資
格・検定試験の受験機会を提供し、教員の英語力向上を図ります。

・7月から12月にかけて、県内4地区で各地区2回ずつ中高教員相互派遣
研修を開催し、中高相互の授業参観と研究協議及び情報交換を行った。
・11月に研修協力校における公開授業及び研究協議会を開催し、大学教
授を招聘して、1年をとおして行った授業改善の成果の共有を行った。
・7月から1月にかけて、オンラインを活用した指導力向上研修会を開催
し、6名の教員がオンラインで英語による研修プログラムを受講した。
・英語ディベート力育成事業について、7月に高校生英語ディベート指導
者研修会を開催し、オンラインで12校15名の教員・ALTが参加した。10月
に山形県高校生英語ディベート大会を開催し、8校13チームが参加した。
・教員を対象とした資格・検定試験の受験機会の提供について、高等学
校の教員に対してTOEICの受験料の補助を行った。

義務教育課

義務教育課
（1）個別最適な学び・協働
的な学び推進事業【再掲】

全県の指導主事と学校への指導の方向性の統一を図りながら、習得・
活用・探究の学びの過程をバランスよく取り入れた、各教科の本質に迫
る授業づくりの推進を図ります。また、教員等を対象とした全県オンライ
ンミーティングを年4回開催し、学力育成に向けたＩＣＴの効果的な活用等
を通した授業改善の推進を図ります。

各学校の教科等の学習における、情報の探索、データの処理や視覚化、
レポートの作成や情報発信等の活動において、ICTを効果的に活用でき
るよう、教育課程推進協議会及び、地区別協議会等の機会に、指導主
事、教員等に対し周知を図った。また、オンラインミーティングにおいて、
情報活用能力の育成について研修を行い、授業改善の推進を図った。

特別支援教育課

変化に対応
し、社会で自
立できる力を
育成する

グローバル化に対応した
英語教育の推進

確かな学力の育成

ＩＣＴ教育の推進
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

高校教育課

（1）県立学校ＩＣＴ教育環
境整備
（２）ＩＣＴを活用した質の高
い教育推進事業

（1）県立学校における教員のICT環境の整備や教員研修を充実させ、
ICTを活用した探究型学習を推進します。
（2）県立学校におけるネットワーク環境の運用・管理や統合型校務支援
システムの運用及び研修を行います。

（1）①致道館中学校の生徒及び教員用端末（104台）を整備した。
②ICT教育先進校（1校）による先進的な事例の創出及び普及、ICT教育
推進重点校（3校）でのICT活用力向上研修、県ＩＣＴ教育推進委員（8名）、
校内ICT教育推進担当者を対象とした研修会を実施した。
③GIGAスクール運営支援センターの運用を行った。
（2）①各校の情報教室用ＰＣの整備を行った。
②ヘルプデスクの設置による各校の運用の支援及び各校担当者向け研
修を行った。

特別支援教育課
県教育センター

環境企画課

（1）環境教育推進事業費
（一部）
（２）山形県民CO2削減価
値創出事業費（一部）

（1）環境教育の拠点である環境科学研究センターの機能を一層活用し、
環境教室の実施、環境アドバイザーや地球温暖化防止活動推進員の
派遣による環境学習機会の提供等を通して、環境教育の普及を促進し
ます。
（2）SDGs、地球温暖化及び気候変動適応に関する学習会等の開催を
支援するなど、地域の環境保全に貢献できる人材を育成します。

（1）環境教育の一環として、環境学習や環境保全活動などの機会を提供
している。
・環境教室の実施（156回・5,883名参加）
・水生生物調査（19団体・642名参加）
・環境アドバイザー派遣（20件・576名参加）
・地球温暖化防止活動推進員派遣（20件・1,226名参加）
（2）若者を対象に、SDGｓや環境保全に対し関心を持つことだけにとどま
らず、自ら主体となって活動することのできる機会を提供している。
・応募のあった14校の高校において、16回のワークショップを開催（受講
者758名）し、SNSを活用した啓発活動を実施。
・県内の大学等の学生を対象に、環境に関する普及啓発活動を行う「学
生環境ボランティア」を募集し、51名を登録するとともに、環境教室や「や
まがた環境展」などの環境イベントにおいて普及啓発活動を計11回実施。
・カーボンニュートラルの実現に向けた活動を行う県内の中学・高校生に
「やまがたカーボンニュートラル大使」（7校10グループ）を委嘱。
・大使（7グループ）の実践活動・研究活動費を補助
・大使の取組みを県民に向けて紹介する動画を作成

義務教育課
高校教育課

第4次山形県環境
計画

①環境学習・環境保全活動
への参加者数
②環境科学研究センターに
おける環境教室及び講師
派遣件数

①210千人
②200件
（R12）

①191千人
②178件
（R5）

みどり自然課
（1）やまがた木育推進事
業

森や自然の大切さを学び、森や木の文化を見つめ直す活動を「やまが
た木育」として、「やまがた木育推進方針」に基づき、人生のあらゆる場
面を通して、乳幼児からお年寄りまでの全ての世代で取り組みます。

「やまがた木育」の普及・推進のための取組みを実施
・やまがた木育推進委員会を開催予定
・子どもの成長段階に合わせた木育教材を作成・配布（小学校5年生向け
の副教材「やまがたの森林」及び指導者用ガイドブック、指導者が野外で
携帯して使用することができる「森のたんけん手帳」）
・「やまがた木育」推進の担い手である指導者の育成を目的とし、やまが
た木育人材養成講座を開催。スタートアップ講座7月5日、7月22日、スキ
ルアップ講座9月21日、9月22日、ハイパースキルアップ講座1月18日、1
月19日に開催
・県内4地域の県民の森に木質化スペースの整備や木工機材を導入

環境企画課、森
林ノミクス推進
課、各総合支庁
森林整備課森づ
くり推進室

やまがた木育推
進方針

高等教育機関や地域産業
界との連携強化

高校教育課
（1）マイスター・ハイスクー
ル普及促進事業

本県地域産業の発展に貢献できる生徒や、本県の各産業を担う人材の
育成を図ります。

・産業系学科で学ぶ生徒の長期インターンシップ、産業現場における研修
及び産業現場のプロフェッショナルによる実習や授業を実施した。
・産業系学科において、次世代分野（AI･ＩoT・ドローン、ロボティクス）に関
する講演や実習等を実施した。

各総合支庁地域
産業経済課等

高等教育政
策・学事文書
課

（1）（山形県立米沢栄養大
学）地域連携・研究推進セ
ンター事業

栄養に携わる者や関連の職種に従事する者に対する学習機会の提供
や情報発信を行い専門的人材の育成を図ります。

（1）健康づくりなどをテーマとした公開講座等を3回開催。
・公開講座「調理の際の食中毒および感染症予防について」
R6.7.7 （計2回開催）、参加人数　29人
・公開講座「考えよう！健康と福祉」（山形県立保健医療大学との共催）
 R6.10.5 参加人数　48人
・リカレント講座「傷病者に対する栄養状態の評価方法～GLIM基準の活
用を中心に～」
 Ｒ6.11.1～11.30　オンライン講座（YouTubeにて限定公開）、参加人数　33
人
（2）教員を行政機関・地域住民が主催する講演会及び学校（小中高）の
講演会等に派遣し、健康づくりに関する講演を行った。
　実績：45回

健康福祉企画課
（保健医療大学）

山形県公立大学
法人中期計画

健康福祉企画
課

（1）（山形県立保健医療大
学）地元ナース養成事業

地元の小規模病院・診療所、高齢者施設等の場で、地元住民の多様な
健康問題に幅広く対応するなど、地元の強み・弱みを包括的に捉え、多
職種と連携し住民力を活かした看護を実践する「地元ナース」を養成す
るための取組みを行います。

（１）小規模病院等看護ブラッシュアッププログラム　対面とZoomのハイブ
リッドで開催
  　　8～11月、14日間（63時間）、受講者：31名（全科目6名、単元25名）
（２）フォローアップ研修　対面で開催
　　  8～12月、5日間（22.5時間）受講者1名
※対象者：ブラッシュアッププログラム修了者
（３）相互交流研修（医療機関→大学のみ実施）対面で開催
　      10～12月、5日間　参加者10名
（４）Ｊナースカフェ 　対面とZoomのハイブリッドで開催
　     令和7年3月 参加者11名
（５）看護up to date研修　Zoomにより開催
　 　令和6年12月  参加者8名
　　 令和7年3月　参加者4名

環境教育の推進

ＩＣＴ教育の推進
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

雇用・産業人
材育成課

（1）産業技術短期大学校
教務費

産業構造の変化や技術革新に柔軟に対応でき、地域産業の振興を担う
ことができる優れた実践技術者等を育成するため、高校卒業者等を対
象に、２年間の高度な職業訓練を行います。

産業技術短期大学校及び同庄内校における訓練の実施
・産業技術短期大学校及び同庄内校において、各職業訓練を実施した。2
校合わせた就職率は99.3％となっている。

就職率 100%

産業技術短期大
学校：99.0％
産業技術短期大
学校庄内校：
100％

農政企画課 （1）農林大学校教務費
高等学校の生徒に対して、農林大学校生の活動の様子等を伝えること
で、農林業の魅力やその価値についての理解を深めます。

・高校生を招いてのキャンパスツアーを7/13、7/27、8/18の計3回実施し、
高校生の農林業及び農林大学校への理解を深めた。
・農林大学校生の卒業論文発表会（12/17-18）を開催し、農業高校2校が
出席した。また、優秀者12名による、東日本プロジェクト発表会の代表選
考会をZoomで農業高校3校に中継した。

高等学校
第4次農林水産業
元気創造戦略
（R3～R6）

①新規就農者数
（4年間の累計）
②林業の新規就業者数
（4年間の累計）

①1,460人
②280人

①1,476人
②241人

農政企画課
（1）東北農林専門職大学
人材育成研修費

将来の森林・林業を担う後継者を育成するため、県内の森林関係の学
科を専攻する高校生を対象に、森づくりに関する知識や林業機械の操
作等に関する研修を実施します。また、幅広く県内の高等学校の生徒を
対象に、新たな時代の林業の現場見学や体験を通して、林業への就業
意欲の向上につなげます。

・林業理解促進研修：新庄神室産業高校真室川校2年生6名を対象に、
「森林と林業を理解する体験学習」を開催し、森林と林業に関する理解を
深めた。（1回、計6名）
・林業実践校サポート研修：林業系の科目を専攻している高校生（村山産
業高校、置賜農業高校）に対し、森林や林業に関する知識及び刈払機、
チェーンソーの基本操作等に関する研修を実施した。（5回、計72名）

高等学校、村山
及び置賜総合支
庁森林整備課

第４次農林水産
業元気創造戦略
（R3～R6）

林業の新規就業者数
（4年間の累計）

280人 241人

置賜総合支庁
（1）飛び出せ高校生技能
実習地域協働事業

農業農村整備事業実施地区等において、各分野の専門家や地域担い
手農家等と連携し、環境調査や測量・設計等の機会を設け、高校生の
技術習得や農業農村整備に対する理解を深めるとともに、若い力による
地域の活性化を図ります。

8月5日：農村地域防災減災事業の調査計画実施地区の現場において、
事業を採択する上で必要な環境配慮計画の策定の手法について、高校
生自らが水生生物の生き物調査を行い、事業への理解を深めた。さら
に、環境課と連携し、水質環境に関する出前講座やパッチテストによる水
質環境調査を実施した。
（生徒3名、教員2名）

置賜農業高等学
校、置賜総合支
庁農村計画課、
農村整備課、環
境課

高等教育政
策・学事文書
課

（1）私立高等学校等就学
支援金
（２）私立高等学校等授業
料軽減事業費補助金

私立高校に通う生徒の授業料を軽減するために所得区分に応じて補助
を行います。

私立高校に通う生徒の保護者の所得区分に応じた補助を実施した。

高校教育課
（1）高等学校奨学金貸付
事業

勉学意欲がありながら経済的理由により修学が困難な者を支援するた
めに、奨学金の貸与を行います。

勉学意欲がありながら経済的理由により修学が困難な者に対し、以下の
とおり、奨学金の貸与を行った。
育英奨学金：279名（うち新規94名）、特別貸与奨学金：30名（うち新規9
名）

義務教育課
（1）教育課程推進協議会
及び地区別研究協議会

地域や産業界と連携したキャリア教育を展開し、一人ひとりの勤労観と
職業観を育みます。

7月開催の教育課程推進協議会及び地区別協議会、12月開催の学校教
育指導の重点作成会議において、指導主事、教員等に対し、学習指導要
領、特に特別活動の周知を図った。

高校教育課 （1）キャリア教育推進事業
望ましい勤労観や職業観を身につけさせるため、インターンシップの推
進並びに社会人講師等による講演会を実施します。

・全ての県立高等学校においてスペシャリストに聞くトップセミナー事業を
実施した。
・インターンシップ推進事業として、県内4地域で地域連絡協議会を実施し
た。

各総合支庁地域
産業経済課、教
育事務所、ハロー
ワーク

インクルーシブ教育システ
ムの考え方を踏まえた特
別支援教育の推進

特別支援教育
課

（1）共生社会の形成に向
けた理解推進事業

（1）交流及び共同学習の理解推進…共生社会の形成に向け、障がいの
ある子どもとない子どもが一緒に学習する機会を拡大するため、交流及
び共同学習の一層の理解推進を図ります。
（2）居住地校交流の拡大…コロナ禍で落ち込んだ居住地校交流の着実
な実施・拡大に向け、市町村教育委員会との連携、旅費等の環境整備
を図ります。

（1）市町村教育委員会担当者等に交流及び共同学習の意義について説
明し、推進に係る協力を依頼するとともにリーフレットを紹介した。
（2）居住地校交流について、通常学級や特別支援学級の授業に参加し、
学習活動を通した交流を行うことができた。その際、事前に特別支援学校
の児童生徒の実態や配慮事項、活動内容などについて丁寧に打合せを
行って実施したことで、児童生徒にとって充実感を得られる交流となった。

義務教育課
高校教育課

特別支援学校における教
育の充実

特別支援教育
課

（1）ＩＣＴ活用推進事業

ＩＣＴ活用推進校（特別支援学校）において、具体的な授業場面におけるＩ
ＣＴのより良い活用方法について研究・実践を行い、効果的な活用方法
の好事例を収集・発信することで、特別支援教育におけるＩＣＴ活用を推
進します。

ＩＣＴ活用推進校において教員を対象とした外部講師を招聘し、ICTを活用
することによる効果や障がい特性に応じたiPadの設定、授業等で活用で
きるアプリ等について、ICT活用能力の育成に係る研修を実施したり、ICT
を活用した授業実践の活用成果報告会を行ったりした。

教育政策課
高校教育課

社会参加に向けた支援
特別支援教育
課

（1）就労支援拡大強化事
業
（２）特別支援学校就労支
援体制充実事業

（1）地域ごとに「地域別戦略会議」を設置し、効率的な情報収集のもと、
事業所訪問等を通して一人一人に応じた進路指導や進路先確保を行い
ます。
（2）「就労支援コーディネーター」を特別支援学校に配置し、高等部生徒
のキャリア教育や就労支援を行います。また、地域の高等学校等と連携
し、地域全体の障がい者就労支援体制を充実させます。

（1）就労支援コーディネーター連携協議会と合わせ戦略会議を2月に実
施。各地区の状況、課題等の情報共有を行った。また、来年度の連携の
ために強化したい点についても協議を行った。
（2）就労支援コーディネーターを、米沢養護学校、村山特別支援学校、楯
岡特別支援学校、酒田特別支援学校に配置し、実習先、就労先開拓を
行った。障がい者雇用の理解促進をはじめ、障がい者向けの業務の切り
出しや業務上の配慮事項等の伝達を行った。また、地域の高等学校へも
特別支援巡回相談に同行して訪問し、障がい者雇用に係る助言を行っ
た。

高校教育課、雇
用対策課、障害
者職業センター、
ハローワーク、
障がい福祉課、
障害者就業・生活
支援センター
各教育事務所指
導課、市町村教
委

体系的なキャリア教育の
推進

高等教育機関における専
門的人材の育成

学びのセーフティネットの
整備

特別なニーズ
に対応した教
育を推進する
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

学習プログラム等の開発
生涯教育・学
習振興課

（1）幼児共育の推進【再
掲】

家庭・幼稚園・保育所等・地域が連携し、自然や人、モノにかかわる活動
を通して幼児期の子供を育みます。

ふれあい活動プログラムを活用して、幼児共育の全県展開を推進した。
・家庭教育講座：33市町村で297回実施の一部

各教育事務所社
会教育課

第6次山形県教育
振興計画

子育て・家庭教育情報の
提供

しあわせ子育
て政策課

（1）子育て県民運動推進
事業

子育てや家庭教育に関する情報を、フリーペーパーやホームページ等
で発信することで、親の学びを支援します。

フリーペーパー等への記事掲載や、「やまがた子育て応援サイト」、県内４
地域の「地域みんなで子育て応援団」（うち、庄内地域は応援団会員運営
HP）のＨＰ、SNSにより情報発信を行った。

やまがた子育て
応援プラン

村山総合支庁
【村山森林整備課】
（１）むらやま木育普及体
制強化事業

無垢の木に触れる体験を通して、木を好きになってもらい、木の良さや
木を使うことの意義の理解を深める木育プログラムについて普及啓発し
ます。

（１）幼児から小学生を対象に、これまで開発した15種類の木育プログラ
ムを地域子育て支援施設や小学校を会場に実施。
 6会場4校658名参加（開催地：山形市、上山市、山辺町、寒河江市、村山
市）

（２）活動状況を村山総合支庁のＳＮＳ等により発信。

みどり自然課

生涯教育・学
習振興課

（1）やまがた子育て生活
習慣改善事業【再掲】

生活習慣改善に関する保護者用学習資料（子育ち5か条リーフレット）を
作成します。

「子どもの生活習慣に関する指針」の主旨を伝える保護者用学習資料（子
育ち5か条リーフレット）を作成し、県内全ての小中学校等に配布し、普及
と活用を促した。また、県ホームページやＸ（旧：Twitter）への投稿をする
とともに、県内コンビニエンスストア、大型スーパー及び郵便局等に保護
者用学習資料を設置し、普及啓発を図った。

しあわせ子育て
応援部
各教育事務所社
会教育課
広報広聴推進課

第6次山形県教育
振興計画

保護者用学習資料を活用
した講座・研修会の実施回
数

R6：150回
（R6：150回）

381回

幼児共育の推進
生涯教育・学
習振興課

（1）幼児共育の推進【再
掲】

『幼児共育』の推進にかかわる様々な活動を通じ、社会全体で幼児期の
子育てや家庭教育を支援する仕組みを構築します。

ふれあい活動プログラムを活用して、幼児共育の全県展開を推進した。
・家庭教育講座：33市町村で297回実施の一部

各教育事務所社
会教育課

第6次山形県教育
振興計画

環境企画課
（1）環境教育推進事業費
（一部）
【再掲】

環境教育の拠点である環境科学研究センターの機能を一層活用し、環
境教室の実施、環境アドバイザーや地球温暖化防止活動推進員の派
遣による環境学習機会の提供等を通して、環境教育の普及を促進しま
す。

環境教育の一環として、環境学習や環境保全活動などの機会を提供して
いる。
・環境教室の実施（156回・5,883名参加）
・水生生物調査（19団体・642名参加）
・環境アドバイザー派遣（20件・576名参加）
・地球温暖化防止活動推進員派遣（20件・1,226名参加）

第4次山形県環境
計画

環境科学研究センターにお
ける環境教室及び講師派
遣件数

200件
（R12）

178件
（R5）

循環型社会推
進課

（1）地球にやさしい３Ｒ推
進人づくり事業

「やまがた環境展」を開催し、県民の環境に配慮したライフスタイルへの
転換の促進を図ります。また、将来の３Ｒ推進を担う世代を対象とした事
業を実施し、循環型社会に相応しい人づくりを行います。

10月19日（土）及び10月20日（日）の2日間開催し、会場の出展ブースに
は、親子連れなども多く訪れた。
また、小中学生を対象に、出展団体において山形大学と連携し、「身近な
ものを使って電気を作ろう」というテーマでワークショップを実施した。

第3次山形県循環
型社会形成推進
計画

環境展来場者数
17,681名

循環型社会推
進課

（1）海岸漂着物対策推進
事業費

海岸漂着物問題への理解を深めるための環境学習を推進します。
7月及び8月に、親子を対象とした海岸漂着物問題に係る環境学習事業
（とびしまクリーンツーリズム）を4回実施（豪雨のため1回中止）。飛島の
自然環境や海岸漂着物問題を学習し、海岸漂着ごみの回収を行った。

第3次山形県循環
型社会形成推進
計画（第2次山形
県海岸漂着物対
策推進地域計画）

４回 58名

防災危機管理
課

（1）防災出前教室
既存のイベントと連携して親子を対象とした防災出前教室等を開催し、
防災に対する取組みの底辺拡大を図ります。

令和6年10月19日～20日　やまがた環境展　親子延べ約300名

産業技術イノ
ベーション課

（1）サイエンスインストラク
ター派遣事業

サイエンスインストラクター等の専門家を派遣し、学校では体験できない
科学教室の開催により、子どもたちの体験活動の充実を図ります。

PTA、子ども会、公民館などからの科学教室開催の要請に応じ、サイエン
スインストラクターを派遣した。（実績：16教室に延べ16人を派遣、1,445人
参加）

山形県産業振興
ビジョン、第4次山
形県科学技術政
策総合指針

生涯教育・学
習振興課

（1）放課後子ども総合プラ
ンの推進

地域の大人の参画を得ながら、学校ではできない自然体験やスポーツ
教室、科学教室、職場体験等を行い、休日や放課後の子どもの居場所
づくりを充実させます。

地域住民の参画を得ながら、学校・家庭と連携して「放課後子ども教室」
を開催する市町村を補助した。県内28市町村90教室で実施（補助金なし
の市町村及び中核市の山形市を除く）。

子ども成育支援
課

第6次山形県教育
振興計画

子供たちによる伝統芸能
の継承活動への支援

生涯教育・学
習振興課
山形県生涯学
習センター
県民文化芸術
振興課

（1）伝統芸能育成事業（子
ども伝承活動ふるさと塾）

地域文化の保存・伝承を通じて、子どもの郷土愛の醸成を図るとともに、
社会力を育成します。

（１）民俗芸能の発表や指導の機会を設け、伝統文化の保存・伝承を図っ
た。県内4地区で指導者研修会及び出前講座を計77回実施した。
（２）インターネットサイト「ふるさと塾アーカイブス」アーカイブ化に向けて
新たに３団体の撮影を実施し、映像公開した。併せてR5撮影団体の映像
を山形県公式YouTubeサイト「やまがたchannel」に掲載した。
（３）民俗芸能の発表機会確保のため、令和6年9月16日開催の「民俗芸
能フェスティバル」と、令和7年2月16日開催の「やまがた伝承文化まつり」
の参加団体に対して、かかる経費を支援した。
（４）令和6年10月27日に「北海道・東北ブロック民俗芸能大会」が宮城県
多賀城市で開催され、県内１団体を派遣した。

第6次山形県教育
振興計画

ふるさと塾賛同団体数
R5：309団体
（R6：310団体）

315団体

子供の体験活動の充実

（２）少年期

（１）幼児期

子育て・家庭教育情報の
提供
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

産業技術イノ
ベーション課

（1）産業科学館管理運営
事業

山形県産業科学館において、産業や科学技術に関する展示や体験装
置を設置し、児童生徒の学ぶ機会を提供します。

指定管理者による山形県産業科学館の運営を行った。実施したイベント
等については山形県産業科学館HPに掲載。

山形県産業振興
ビジョン、第４次
山形県科学技術
政策総合指針

生涯教育・学
習振興課

（1）各少年自然の家の主
催事業等の周知・啓発

長期休業中のキャンプや各種企画事業を周知します。（下段、各青少年
教育施設の「魅力ある活動プログラムの開発」参照）

各青少年教育施設ではポスター・チラシ・SNS等により各種事業の広報を
行った。また、各青少年教育施設ホームページ、県ホームページにより広
報・周知を行った。

第6次山形県教育
振興計画

社会教育関係団体による
体験活動の充実

生涯教育・学
習振興課

（1）社会教育団体事業費
補助

体験・交流活動が、一層充実したものになるように、子ども会や関係団
体の活動状況を把握しながら支援策を探ります。

社会教育団体による活動への支援を行った。
　・ボーイスカウト山形県連盟に対する情報提供と事業費補助
　・ガールスカウト山形県連盟に対する情報提供
　・山形県子ども会育成連合会に対する情報提供

第6次山形県教育
振興計画

専門家等の派遣等による
人材の育成

産業技術イノ
ベーション課

（1）サイエンスインストラク
ター派遣事業等

サイエンスインストラクター等の専門家の派遣や青少年のための科学の
祭典の開催により、将来の科学技術を担う人材の育成を図ります。

（１）PTA、子ども会、公民館などからの科学教室開催の要請に応じ、サイ
エンスインストラクターを派遣した。（実績：16教室に延べ16人を派遣、
1,445人参加）
（２）青少年のための科学の祭典を下記のとおり開催し、延べ9,683人が参
加した。
　7月27日（土）　山形県産業科学館、霞城セントラル、やまぎん県民ホー
ル

山形県産業振興
ビジョン、第4次山
形県科学技術政
策総合指針

地域青少年ボランティア活
動の拡大

生涯教育・学
習振興課

（1）地域青少年ボランティ
ア活動推進事業

県内全ての高校生が高校時代にボランティア活動を経験することを目指
し、「出前講座」等によって活動意欲の向上を図ります。

県青年の家による出前講座23回実施、受講者数2,051名。対象は主に中
学校・高等学校・大学。

青年の家
各教育事務所
社会教育課

第6次山形県教育
振興計画

高校生のうちボランティア
活動を体験した生徒の割
合

R5年：96%
（R6年：100%）

R6:78.8％
（R5年：81.6％）

ボランティア体験機会の提
供

生涯教育・学
習振興課

（1）地域青少年ボランティ
ア活動推進事業

ＹＹボランティアサークル会員の一層の学びを支援するとともに、サーク
ルに加入していない中高生に対してもボランティア活動の楽しさを啓発
し、青少年ボランティア活動の拡大を図り、ボランティア活動に対する青
少年の理解を深めます。

R6年度　夏の体験ボランティア 7月～9月　179企画1,780名参加
中学生・高校生の参加が大幅に増加した。（中学生R5：349名、R6:453名、
高校生R5:636名、R6:954名）
＜地区ボランティア推進会議＞
　・村山地区 5/15、2/5
　・最上地区 5/30、2/27
　・置賜地区 5/28、2/14
　・庄内地区 5/14、2/12

青年の家
各教育事務所
社会教育課

第6次山形県教育
振興計画

「夏の体験ボランティア」
事業参加者数

R6：1,780人
（R5:1,387人）

青少年ボランティアサーク
ルの支援

生涯教育・学
習振興課

（1）地域青少年ボランティ
ア活動推進事業

交流機会の提供や、ホームページ等による各サークルの活動情報発信
などを通して、他団体の活動に学ぶ機会を充実させ、活動者と支援者の
意欲向上を図ります。

ホームページ運営（「ＹＹボランティアビューロー」（http://seinen.jp/））
ツイッター、インスタグラムによる情報発信

青年の家
各教育事務所
社会教育課

第6次山形県教育
振興計画

インスタグラムフォロワー数
3,111人
（1月16日現在）

次世代の地域づくりを担う
中核人材の育成

生涯教育・学
習振興課

（1）次世代の地域づくり中
核人材育成事業

＜地域をつくるリーダーセミナー＞
地域活動に興味関心の高い高校生が、青年ファシリテーターの指導・助
言の下、講義や体験、企画・運営等の実践を通じて、地域活動への理解
を深め、地域づくりの次世代リーダーとしての資質を高めます。
＜未来の参画者養成事業＞
地域づくりの知識習得やスキルアップに関する中学生向け講座を開催
し、地域社会の将来の担い手としての自覚を持ち、自分の住む地域や
社会により積極的に関与しようとする意識や態度を育てます。

＜地域をつくるリーダーセミナー＞
　・庄内会場12/8
　・内陸会場12/15
＜中学生セミナー＞
　・村山地区 6/23、8/1-2
　・最上地区 8/8
　・置賜地区 8/8
　・庄内地区10/5、10/19

青年の家
各教育事務所
社会教育課

第6次山形県教育
振興計画

地域活動に取り組む青年
グループの数

R5：全市町村80団体
(R6：全市町村82団
体）

24市町村85団体

地域の課題解決への取組
み

多様性・女性
若者活躍課

（1）やまがた若者地域づく
り参加推進事業

若者の地域とのつながりを深め、やまがたの元気創出を図るため、地域
の課題に目を向けて、その解決に取組む若者の地域おこし活動を支援
します。

若者がつなぐ・つながる地域おこし推進事業
・若者がつなぐ・つながる地域おこし推進事業費補助金を22団体に交付。

各総合支庁総務
課

活動の周知
多様性・女性
若者活躍課

（1）やまがた若者地域づく
り参加推進事業【再掲】

若者の活動やその支援情報等を広く県民に周知することで、若者を応
援する気運を醸成するとともに、若者の地域活動を後押しします。

やまがた若者情報発信事業
・山形県若者交流ネットワークサイト「やまがたおこしあいネット」による若
者団体等の紹介。登録団体等延数389件（R7.3月末現在）。

活動の周知
多様性・女性
若者活躍課

（1）若者県内定着促進事
業

若者の意見・ニーズを把握し、山形の魅力を若者目線で発信することで
若者の県内定着を促進します。

（１）若者のオンライン対話事業
・MeReal! YYmeetingの報告書を1,000部作成し、高校等に配布。
（２）やまがた魅力発信アンバサダー事業
・やまがた魅力発信アンバサダーのWebサイト「山形を届けるウェブメディ
ア「anone.」」及びInstagramの公式アカウント「＠yamagata_anone」に、やま
がた魅力発信アンバサダー35名が作成した記事・動画を75本掲載。

交流機会の充実
多様性・女性
若者活躍課

（1）やまがた若者地域づく
り参加推進事業【再掲】

若者や若者グループの地域での活動のレベルアップや新たな活動の支
援に加え、若者同志が繋がる機会を創出します。

若者支援コンシェルジュ事業
・地域づくりを行う若者たちの総合相談窓口を開設。相談件数540件。
・若者サポーターを配置し、相談内容に応じた現地での活動支援を実施。
派遣件数41件。
・仲間づくりや地域活動に関する知識を深める若者交流会4回開催。

第4次山形県総合
発展計画

若者サポーター登録者数 40名 48名
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

交流機会の充実
多様性・女性
若者活躍課

（1）若者県内定着促進事
業【再掲】

若者の意見・ニーズを把握し、山形の魅力を若者目線で発信することで
若者の県内定着を促進します。

（1）若者のオンライン対話事業
・MeReal! YYmeetingを9/8に開催し、「暮らしたい未来の山形」について意
見交換。参加者数34名。
（２）やまがた魅力発信アンバサダー事業
・やまがた魅力発信アンバサダーの取材・発信スキルの向上及びアンバ
サダー同士の交流の場を創出する交流会を7回開催。

支援体制の整備
多様性・女性
若者活躍課

（1）地域若者安心生活構
築推進事業

ひきこもり、不登校、ニートなど社会参加に困難を有する若者に対する
相談支援の実施とともに、関係機関が連携し、若者が地域の中で安心
して生活できる体制づくりを進めます。

（1）若者相談支援拠点設置運営事業
・NPO等への委託により県内4地域8か所に若者相談支援拠点を設置し、
社会参加に困難を有する若者の社会参加に向けた支援を実施。
（2）子ども・若者支援地域ネットワーク形成事業
・子ども・若者支援協議会を2月に開催。
・県内４地域において、子ども・若者支援協議会地域交流研修会を開催。
  参加者数：村山38名、最上24名、置賜36名、庄内42名。

健康福祉部障が
い福祉課、産業
労働部雇用・産業
人材育成課、各
総合支庁子ども
家庭支援課、精
神保健福祉担当
課

雇用・産業人
材育成課

（1）企業等におけるワー
ク・ライフ・バランス推進事
業

男性も女性も仕事と家庭生活を両立し、誰もが活躍できる職場環境づく
りを推進します。

（1）ワーク・ライフ・バランスや女性活躍の推進に取り組む企業を県が認
定する「やまがたスマイル企業認定制度」を実施（R7.3.1現在　457社認
定）

（2）経営者の意識改革のための「やまがたトップセミナー」を開催（11月27
日 ：176名参加）。

（3）働きやすい職場づくりの事例を共有し、その取組みを促進するための
企業交流会を開催（9月10日、11日：80名参加）。

多様性・女性
若者活躍課・
チェリア

（１）男女共同参画セン
ター事業

「男女共同参画」についての意識啓発を行い、意識改革の促進を図りま
す。また、セミナーの開催、出前講座の実施など、“学びの場”を拡充し
ます。

（1）地域男女共同参画ネットワーク活動支援
・県内2地域（村山地域、庄内地域）の女性団体等が主催する研修会の開
催を支援。
（2）男女共同参画地域講座
・県内1地域（置賜地域）で、地域の団体や市町村等との連携により、講演
会等を2月に実施。
（3）男女共同参画推進員出前講座
・男女共同参画や多様性への理解等をテーマに、出前講座を12回開催。
（4）男性セミナー事業
・県内1地域（村山地域）で、男性対象のセミナーを1月に開催。

多様性が尊重される社会
づくりに向けた理解促進

多様性・女性
若者活躍課

（1）多様性を尊重した社会
づくり推進事業

誰もが多様性が尊重され個性や能力を十分に発揮できる社会づくりに
向けて、多様性の尊重に関する理解啓発や学習の機会を提供します。

（１）多様性が尊重される社会づくりセミナー事業
・「ジェンダー平等」、「多様な性」、「人的資本経営」といった多様性に関す
るテーマについてセミナーを開催。参加者数延べ473人（オンデマンド配信
申込者を含む）。また、オンデマンド配信やセミナー内容をまとめた開催レ
ポートにより発信。
（２）性の多様性に関する啓発媒体作成
・リーフレット10,000部、ポスター200部を作成・配布。
（３）性の多様性に関する自治体職員向けガイドブック作成
・性の多様性に関する基礎的な知識のほか業務や職場における対応に
ついての基本的な考え方や心構えを記載したガイドブックを作成・配布。

多様性・女性
若者活躍課・
チェリア

（1）男女共同参画センター
事業【再掲】
（2）男女共同参画推進事
業

子どもから高齢者まで、男女共同参画の意識を醸成する教育と学習す
る機会を提供する施策を展開します。

（1）ユースリーダー養成事業
・県内2地域（村山地域、庄内地域）で講座を開催。
　受講者数：村山5名、庄内2名。
（2）教育の場における男女共同参画学習推進
・男女共同参画について考えるためのパンフレットを県内中学校の1年生
を対象に配布（11,000部）。
（3）県民企画事業
・団体等が企画・実施する男女共同参画に関する講座等、優れた企画事
業2団体に対し助成。
（4）男性セミナー事業
・県内1地域（村山地域）で、男性対象のセミナーを1月に開催。

生涯教育・学
習振興課

（1）成人期･高齢期教育担
当者研修事業

成人期・高齢期における社会教育の現状を調査し、豊かで活力ある地
域社会を形成するため、よりよい生涯学習の機会と場を提供します。

（1）市町村事業調査（公民館等での講座開催数・参加人数）
　・年1回、各市町村へ照会をかけ、情報収集を行い、結果について共有
した。
（2）研修会の実施
　・「成人期・高齢期教育研修会」開催（R7年2月7日実施）
（3）教職員の退職予定者を対象に、その資質と能力を地域で発揮しても
らうことを目的に開催された「教職員退職準備セミナー」において、コー
ディネーターをはじめとする地域ボランティアとして主体的に活動できる人
材を発掘するための説明や資料配布を行った。（R7年1～2月、各地区1
回）

(1)(2)関係各課
(3)福利厚生課

第6次山形県教育
振興計画

公民館等で開催されている
各種事業・講座等への参加
人数

547,600人（547,700
人）

419,563人
（R6）

女性リーダーの育成
多様性・女性
若者活躍課・
チェリア

（1）男女共同参画センター
事業【再掲】

地域や企業における男女共同参画推進のキーパーソンや女性リーダー
を育成する施策を展開します。

（1）チェリア塾事業
・「基本コース」を最上地域（受講者12名）、「実践コース」を置賜地域（受
講者5名）、「専門コース」を山形市（受講者7名）で開催。
（2）やまがた女性キャリアアップセミナー事業
・講座を県内2地域（村山地域、庄内地域）で開催。受講者数延べ59名。

山形県男女共同
参画計画

R7までチェリア塾修了生
610名

515名（R6時点）

妊娠・出産等に対する正し
い知識の啓発

子ども成育支
援課

（1）性と健康の相談セン
ター事業
（2）健やか妊娠普及啓発
事業

妊娠、出産や不妊等に関する相談支援及びセミナー等を実施するととも
に、パンフレット等による情報提供を行います。

・各保健所に「性と健康の相談センター」を設置し、妊娠、出産や不妊等に
悩みや不安を持つ方からの相談に応じた。
・各保健所において妊娠、出産や不妊等に関する正しい知識を深めるた
めのセミナー等を開催した。
・市町村等と連携し成人式等におけるパンフレット配布、県ホームページ
掲載により、妊娠、出産や不妊等に関する正しい知識を情報提供した。

各総合支庁子ど
も家庭支援課

男女共同参画を推進する
教育と学習の充実

性別による固定的な役割
分担意識と社会慣行の見
直し

①男女共
同参画
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

社会貢献活動顕彰事業の
活用

消費生活・地
域安全課

（1）ＮＰＯ施策推進事業
優れた県民活動を顕彰し、その活動を紹介することにより、県民の関心
を高め、参画を促進します。

「2024輝く県民活躍大賞」候補活動の募集を行い、応募のあった活動につ
いて審査会を実施し、受賞活動を決定
・候補者募集：令和6年6月27日～7月31日
・審査会：令和6年9月11日
・授賞式：令和6年11月19日（顕彰件数：9件）
県ホームページで発表・冊子を作成し、活動内容を周知

多様性・女性若者
活躍課

やまがた社会貢献基金の
活用

消費生活・地
域安全課

（1）社会貢献活動促進基
金活用事業

ＮＰＯの公開プレゼンテーション審査や、事業報告会の公開により、地域
課題の解決に取り組む活動を学ぶ機会を提供し、社会貢献活動につい
ての関心を高めます。

（1）公開プレゼンテーション審査により助成事業を採択し、やまがた社会
貢献基金を活用し、様々な地域課題解決の取組みを行う団体に対して活
動経費を助成
・実績　36件　30,023千円
（2）前年度の助成団体の成果報告会を開催
・開催日：令和6年11月25日
・報告団体数：5団体

第4次山形県総合
発展計画

やまがた社会貢献基金助
成金額（累計）

587百万円 607百万円

ＮＰＯの情報発信
消費生活・地
域安全課

（1）社会貢献活動促進基
金活用事業

ＮＰＯの情報をホームページ上で公開し、県民の理解が深まるようにし
ます。
また、ＮＰＯのホームページによる情報発信の促進に取り組みます。

（1）ホームページにより、NPO法人の事業報告書やNPOが主催するイベ
ント情報等を発信
（2）ホームページにより、NPO自らによる活動紹介やボランティア募集情
報掲載などの情報発信を促進

県ホームページによる情
報提供

がん対策・健
康長寿日本一
推進課

（1）地域食生活・健康情報
ステーション
（2）健康長寿日本一ＮＥＸ
Ｔプロジェクト事業
（3）生活習慣病早期発見
推進事業
(4)健康長寿県やまがた推
進基金活用事業

県民の健康づくりを支援するため、県のホームページにおいて「やまが
た健康づくり情報」として、総合的な健康づくりについての情報や関連情
報を発信します。

（１）健康づくりに関する情報を掲載した。
・「減塩・ベジアッププロジェクト」の一環として、減塩や野菜摂取を増やす
ための情報を主に掲載し、市町村健康増進主管課と共有して広く情報発
信を行った。
（２）「やまがた健康フェア」の開催について、公式ホームページで情報を
発信した。
・開催日：令和6年9月28日～29日
・開催場所：イオンモール天童
（３）漫画及び動画を活用した循環器病予防の普及啓発を行った。
（４）CM動画を作成し、生活習慣病予防の普及啓発を行うとともに、若者
に対するがんに関する健康教室の開催、がん検査費用の支援に関する
情報を掲載した。

各総合支庁健康
増進主管課

第2次健康やまが
た安心プラン

高等教育機関における学
びの場の提供

高等教育政
策・学事文書
課

（1）（山形県立米沢栄養大
学）地域連携・研究推進セ
ンター事業

山形県立米沢栄養大学の教育･研究成果を活用し、健康づくりに向けた
学習機会を提供します。

（1）健康づくりなどをテーマとした公開講座等を3回開催。
・公開講座「調理の際の食中毒および感染症予防について」
R6.7.7 （計2回開催）、参加人数　29人
・公開講座「考えよう！健康と福祉」（山形県立保健医療大学との共催）
 R6.10.5 参加人数　48人
・リカレント講座「傷病者に対する栄養状態の評価方法～GLIM基準の活
用を中心に～」
 Ｒ6.11.1～11.30　オンライン講座（YouTubeにて限定公開）、参加人数　33
人
（2）教員を行政機関・地域住民が主催する講演会及び学校（小中高）の
講演会等に派遣し、健康づくりに関する講演を行った。
　実績：45回

健康福祉企画課
（保健医療大学）

山形県公立大学
法人中期計画

地域におけるボランティア
活動支援

地域福祉推進
課

（1）ボランティア・市民活動
振興事業

県や市町村のボランティアセンターによる相談機能の充実や活動のネッ
トワーク化等を推進します。

市町村社協やＮＰＯ、関係団体などのボランティア担当職員間ネットワー
クづくりを進め、活動の活性化や多者協働の場（プラットホーム）づくりの
ためのボランティア担当職員ネットワーク会議や、福祉教育を学校や地域
で進めていくための勉強会等を開催した。

ホームページ「山形発！ボ
ランティア＆ＮＰＯ情報
ページ」の運営

消費生活・地
域安全課

（1）社会貢献活動促進基
金活用事業

ＮＰＯ等のイベント情報等を発信できるホームページを運営し、利用促進
を図ることにより、ホームページを活用したＮＰＯの情報発信の促進に取
り組みます。

（１）ホームページにより、NPO自らによる活動紹介やボランティア募集情
報の掲載などの情報発信を促進
（２）ホームページを多くのNPOが積極的に活用するよう促し、一層の情報
発信の充実を図るとともに、シニア・若者・学生・女性など対象を特化した
特集ページを的確に運用するなどにより幅広い世代での社会貢献活動を
促進

やまがた社会貢献基金に
よる支援

消費生活・地
域安全課

（1）社会貢献活動促進基
金活用事業【再掲】

ボランティアやＮＰＯが行う地域社会の課題の解決に資する取組みを支
援します。

公開プレゼンテーション審査により助成事業を採択し、やまがた社会貢献
基金を活用し、様々な地域課題解決の取組みを行う団体に対して活動経
費を助成
・実績　36件　30,023千円

第4次山形県総合
発展計画

やまがた社会貢献基金助
成金額（累計）

587百万円 607百万円

県とＮＰＯとの協働事業の
推進

消費生活・地
域安全課

（1）協働事業の推進
「協働」に関する文書を全庁に送付・周知するほか、全庁の協働事業の
実施状況等を調査・把握します。

「協働」に関する文書を全庁に送付・周知し、協働事業の実施状況につい
て調査・把握（1月）

山形県行財政改
革推進プラン
2021

県とＮＰＯ等との協働事業
数

(R6目標値 170事業)
R6年度
162事業

防災フォーラムの開催
防災危機管理
課

（1）防災フォーラム 県民を対象に防災意識の高揚を図る防災フォーラムを開催します。

・開催日　令和6年10月28日   約100名参加
・場　 所　山形国際交流プラザ
第一部
演　題 ： 水害への備え～避難スイッチとおせっかい避難～
第二部
演　題 ： 知っておきたい　命を守るための防災気象情報

出前講座の開催
防災危機管理
課

（1）防災出前教室【再掲】
既存のイベントと連携して親子を対象とした防災出前教室等を開催し、
防災に対する取組みの底辺拡大を図ります。

令和6年10月19日～20日　やまがた環境展　親子延べ約300名

⑤
安
心
な
生
活
の
た
め
の
学
習
活
動

Ⅰ
　
自
立
す
る
力
と
創
造
す
る
力
を
培
う
学
習
機
会
の
充
実

３
 

社
会
で
の
学
び

（
４

）
成
人
期

防
災
活
動

③健康づ
くり

④ボラン
ティア活
動

②社会貢
献活動・
ＮＰＯ活
動

9



施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

各総合支庁
【各総合支庁総務課】
（1）出前講座

総務課防災安全室が窓口となり、自主防災組織の活動活性化や新たに
立ち上げようとする地域等を対象に出前講座を実施します。

【村山】自主防災組織の立ち上げや活動促進、防災対策の重要性に関す
る出前講座を計7回実施（受講者数237名）。
【最上】
自主防災組織の立ち上げや活動促進、防災対策の重要性等に関する出
前講座を3回実施（受講者数65名）。
【置賜】
災害の発生状況や、避難行動、自助・共助による防災対策の重要性等に
関する出前講座を2回実施(受講者総数61名）。
【庄内】
地域住民等の防災意識向上のための講座を15回実施（受講者数594
名）。鶴岡市銀座商店街防災フェスタへ出展し、啓発活動を実施、参加者
数（主催者発表）約200名。

防災危機管理課

警察本部
【警備第二課】
（1）防災出前講座、防災
教室

県民の防災意識を醸成するため、警察官が、公民館や事業所、学校等
に出向き、防災・減災の講義や実技等を行う「防災出前講座」等を実施
します。

・令和６年度は、防災訓練、サークル活動や講習会等、種々の機会に合
わせて防災に関する知識教養のほか、実技やパネル展示など工夫して
実施した。
・地区行事や企業等を対象とした「防災出前講座」を296回、小学校等を
対象とした「防災教室」を18回、合計314回（受講者8599人）実施した。

リーダー研修会の開催
防災危機管理
課

（1）自主防災組織リー
ダー研修会

自主防災組織のリーダー研修会を実施し、自主防災組織の組織化や活
動内容の充実に資する研修と情報の提供を行います。

消防学校・・・令和6年7月5日　約70名参加
村山会場（山形市（山形県庁））　令和6年10月9日　87名参加
庄内会場（鶴岡市（荘銀タクト鶴岡小ホール）)　令和6年10月10日　20名
参加

消防学校
各総合支庁総務
課

アドバイザー等の派遣
防災危機管理
課

（1）自主防災アドバイザー
派遣事業

自主防災組織及び自主防災組織の立ち上げを検討している自治会等
に対し、組織化促進、活動活性化に関する助言・指導を行うアドバイ
ザーを派遣します。

地域の自主防災組織等が開催する研修会等に、アドバイザーを延べ44
回派遣

防災士養成事業
防災危機管理
課

（1）防災士養成事業

市町村から推薦のあった方（自主防災組織の中核となって活躍していた
だける方）等を対象に、日本防災士機構が認証する防災士の研修を県
内で開催するとともに、既に資格を取得している方を対象にスキルアッ
プ研修を実施します。

村山会場（山形市（県庁）)　令和6年12月21日～22日　125名参加
庄内会場（三川町（庄内総合支庁）)　令和6年11月3日～4日　92名参加

消費生活・地
域安全課

（1）安全安心なまちづくり
推進事業

県民のあゆみやホームページ、テレビ、ラジオ等あらゆる広報媒体を用
いて、防犯活動の必要性を広く県民に広報します。

県のホームページ等において、先進的な防犯活動等の紹介を行い、県民
の防犯意識の高揚を図った。

県警察本部生活
安全企画課

第4次山形県犯罪
のない安全で安
心なまちづくり推
進計画

年4回 4回 100%

消費生活セン
ター

（1）消費生活センターの運
営

県民のあゆみやホームページ、テレビ、ラジオ等あらゆる広報媒体を用
いて、消費者被害防止の必要性を広く県民に広報します。

県ホームページや各種SNSを活用し、消費生活センターニュースや県独
自の注意喚起チラシ等の情報を広報した。（消費者トラブルに関する注意
喚起情報の発出:11件）

各消費生活セン
ター

第4次山形県消費
者基本計画

消費者トラブルに関する注
意喚起情報の発出

（令和8年度10件） 11件

消費生活・地
域安全課

（1）安全安心なまちづくり
推進事業

地域住民の防犯意識の高揚と自主防犯活動の促進を図るため、地区
公民館等が行う集会や研修会等に講師を派遣して、防犯出前講座等を
実施します。

防犯指導者講習会において、防犯講話を行ったほか、消費生活センター
と連携し、特殊詐欺や悪質商法の被害防止に向けた出前講座を開催し
た。（168回、5,672名）

消費生活センター

第4次山形県犯罪
のない安全で安
心なまちづくり推
進計画

警察本部
【地域課】
（1）出前交番・駐在所

交番や駐在所の警察官が、公民館等に出向き、警察広報や各種情報
提供を行います。

令和6年度中は、1,144回実施し、参加者20,303人に対して警察広報や各
種情報提供を行った。

「公民館等を活用
した出前交番・駐
在所活動の実施
について（通達）」
（令和5年12月20
日付け一般（地）
第119号）

地域防犯活動を支える人
材育成と研修会の開催

消費生活・地
域安全課

（1）安全安心なまちづくり
推進事業

地域防犯リーダーの育成と資質向上を図り、自主防犯活動を推進しま
す。また、防犯活動マニュアルや防犯指針を提供し、活動を支える人材
の育成を図ります。

地域で活動する防犯ボランティアのスキルアップを目的とした防犯指導者
講習会を県内2会場において開催した。（10月29日庄内総合支庁44名、10
月30日置賜総合支庁35名）

各総合支庁課
学校体育保健課

第4次山形県犯罪
のない安全で安
心なまちづくり推
進計画

年２回 2回 100%

消費生活出前講座の実施
及び消費生活講座の開催

消費生活・地
域安全課（消
費生活セン
ター）

（1）消費生活出前講座
（2）消費者力アップ事業の
開催
　　①消費者力アップ講座
（市町村共催）
　　②消費者力アップ講座
（イベント型）
　　③消費者力アップ講座
（オンライン）

消費生活や消費者トラブル防止等に係る意識の醸成を図るため、消費
生活出前講座を実施するとともに、様々な機会を捉え啓発を行います。

（1）消費者の特性に合わせた消費生活出前講座を県の各消費生活セン
ター4箇所で実施した。（実施回数:164件）
（2）①5町と共催で講座を実施した。
　　　　　（金山町､白鷹町､大石田町､西川町､庄内町）
（2）②県内7つのイベントに出展し、消費生活センターの役割やエシカル
消費について啓発を行った。
（2）③消費者トラブル防止のためのセルフ講座資料として、「gatta」及び
「gatta!web」に注意喚起広告を掲載した。

（１）のみ各消費
生活センター

第4次山形県消費
者基本計画

（１）地域における消費生活
出前講座の実施件数
（２）①市町村共催

（令和8年度
（1）147件
（2）①4回）

(1)164件
(2)①5回
　②7回
　③4回

地区公民館等における防
犯出前講座の開催

県の広報媒体による広報・
啓発の推進

防
災
活
動
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犯
活
動
・
消
費
者
被
害
防
止
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

地域における消費者啓発
の担い手の育成

消費生活・地
域安全課（消
費生活セン
ター）

（1）消費生活サポーター
制度の推進

行政と消費者のパイプ役となるボランティアである消費生活サポーター
の募集を継続し、消費生活サポーターが地域における消費者教育の担
い手となるよう活動を支援します。

・消費生活出前講座などの開催に合わせ消費生活サポーターの募集を
行い、県内のイベント出展時の協力や消費生活出前講座の講師として連
携した。
・消費生活サポーター等、地域の見守り主体を対象とした研修会を県内4
か所で開催した。
（個人サポーター（累計）:227人、団体サポーター:7団体）

各消費生活セン
ター

第４次山形県消
費者基本計画

消費生活サポーターの登
録数
①個人（累計）
②団体

（令和8年度
①230人（累計）
②10団体）

①227人
②7団体

食品の安全確保に関する
出張セミナーの実施

食品安全衛生
課

（1）やまがた食の安全・安
心出張セミナー

県が行っている食品の安全性確保に関する取り組み等について、県民
に直接説明し意見を交換するため、関係各課と連携し様々な機会を活
用して出前講座を開催します。

出張セミナーのテーマ一覧表を作成し、県のホームページで公開。随時、
申込みを受付け、関係各課から職員を派遣し、県内各地で出前講座を実
施。昨年度よりオンラインでの実施も可能としている。

消費生活・地域安
全課
農業技術環境課
衛生研究所
各総合支庁生活
衛生課（室）
各総合支庁健康
増進担当課
がん対策・健康長
寿日本一推進課
水産振興課
庄内総合支庁水
産振興課

やまがた食の安
全・安心アクショ
ンプラン

開催回数
230回
(R6:230回）

120回

環境企画課

（1）環境教育推進事業費
（再掲）
（2）気候変動対策推進体
制整備事業

環境に関する専門的な知見や実践経験を有する人材の発掘に取り組
み、指導者として必要な知識や技術を身につけるための研修の実施、
情報提供の充実を図ります。

（1）地域における環境学習の担い手である環境学習支援団体等を対象
に、令和7年2月6日に環境地域づくり担い手連携推進セミナーを開催。
（2）地域における温暖化対策の普及啓発のため新規に地球温暖化防止
活動推進員の募集を行い、新たに3名に委嘱。（委嘱数：819名）

義務教育課
高校教育課

第4次山形県環境
計画

循環型社会推
進課

（1）循環型社会形成推進
事業

「全国一ごみの少ない県」を目指して、県民・事業者等による廃棄物の３
Rを一層推進するため、ごみゼロやまがた県民運動を展開します。

家庭における食品ロス削減の取組みを推進するため、食品を無駄なく活
用するレシピ等を募集する「高校生環境にやさしい料理レシピコンテスト
2024inやまがた」を実施した。次代の担い手となる高校生等に対象を限定
し実施し、142点の応募があり、入賞レシピ8点を選定した。10月20日（日）
開催の「やまがた環境展」において表彰式を実施したほか、入賞レシピ料
理の試食を提供した。

高校教育課
高等教育政策・学
事文書課
多様性・女性若者
活躍課

第3次山形県循環
型社会形成推進
計画

応募件数142点

最上総合支庁
【最上森林整備課】
（1）もがみ遊学の森活動
推進事業

森づくり活動の指導者不足を解消のため、引き続き養成講座を開催し、
新たな「森の案内人」の養成を図る。また、中学生や高校生等の若者を
対象として、森林等にふれ森づくりに興味をもってもらうため、森林の魅
力や森づくり活動を体験するツアーを開催する。

①金山町にある遊学の森において、季節ごとに指導者養成講座(春
5/19、夏6/15、秋11/4、冬2/16)を開催し、新たな「森の案内人」の養成を
図った。（延べ70名の参加）
②金山町有屋地内の森林及び遊学の森において、森林・林業体験会
(8/6)を開催し、森林・林業に興味を持ってもらう機会をつくった。(最上地
域の3高校から11名の参加)

②連携支援室(新
庄・最上ジモト大
学)

環境企画課
（1）環境教育推進事業費
（一部）
【再掲】

環境科学研究センターを拠点とした環境教育事業を実施するとともに、
環境学習支援団体の周知や当該団体数の増加により、環境学習機会
提供の充実を図ります。
また、地域資源を活用し、子どもの考える力、行動する意欲を養うため
の「環境学習プログラム」の活用促進を図り、自主的・主体的に環境保
全活動のために行動できる人材を育成します。

（1）環境教育の一環として、環境学習や環境保全活動などの機会を提供
している。
・環境教室の実施（156回・5,883名参加）
・水生生物調査（19団体・642名参加）
・環境アドバイザー派遣（20件・576名参加）
・地球温暖化防止活動推進員派遣（20件・1,226名参加）
（２）環境学習支援団体として、新しく１団体を認定（計55団体）
（３）学校や放課後子ども教室等へ情報提供を積極的に行い、「環境学習
プログラム」の活用促進を図っている。

第4次山形県環境
計画

①環境学習・環境保全活動
への参加者数
②環境科学研究センターに
おける環境教室及び講師
派遣件数

①210千人
②200件
（R12）

①191千人
②178件
（R5）

循環型社会推
進課

（1）循環型社会形成推進
事業【再掲】

「全国一ごみの少ない県」を目指して、県民・事業者等による廃棄物の３
Rを一層推進するため、ごみゼロやまがた県民運動を展開します。

家庭における食品ロス削減の取組みを推進するため、食品を無駄なく活
用するレシピ等を募集する「高校生環境にやさしい料理レシピコンテスト
2024inやまがた」を実施した。次代の担い手となる高校生等に対象を限定
し実施し、142点の応募があり、入賞レシピ8点を選定した。10月20日（日）
開催の「やまがた環境展」において表彰式を実施したほか、入賞レシピ料
理の試食を提供した。

高校教育課
高等教育政策・学
事文書課
多様性・女性若者
活躍課

第3次山形県循環
型社会形成推進
計画

応募件数142点

みどり自然課
（1）みどり豊かな森林環境
づくり推進事業

地域住民やNPO、企業等が行う森づくり活動や自然環境保全活動等に
対して支援します。

地域住民等が取り組む森づくり活動や森林環境学習、森林資源の利活
用等の取組みを支援（202事業）。

各総合支庁森林
整備課森づくり推
進室

環境保全活動の顕彰 環境企画課
（1）環境教育推進事業費
（一部）
【再掲】

地球環境や地域環境の保全等に関する普及啓発、実践活動を行い、大
きな成果が認められる個人又は団体を顕彰し、その活動を紹介すること
により、県民による主体的な環境保全活動を促進します。

環境やまがた大賞を2団体に授与し、「やまがた環境展2024」で表彰式を
実施したほか、県ホームページやSNS等で活動内容等を紹介し、環境保
全活動の促進を図った。

第4次山形県環境
計画

環境教育拠点機能の充実
と利用促進

環境企画課
（1）環境教育推進事業費
（一部）
【再掲】

環境教育の拠点である環境科学研究センターの機能を一層活用し、環
境教室の実施、環境アドバイザーや地球温暖化防止活動推進員の派
遣による環境学習機会の提供等を通して、環境教育の普及を促進しま
す。

（1）環境教育の一環として、環境学習や環境保全活動などの機会を提供
している。
・環境教室の実施（156回・5,883名参加）
・水生生物調査（19団体・642名参加）
・環境アドバイザー派遣（20件・576名参加）
・地球温暖化防止活動推進員派遣（20件・1,226名参加）
（２）環境学習支援団体として、新しく１団体を認定（計55団体）

第4次山形県環境
計画

①環境学習・環境保全活動
への参加者数
②環境科学研究センターに
おける環境教室及び講師
派遣件数

①210千人
②200件
（R12）

①191千人
②178件
（R5）

環境学習プログラムの活
用促進
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

環境学習機会の充実 環境企画課

（1）環境教育推進事業費
（一部）
【再掲】
（2）山形県民CO2削減価
値創出事業費（一部）
【再掲】R5事業終了

（1）環境教育の拠点である環境科学研究センターの機能を一層活用し、
環境教室の実施、環境アドバイザーや地球温暖化防止活動推進員の
派遣による環境学習機会の提供等を通して、環境教育の普及を促進し
ます。
（2）カーボンニュートラルを含め、環境・エネルギーを総合的に理解する
ためのセミナーの開催を支援します。

（1）環境教育の一環として、環境学習や環境保全活動などの機会を提供
している。
・環境教室の実施（156回・5,883名参加）
・水生生物調査（19団体・642名参加）
・環境アドバイザー派遣（20件・576名参加）
・地球温暖化防止活動推進員派遣（20件・1,226名参加）
（２）環境学習支援団体として、新しく１団体を認定（計55団体）

第4次山形県環境
計画

①環境学習・環境保全活動
への参加者数
②環境科学研究センターに
おける環境教室及び講師
派遣件数

①210千人
②200件
（R12）

①191千人
②178件
（R5）

環境企画課

（1）環境教育推進事業費
（一部）
【再掲】
（2）山形県民CO2削減価
値創出事業費（一部）
【再掲】

（1）職場において実施される環境問題・環境保全に関する学習会等へ
の講師、指導者等の派遣を行い職場における環境教育を支援します。
（2）SDGs、地球温暖化及び気候変動適応に関する学習会等の開催を
支援するなど、地域の環境保全に貢献できる人材を育成します。

（1）環境教育の一環として、環境学習や環境保全活動などの機会を提供
している。
・環境教室の実施（156回・5,883名参加）
・水生生物調査（19団体・642名参加）
・環境アドバイザー派遣（20件・576名参加）
・地球温暖化防止活動推進員派遣（20件・1,226名参加）
（2）若者を対象に、SDGｓや環境保全に対し関心を持つことだけにとどま
らず、自ら主体となって活動することのできる機会を提供している。
・応募のあった14校の高校において、16回のワークショップを開催（受講
者758名）し、SNSを活用した啓発活動を実施。
・県内の大学等の学生を対象に、環境に関する普及啓発活動を行う「学
生環境ボランティア」を募集し、51名を登録するとともに、環境教室や「や
まがた環境展」などの環境イベントにおいて普及啓発活動を計11回実施。
・カーボンニュートラルの実現に向けた活動を行う県内の中学・高校生に
「やまがたカーボンニュートラル大使」（7校10グループ）を委嘱。
・大使（7グループ）の実践活動・研究活動費を補助
・大使の取組みを県民に向けて紹介する動画を作成

義務教育課
高校教育課

第4次山形県環境
計画

①環境学習・環境保全活動
への参加者数
②環境科学研究センターに
おける環境教室及び講師
派遣件数

①210千人
②200件
（R12）

①191千人
②178件
（R5）

みどり自然課
（1）やまがた絆の森づくり
推進事業

企業による環境貢献や社会貢献の具体的な取組みとして実施する森づ
くり活動を支援するとともに、森づくりの成果を実感できる仕組みを構築
し、森づくり参加者の増大と森林吸収源対策を推進します。また、里山
の資源を活用した地域交流の促進により里山地域の活性化を図りま
す。

40企業・団体と協定を締結して38地区で進められている森づくり活動を支
援するとともに、企業同士の情報交換や地域との交流を促進した。
・新たな企業とやまがた絆の森協定を締結（新規2企業）
・継続して企業等による森づくり活動を支援（協定継続10件）
・企業等間で知識や課題を共有するため「やまがた絆の森づくり交流会」
を開催

各総合支庁森林
整備課森づくり推
進室

消費生活出前講座の実施
及び各種広報媒体による
広報・啓発の推進

消費生活・地
域安全課（消
費生活セン
ター）

（1）持続可能な社会を目
指した消費行動の推進

エシカル消費の概念について広く普及啓発を行います。

・消費生活センターニュース等の広報誌等への掲載や消費生活出前講座
における普及を行った。
・やまがたエシカル消費フェスタを開催。お笑いトリオロバートの馬場裕之
氏によるトークショー＆ライブキッチン及びエシカル消費実践者によるパ
ネルディスカッションを行い、エシカル消費についての理解を深め、より一
層の推進を図る機会とした。
・県内イベントに出展しエシカル消費の普及を行った。
・県ホームページにおける個別ページ「エシカル消費のへや」に、エシカル
消費に取り組む事業者34団体を掲載した。

第4次山形県消費
者基本計画

エシカル消費の認知度
　（令和8年度認知度
20％）

8.5％
（消費生活にかか
る県民意識調査）

就業を目指す学習機会の
提供

雇用・産業人
材育成課

（1）離転職者職業訓練事
業

多様なニーズや課題を持つ若年者、女性、障がい者などに対して、個々
の能力を発揮し就業できるような学習機会を提供します。

（1）離転職者職業訓練の実施（R7.6末現在）
＜開講コース＞44コース・受講者461人
①パソコン活用・事務系：ＯＡシステム科、経理・会計実務科　他
（37コース：訓練者数414人）
②介護系：介護サービス科、介護福祉士養成科
（5コース：訓練者数34人）
③社会福祉系：保育士養成科
（2コース：訓練者数13人）
④託児サービス付訓練科　※【再掲】
（2コース：訓練者数22人）

（2）障害者職業訓練の実施（R7.3月）
＜開講コース＞8コース・受講者26人
①パソコン基礎科（3コース9人）
②サービス補助科（1コース４人）
②インターンシップコース（3コース3人）
③在職者訓練コース（1コース10人）

就職率

(1) 離転職者職業
訓練
R6年度64.3％（暫
定値）
R5年度69.4％（暫
定値）※訓練修了
後3か月後に確
定・R6年度就職
率はR8.7月に確
定・R5年度就職
率はR7.7月に確
定
(2)障害者職業訓
練
R6年度　31.3%

起業を目指す学習機会の
提供

産業創造振興
課

（1）創業支援センター設置
事業

新規創業の相談窓口にコワーキングスペースを併設した「スタートアップ
ステーション・ジョージ山形」を設置

起業家精神の醸成や、多様な人材の交流を目的としたイベント・セミナー
を開催

イベント・セミナー
を64回開催（参加
者数867人）

地域産業振興を目指した
学習機会の提供

雇用・産業人
材育成課

（1）地域連携技術力強化
事業
（公開講座）
向上訓練費（向上訓練）
（2）ものづくり人材育成事
業（県立施設実施分）
（3）ものづくり人材育成事
業（やまがた産業支援機
構）

地域産業の高度化を支援するために、産業従事者の研修機会を拡充し
ます。

（1）県立施設における研修・セミナーの実施（R7.3月末現在）
①公開講座（産業技術短期大学校及び同庄内校）
　　「IoTセミナー（IoTクラウドの基礎）」、「２次元CADによる建築製図基本
講座」、「シーケンス制御入門」等24コースを実施。
　　（受講者86人）
②向上訓練（山形職業能力開発専門校及び庄内職業能力開発センター）
　　「Excel基礎」、「女性のためのビジネスマインド」、「アーク溶接特別教
育」等35コースを実施。（受講者520人）
（２）産業技術振興機構を活用した研修の実施
①ものづくり産業マネジメント人材育成研修
　企業経営者、後継者等を対象に持続可能な経営に必要なテーマを設定
し研修を実施。 （期間：9月～11月/受講者24名）
②成長分野参入人材育成研修
　現場リーダー等を対象に、「生産管理」、「TWI」等、成長分野参入に必要
なテーマを設定し研修を実施。（期間：5月～12月/受講者184人）

産業技術イノベー
ション課

（
４

）
成
人
期

⑦就業や
起業、地
域産業の
振興

⑥環境教
育の推進

Ⅰ
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で
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地域、家庭、職場における
環境教育
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

職業能力開発の充実
雇用・産業人
材育成課

（1）県立職業能力開発施
設における職業訓練事業
（新卒者および離転職者
対象）
（2）認定職業訓練施設に
おける職業訓練事業（在
職者対象）

県立産業技術短期大学校・県立職業能力開発専門校や民間の認定職
業訓練施設において、雇用情勢や社会情勢に対応した職業訓練の充実
を図ります。

（１）県立職業能力開発施設における訓練の実施
    県立職業能力開発施設4校（県立職業能力開発短期大学校2校、県立
職業能力開発校2校）において、各職業訓練を実施した。4校合わせた就
職率は99.4％となっている。
（２）民間の認定職業訓練施設における訓練の実施
　県内の15認定訓練施設において、建築関係・電気工事・美容・洋裁など
の職種について、数週間 （短期課程）から1年間（普通課程）の職業訓練
を実施。

就職率

・産業技術短期大
学校　99.0％
・産業技術短期大
学校庄内校
100％
・山形職業能力開
発専門校 100％
・庄内職業能力開
発センター
100％

農政企画課 （1）農林大学校教務費
養成部において、高度な農林業技術と経営管理能力を有する担い手農
林業者を育成するため、２年課程の農林業実践教育を行います。

○栽培技術の基礎に加え、スマート農林業等の新しい技術を盛り込んだ
カリキュラムを編成し、100名の学生に授業を実施した。
○調査研究や販売実習、企画を通じて経営感覚を養った。
○開かれた農大づくりのため、地域協働研究等の授業を通して地域との
連携・交流を図った。
○全寮制での生活を通じて、仲間意識の醸成とネットワークづくりを図っ
た。

第4次農林水産業
元気創造戦略
（R3～R6）

①新規就農者数
（4年間の累計）
②林業の新規就業者数
（4年間の累計）

①1,460人
②280人

①1,476人
②241人

農政企画課
（1）東北農林専門職大学
人材育成研修費

キャリアサポート・研修センターでは、新規就農支援研修や経営力向上
研修など様々な講座を開設し、多様なニーズに対応したきめ細かな研
修を行います。

○新規就農支援研修（通年実施）
　・本学研修生：33名修了
　（他研修機関（やまがた農業支援センター）研修生：11名聴講）
○就農定着・経営発展支援研修
　・やまがた農業リーダー育成塾：12名修了
　・新規就農フォローアップ研修：43名受講（2回合計）
　・雇用導入・人材育成講座：13名受講
○女性農業者育成研修
　・次世代リーダー育成セミナー：12名修了
　・女性向け農業機械基礎研修：2回、計20名受講
○農業機械活用研修
　・トラクター運転技術研修：4回、計76名受講
　・農業機械安全操作研修：1回、計22名受講
　・小型車両系建設機械運転技術研修：2回、計20名受講
　・フォークリフト運転技能研修：1回、15名受講
　・溶接技術研修：10名受講
○林業技術支援研修
　・森林経営者養成講座：9～10月・計4回、計8名受講

農業経営・所得向
上推進課、農業
技術環境課、農
業総合研究セン
ター、各総合支庁
各農業技術普及
課、森林ノミクス
推進課、森林研
究研修センター、
各総合支庁森林
整備課

第4次農林水産業
元気創造戦略
（R3～R6）

①新規就農者数
（4年間の累計）
②林業の新規就業者数
（4年間の累計）

①1,460人
②280人

①1,476人
②241人

公益財団法人やまがた農
業支援センターの独立自
営就農者育成研修

農業経営・所
得向上推進課

（1）新規就農総合支援事
業

県内で独立就農を目指す人を対象として、先進農家等での２年間の実
践研修を行い、就農に必要な栽培技術や経営ノウハウ等の習得に向け
た支援事業を行います。

・短期就農体験　40名参加（R7.3.31現在）
・長期研修生　54名（R7.3.31現在）
・集合研修の開催　11回（R7.3.31現在）

各総合支庁農業
振興課及び農業
技術普及課

県内の新規就農者数
令和6年度
・380人

383人（R6調査）
※9年連続東北１
位

福祉・介護サービス提供
体制の確保・充実

地域福祉推進
課

（1）福祉人材センター運営
事業

福祉援助に関する専門的知識や技術、介護福祉などの資格取得に必
要な知識等を学ぶ機会を提供します。

階層別・課題別に社会福祉研修を実施した。また、研修受講生のアウトカ
ム（研修受講後の成果）を把握し、研修の振り返りと評価をとおして研修
体系等の充実を図った。

雇用・産業人
材育成課

（1）トータル・ジョブサポー
ト運営事業
（2）若年者ＵＩターン人材
確保対策事業
（3）地域若者サポートス
テーション事業
（4）県内定着・回帰促進事
業

職業相談から職業紹介までの一体的な就業支援、県内外在住の若者
の県内定着・ＵＩターン就職の支援、フリーターやニート等の若者の職業
的自立に対する支援を推進します。

（1）村山地域（山形市）、最上地域（新庄市）、置賜地域（米沢市）、庄内地
域（酒田市）の県内4ヶ所の体制で就労支援を実施。
（2）やまがた暮らし・しごとサポートセンター（R6.4に、やまがたハッピーラ
イフ情報センターと山形県Uターン情報センターを一体化し設置）における
相談支援、県外進学者に対する県内企業の就職情報提供、やまがた合
同企業説明会2026（3月）を実施。
（3）県内3ヶ所（山形市、米沢市、酒田市）のサポートステーションと、それ
を核とした若者支援機関のネットワークにより、臨床心理士等による相
談、コミュニケーション能力開発、アルバイト型勤労体験等の事業を実
施。
（4）山形県就職情報サイトを運営している。その他各種就職イベント情報
やＵＩターン者のインタビュー記事等を掲載。
　　 「山形県ＵIターン就職活動交通費助成事業」助成件数81件

多様性・女性若者
活躍課

障がい福祉課

雇用・産業人
材育成課

（1）若年女性県内就職・定
着促進事業

若者の県内就職への意識醸成を目的に、若手社員とのトークイベントを
実施します。

オンラインによるトークイベントを2回開催（参加者12名）

高校教育課 （1）高校生就職支援事業
求人の開拓のための教員の企業訪問や就職後に個人面談等を実施
し、職場定着率の向上を図ります。

県立高等学校35校において、県内外企業訪問を実施したほか卒業後1年
目の県内就職者へ手紙や面談等による事後指導、県高校就職指導連絡
会議を開催した。

雇用・産業人材育
成課、学事文書
課、山形労働局

若者の能力開発と就労支
援

⑦就業や
起業、地
域産業の
振興

（
４

）
成
人
期
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農林大学校における研修
内容の充実
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

国際理解教育の推進

国際人材活
躍・コンベン
ション誘致推
進課

（1）外国青年招致事業費
ＪＥＴプログラムに基づく国際交流員(CIR)や外国語指導助手(ALT)を積
極的に活用し、学校や地域における外国語教育の充実や国際交流の
機会拡大を図ります。

・JETプログラムに参加する外国青年を招致し、小中学校及び高校での外
国語教育や国際理解教育に取り組んだ。また、国際交流員による学校、
地域等での国際理解に関する出前講座を実施した。
・山形県国際交流協会と連携して、国際交流員の語学能力を活用し、県
民を対象に語学力やコミュニケーション力の向上、及び異文化に対する
理解の促進を図った。

海外の情報提供と在住外
国人への支援

国際人材活
躍・コンベン
ション誘致推
進課

（1）国際交流センター管理
運営費
（２）外国人総合相談ワン
ストップセンター運営事業
費

・山形県国際交流センターにおいて、海外の文化や事情等の幅広い情
報を収集できるように関係資料を整備します。また、在住外国人を支援
するために、電話、メール、SNSによる７言語での相談を行います。
・外国人材受入れのための企業向け相談を行います。

・国際交流センターにおいて、海外に関する情報提供や外国人ゲストを招
いての 国際交流イベントをオンラインも併用し、実施した。
・国際交流センターの外国人相談窓口において、対面や電話による相談
に対応した。

国際人材活
躍・コンベン
ション誘致推
進課

（1）山形県国際交流協会
運営費

山形県国際交流協会との連携による日本語教室の開催や日本語指導
者の養成、通訳ボランティアとして活躍できる人材の養成に取り組みま
す。

県国際交流協会において、中級を目指すクラス及び日本語能力試験対
策の日本語教室を開催した。また、国際交流サポーター(ボランティア)の
募集、紹介及び研修を実施した。

国際人材活
躍・コンベン
ション誘致推
進課

（1）外国人材受入拡大・定
着推進事業費

・日本語教育総括コーディネーターの活動を通して、市町村や外国人を
雇用する企業に対する外国人向け日本語教育の必要性の啓発や日本
語教室開催に必要なノウハウの助言、「やさしい日本語」の普及等を実
施します。
・市町村や企業等が実施する日本語教室に対して開催経費を助成しま
す。

・日本語教育総括コーディネーターが、市町村や外国人を雇用する企業
を訪問し、外国人向け日本語教育の必要性の啓発や日本語教室開催に
必要なノウハウの助言を行った。
・県国際交流協会と連携し、「やさしい日本語」活用セミナーを開催した。
・外国人雇用施設が実施する日本語教室に対して開催経費を助成した。

国際人材活
躍・コンベン
ション誘致推
進課

（1）多文化共生推進事業
費

・学識経験者、国際交流協会、日本語教室運営団体、外国人を雇用して
いる事業者等で構成される日本語習得推進会議において日本語教育に
係る現状と課題について議論し、施策に反映させていきます。
・日本語ボランティアを養成する講習を開催する団体に対し、費用を助
成します。

・学識経験者、国際交流協会、日本語教室運営団体、外国人を雇用して
いる事業者等で構成される日本語習得推進会議を２回開催、県の施策に
ついてご意見をいただいた。
・日本語ボランティアを養成する講座を開催する団体等に対して開催経費
を助成した。

研修機会の充実 高校教育課
（1）グローバル産業人材
育成事業

本県の高校生が外国の産業や歴史、文化に触れ、高校生同士の交流
を体験することで、国際的視野を広げ、本県産業の国際化の推進に寄
与する人材を育成します。

農業科設置高校5校から選抜された生徒10名による交流学習団が、令和
6年12月17日から20日にかけて台湾を訪問し、国立大湖農工職業学校の
農業科高校生との体験授業等の交流活動や、農業施設や市場の視察等
を実施した。また、令和7年１月から2月にかけて、参加した生徒による成
果報告会を各学校において開催した。（報告会参加生徒数350名）

観光交流拡大課
国際観光推進室
農業技術環境課

相談機能の充実 高齢者支援課
（1）地域包括ケア総合推
進センター運営事業

要介護者を含め、高齢者及びその家族等が抱える心配ごとや悩みごと
に対処するため、専門家（弁護士）による移動法律相談を行います。

希望する市町村の社会福祉協議会と連携して、県内各地で移動法律相
談を実施した。
・開催期間　令和6年7月～令和7年2月
・開催回数　31回

やまがた長寿安心
プラン「山形県老人
保健福祉計画(第10
次)、
山形県介護保険事
業支援計画(第9
次）」

やまがた長寿安心プラン上
の数値目標は無し

年32回
年31回
（R7.3末現在）

老人クラブ活動の支援の
充実

高齢者支援課
（1）高齢者健康いきいき
活動支援事業

健康づくりや介護予防、地域の支え合いに資する取組みや、団塊の世
代の加入促進のための若手高齢者委員会の設置などにより、老人クラ
ブの活性化を図ります。

17市町村の老人クラブ連合会等が実施する、健康づくり教室、ワナゲ大
会、体育レクリエーション大会、支えあい活動等、57事業へ補助。

研修講座の支援の充実 高齢者支援課
（1）高年齢者生きがいづく
り・生活支援活動人材育
成事業

高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を継続できるよう、高齢者の
生きがいづくり・生活支援活動に参加する担い手の養成を担う、生活支
援コーディネーターの資質向上に取り組みます。

（1）入門講座をR6.8.31に村山会場、R6.9.１に庄内会場で開催。
（2）生活支援コーディネータースキルアップ研修を開催。
・初任者研修はR6.6.12に実施。
・専門研修は、7月～12月に全6回の研修会を開催し、2月に成果報告会
を実施。
（3）フォローアップ研修をR6.11.21に開催。

高齢者支援課
（1）明るい長寿社会づくり
推進事業

高齢者のスポーツ活動や文化活動への参加、市町村や社会福祉協議
会等が実施している文化伝承活動、健康増進活動等の介護予防・生活
支援事業の促進を図ります。

（1）山形県健康福祉祭を開催した。
・スポーツ交流部門は9月中旬～下旬を中心に開催。
・美術展はR7.2.14～16に開催。
（2）全国健康福祉祭の参加選手の選考及び派遣事業を行った。
（R6.10.19～22に鳥取県で開催された全国大会に派遣）

生涯教育・学
習振興課

（1）成人期・高齢期教育担
当者研修事業【再掲】

成人期・高齢期における社会教育の現状を調査し、豊かで活力ある地
域社会を形成するため、よりよい生涯学習の機会と場を提供します。

（1）市町村事業調査（公民館等での講座開催数・参加人数）
　・年1回、各市町村へ照会をかけ、情報収集を行い、結果について共有
した。
（2）研修会の実施
　・「成人期・高齢期教育研修会」開催（R7年2月7日実施）
（3）教職員の退職予定者を対象に、その資質と能力を地域で発揮しても
らうことを目的に開催された「教職員退職準備セミナー」において、コー
ディネーターをはじめとする地域ボランティアとして主体的に活動できる人
材を発掘するための説明や資料配布を行った。（R7年1～2月、各地区1
回）

(1)(2)関係各課
(3)福利厚生課

第6次山形県教育
振興計画

公民館等で開催されている
各種事業・講座等への参加
人数

547,600人（547,700
人）

419,563人
（R6）

ライフステージに応じたス
ポーツ活動の推進

スポーツ振興
課

（1）県民スポーツフェス
ティバル開催事業（県ス
ポーツ・レクリエーション
祭）

「県スポーツ・レクリエーション祭」の開催を支援することによりスポーツ
愛好者の増加と交流を促進します。

競技会部門は10月13日（日）を基準日として県総合運動公園等を会場に
1,888人の参加を得て開催した。交流会部門は県内4地区において185人
の参加を得て開催した。

地域性を活かしたスポー
ツの促進

学校体育保健
課

（1）令和の日本型学校体
育構築支援事業【再掲】

学校においては、自然とのかかわりの深い水泳、スキー、スケートなど
について、地域や学校の実態に応じて積極的に行うよう努めます。

各学校から希望のあった運動領域に対し、小学校25校31名、中学校5校5
名、高校1校2名の外部指導者を派遣し、体育授業の充実を図った。

第6次山形県教育
振興計画(後期計
画)

子どものスポーツ実施率
（1日60 分以上）（小学5年
生）

60% R6 39.8%（再掲）

地域と連携したスポーツ
ツーリズムの推進

スポーツ振興
課

（1）スポーツコミッション事
業

県外からスポーツ合宿や大会、イベント等の誘致、受入支援を行う「ス
ポーツコミッション」による事業を推進します。

・スポーツ大会・スポーツ合宿について、8月に首都圏の大学野球部の強
化合宿を誘致。選手・スタッフ約150名。
・11月に天童市でモルック大会を開催。11月にモンテディオ山形ホーム
ゲームへの招待を実施。１月に山形ワイヴァンズ、３月にアランマーレ山
形のパブリックビューイングを実施。その他、首都圏コンサルティング会社
への委託を通じて、スポーツイベント等の誘致活動を実施。

第4次山形県総合
発展計画

県内への文化・スポーツ合
宿の新規誘致数

3団体
（3団体）

3団体

⑧国際化
への対応

①生涯ス
ポーツの
推進

研修機会の充実

①経済問
題・健康
維持

②仲間づ
くり・生き
がいづく
り

（
６

）
ス
ポ
ー

ツ
推
進

Ⅰ
　
自
立
す
る
力
と
創
造
す
る
力
を
培
う
学
習
機
会
の
充
実

３
 

社
会
で
の
学
び

（
４

）
成
人
期

高齢者の生きがいと健康
づくり支援の充実

（
５

）
高
齢
期
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

安全なスポーツ活動実施
のための事故防止・障害
の予防

学校体育保健
課

（1）運動部活動顧問対象
の研修会の開催
（２）スポーツ指導者研修
会等の開催

（1）運動部活動顧問に対し、効果的な運動部活動の指導や、部活動に
おけるいじめ、体罰等の根絶についての研修会を開催します。
（２）児童生徒が生涯にわたり豊かなスポーツライフを送るための資質や
能力を育成することを目指し、運動部活動や学校体育における指導の
充実を図るための研修会を開催します。

（１）令和6年10月29日に、WEB会議システムにて、講師を招聘し、「いじめ
防止・体罰等根絶に向けた運動部活動運営統括責任者研修会」を開催し
た。参加者154名。
（２）令和6年10月18日に、天童市スポーツセンターにて、講師を招聘し「運
動指導者研修会」を開催した。参加者26名。

山形県における
運動部活動の在
り方に関する方針

総合型クラブの自立と活
動の充実

スポーツ振興
課

（1）広域スポーツセンター
運営事業（総合型地域ス
ポーツクラブ創設・育成支
援事業）

年齢や性別、障がい等を問わず、広く県民が、関心、適性等に応じてス
ポーツに親しむことができる環境を整え、生涯スポーツの推進を図りま
す。

広域スポーツセンター担当者が市町村を訪問し、生涯スポーツ推進のた
めの地域課題と総合型クラブとの関わりについてヒアリングを行った。
・9月23日(月・祝)に庄内地区において「総合型クラブサミットイン山形」を
開催し88名が参加した。総合型クラブと市町村が連携・協働して地域課題
を解決できる公益的なクラブへと発展できるよう研究・協議を行った。

各教育事務所
社会教育課

広域スポーツセンターの
機能強化

スポーツ振興
課

（1）広域スポーツセンター
運営事業（クラブアドバイ
ザー配置事業）

広域スポーツセンターが、スポーツ推進の中心的な役割を担う組織とな
るように、総合型クラブの運営のノウハウ等を助言できる専門的な人材
を配置します。

クラブアドバイザー3人を委嘱し、市町村担当課及び総合型クラブを訪問
した。市町村に対しては、当該市町村の総合型クラブの活用について、総
合型クラブに対しては、教室運営やクラブ経営、あるいは休止中のクラブ
等の課題について適切にアドバイスを行った。今年度、廃止となった総合
型クラブがあった。

各教育事務所
社会教育課

幅広い地域スポーツ指導
者の養成

スポーツ振興
課

（1）生涯スポーツ推進事
業
（2）広域スポーツセンター
運営事業（人材養成事業）

（1）県スポーツ推進委員研究大会へ支援を行い、資質の高い指導者の
養成に努めます。
（2）総合型クラブマネジャー養成セミナーを開催し、専門的知識を備えた
クラブマネジャーの養成に努めます。

（１）6月22日(土)に「地域におけるみんなのスポーツ推進委員」をテーマに
研究大会を開催し、292名のスポーツ推進委員が参加した。
（２）6月29日(土)、30(日)の2日間、総合型クラブマネジャー養成セミナーを
開催し、19人が受講した。7人の講師が計14時間の講義を行った。

各教育事務所
社会教育課

広域スポーツセンターにお
ける情報提供の充実

スポーツ振興
課

（1）広域スポーツセンター
運営事業（スポーツ情報
提供事業）

県広域スポーツセンターホームページの充実を図ります。

画面が見やすくなるように随時改善を図りながら、広域スポーツセンター
事業についての情報、県内の総合型クラブや生涯スポーツ関係団体の活
動状況、イベント及び研修会情報等を広域スポーツセンターホームペー
ジにて発信した。

各教育事務所
社会教育課

ジュニア期からトップレベ
ルに至る戦略的支援の充
実

スポーツ振興
課
競技力向上・
アスリート育
成室

（1）山形県スポーツタレン
ト発掘事業

オリンピックや国際大会などトップレベルで活躍する選手の輩出を目指
すとともに、リーダーとしての資質を高め、社会貢献力・人間性・国際性
などを備え持つ、本県の次世代を牽引する子どもたちを育成します。

山形県スポーツタレント発掘事業においてYAMAGATAドリームキッズ第
11期生～15期生140名の育成を手掛けるとともに第16期生30名の選考を
行った。日帰り及び合宿形式で事業を実施した。また、本事業の修了生2
名が、女子ホッケー日本代表「さくらジャパン」並びに女子背泳ぎ競泳にて
日本代表選手として選出された。

競技力向上に向けたス
ポーツ環境の整備

スポーツ振興
課
競技力向上・
アスリート育
成室

（1）コーチング基礎強化事
業
（２）拠点クラブ型ジュニア
強化事業

（1）上位大会視察や中央競技団体への研修派遣、国内トップレベルの
指導者を招聘し、県内指導者の研修会の実施を推進します。
（２）各種全国大会で優秀な成績を収めるため、拠点となる施設で、ジュ
ニア世代（中・高生）競技者の一貫した強化を継続的に行います。

（１）より高度な指導方法の導入や若手指導者の育成を目的に、県内の
通常強化競技に分類される26競技団体が、上位大会での現地研修や中
央競技団体が主催する研修会への参加、各カテゴリー日本代表や国内
トップレベルで活躍する指導者を招聘しての研修会の開催により指導者
のレベルアップを図った。
（２）県内４競技団体（アーチェリー、ウエイトリフティング、ホッケー、山岳
（スポーツクライミング））を対象とし、各競技団体9～55名が参加し月1～2
回の合同強化練習を継続的に実施した。また、優秀な指導者を招聘し、
実演を交えた質の高い指導により、競技力の向上や指導者のレベルアッ
プ、参加者の意欲喚起につながった。

スポーツ振興
課

（1）文化・スポーツによる
交流促進事業

市町村との連携による県外からのスポーツ合宿や大会への助成を行い
ます。

3団体に対して助成。
県内スポーツ施設・宿泊施設を利用した県外の2団体に対して助成。対象
は、大学の新体操部及びプロリーグに所属する女子バレーボールチー
ム。
6月29日・30日に鶴岡市で開催された国際バドミントン大会に対して助成。

第4次山形県総合
発展計画

スポーツ振興
課
競技力向上・
アスリート育
成室

（1）各種体育大会費負担
金

全国規模の大会の開催では、競技力向上のみならず広く県民のスポー
ツへの関心が高まるとともに地域振興にもつながることから、全国的な
大会の計画的な開催を働きかけていきます。

・今年度は全国規模の大会の県内開催はなかった。
・次年度以降で予定される大会について、調査を行った。

県スポーツ界における好
循環の創出に向けたス
ポーツの推進

スポーツ振興
課

（1）プロスポーツ等応援団
体活動費補助金

プロスポーツ等を応援する地域住民団体等の活動に対する助成を行い
ます。

3団体に対して助成。対象は、アランマーレ山形の選手・コーチによる小学
生向けのバレーボールクリニック、山形ワイヴァンズと協力した3×3バス
ケクリニック。その他、市街地へのフラッグ・のぼり旗の掲示等の活動等
に係る申請あり。

第4次山形県総合
発展計画

スポーツを通した交流の
促進

スポーツ振興
課

（1）スポーツコミッション事
業【再掲】

県外からスポーツ合宿や大会、イベント等の誘致、受入支援を行う「ス
ポーツコミッション」による事業を推進します。

・スポーツ大会・スポーツ合宿について、8月に首都圏の大学野球部の強
化合宿を誘致。選手・スタッフ約150名。
・11月に天童市でモルック大会を開催。11月にモンテディオ山形ホーム
ゲームへの招待を実施。1月に山形ワイヴァンズ、3月にアランマーレ山形
のパブリックビューイングを実施。その他、首都圏コンサルティング会社へ
の委託を通じて、スポーツイベント等の誘致活動を実施。

第4次山形県総合
発展計画

県内への文化・スポーツ合
宿の新規誘致数

3団体
（3団体）

3団体

②競技ス
ポーツの
推進

Ⅰ
　
自
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る
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①生涯ス
ポーツの
推進

全国規模の大会開催の推
進
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

県の生涯学習推進体制の
整備

生涯教育・学
習振興課

（1）生涯学習推進委員会
(2)生涯学習検討委員会

生涯学習推進委員会を設置し、関係部局等が連携し、総合的に施策が
展開されるよう努めます。また、外部有識者で構成する生涯学習検討委
員会を設置し、計画の進捗状況を把握して、必要な提言を行います。

（１）生涯学習推進委員会は開催せず、進行管理表による情報共有
（２）社会教育委員で構成する生涯学習検討委員会を開催

関係各課
第6次山形県教育
振興計画

市町村の生涯学習振興に
関する支援

生涯教育・学
習振興課

（1）市町村研修等支援出
前講座（県社会教育連絡
協議会事業）
（2）成人期･高齢期教育担
当者研修事業【再掲】

市町村からの相談に応え、研修会の開催、学習プログラムの開発等を
支援します。

（1）各地区・市町村、１0回実施
（2）研修会の実施
　・「成人期・高齢期教育研修会」開催（R7年2月7日）

社会教育主事有資格教員
の養成と市町村教育委員
会における社会教育主事
発令の促進

生涯教育・学
習振興課

（1）社会教育主事養成事
業（社会教育主事講習）

教員及び各市町村の行政職員に対して、社会教育主事講習に関する情
報の提供、計画的な受講の推進により、社会教育主事有資格者数を確
保し、市町村等における発令の促進を行います。

【東北大学社会教育主事講習】
6/13 県事前研修(県青年の家）  6/24～8/6 東北大学研修・グループ
ワーク（各サテライト会場） (県教育局2名　市町村教員8名　市町村行政
職員3名　合計13名）
【国社研社会教育主事講習】
・Ａ日程:7/12～8/29　市町村行政職員1名　一般1名　計2名
・Ｂ日程:1/14～2/20　県教育1名、市町村1名　計2名

第6次山形県教育
振興計画

１ 　生涯学習推進
体制の充実

【生涯教育・学習振興課、
生涯学習文化財団】
社会教育関係職員講座
（1）社会教育関係職員初
任者講座
（2）社会教育関係地域づく
り研修会
【村山教育事務所】
（1）大会・研修事業
【最上教育事務所】
（1）最上地区生涯学習推
進大会（兼）山形県生涯学
習振興最上大会
（2）市町村社会教育委員・
公民館運営審議会委員合
同研修会（兼）社会教育主
事有資格者等研修会
【置賜教育事務所】
（1）大会・研修事業
【庄内教育事務所】
（１）庄内地区教育委員会
協議会社会教育部会研修
会

【生涯教育・学習振興課、生涯学習文化財団】
(1)社会教育関係職員初任者研修会
　市町村生涯学習・社会教育関係職員（公民館職員・コミュニティセン
ター職員を含む）のうち、経験年数が2年未満の初任者等を対象に、生
涯学習・社会教育を推進するための必要な基礎知識や技能について研
修し、その資質向上を図る。
(2)社会教育関係職員スキルアップセミナー
　市町村生涯学習・社会教育関係職員（公民館職員・コミュニティセン
ター職員を含む）の中堅職員等を対象に、地域住民が地域課題の解決
に向けて主体的に学ぶ機会の企画力の向上と実践力の育成を目的に
研修を実施する。
【村山教育事務所】
（1）村山地区社会教育推進協議会研修会　5/14(火)　西村山地域振興
局　実践発表
（2）第11回村山地区社会教育推進協議会研修会（山形県社会教育研究
大会を兼ねる）　10/18（金）　サハトべに花（河北町）・河北町職業訓練
センター・河北町民体育館
【最上教育事務所】
（1）期日：9/19（木） 場所：真室川町中央公民館（真室川町）　テーマ：
「生涯学習社会の形成と活力ある地域づくり」～未来に伝えたいふるさと
の宝　「伝承文化の里づくり」～ 内容：表彰、伝承芸能発表、講演、体験
実習
（2）期日：11/12（火） 場所：ゆめりあ会議室 テーマ：「地域資源の掘り起
こしと住民との協働による新たなコミュニティづくりを考える」～地域おこ
し協力隊・集落支援員の活動から学ぶ～ 内容：事例提供、 パネルディ
スカッション
【置賜教育事務所】
（1）置賜社会教育研究大会（兼）置賜地区生涯学習振興ブロック大会の
開催：11/12（火）　内容:講演・演習 等
（2）置賜社会教育振興会研修会の開催：6/29(土) 内容：講演 等
（3）公民館・社会教育関係職員研修会の開催：8/6(水)、11/7(金)
　　内容:講演、演習 等
（4）自作視聴覚教材コンクール審査会　11/1(土)・表彰式　11/30(日)
【庄内教育事務所】
（1）庄内地区教育委員会協議会社会教育部会研修会　11/15(土)　講演
会等

生涯教育・学
習振興課
教育事務所
山形県生涯学
習センター

社会教育関係職員等の研
修の充実
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第6次山形県教育
振興計画

【生涯教育・学習振興課・生涯学習文化財団】
（1）市町村生涯学習・社会教育関係職員の研修会/パワーアップセミナー
/5/16（木）・遊学館・参加62名/5/17（金）・庄内支庁・参加者38名　①（講
義）「生涯学習・社会教育とは」　②（講義）「県社会教育・生涯学習行政施
策概要」「郷土の魅力発見・体験プログラム普及事業」　③（講義・演習）
「社会教育のマネジメントはこうありたい～LRDCマネジメントサイクルと
「熟議」の活用」
（2）地域づくり人材育成セミナー（テーマ：防災・減災）地域づくり/リーダー
となる社会教育関係職員他一般県民も対象/【村山】9/20（金）/東根市西
部防災センター／16名参加。【庄内】9/13（金）/庄内町余目第4まちづくり
センター/16名参加
【村山教育事務所】
（１）村山地区社会教育推進協議会研修会
5/14(火)/西村山地域振興局/参加31名/実践発表　放課後子ども教室推
進事業「山辺小放課後子ども教室」
（２）第11回村山地区社会教育推進協議会研修会(第15回山形県社会教
育研究大会と兼ねる）
10/18(金)/河北町サハトべに花・職業訓練センター/参加455名/テーマ
「未来をひらき、地域をつくる社会教育の在り方」つなぐ～いのち・学び・地
域～/表彰、伝統芸能発表(谷地大黒舞)、講演/分科会（第1分科会　テー
マ：現代的課題等への対応　話題提供：遊佐町西遊佐地区まちづくりの
会、白鷹町荒砥地区コミュニティセンター、第2分科会　テーマ：学習機会・
学習環境の充実　話題提供：かほく町民大学ひなカレッジ、真室川町教育
委員会、第3分科会　テーマ：関係機関等との連携・協働　話題提供：尾花
沢市西原地区親睦会、酒田市西荒瀬コミュニティ振興会、第4分科会
テーマ：次世代の人材育成　話題提供：高畠町高畠地区子ども会育成会
連絡協議会、大蔵村教育委員会教育課）
【最上教育事務所】
（1）第62回最上地区生涯学習推進大会（兼）第41回山形県生涯学習振興
最上大会/9/19（木）/真室川町中央公民館/表彰、講演（口承文芸学）、
わら細工体験・町歴史民俗資料館見学/参加158名
（2）社会教育委員・公民館運営審議会委員合同研修会（兼）社会教育主
事有資格者等研修会
11/12日（火）/ゆめりあ会議室/事例発表①「人こそが魅力　村ガチャで村
民紹介」（鮭川村地域おこし協力隊）、②「運動を通した町民の健康づくり
～健康長寿の金山町へ～」（金山町集落支援員）、 パネルディスカッショ
ン　参加者：41名
【置賜教育事務所】
（1）置賜社会教育研究大会（兼）置賜地区生涯学習振興ブロック大会
11/12(火)/おぐに開発総合センター/参加71名/講演「人口が減るからこ
そ豊かになる人づくり、まちづくり、社会づくり」
（2）置賜社会教育振興会研修会
6/29(土) /高畠町生涯学習館/参加107名/講演「はじめてのLGBTQ～性
の多様性と人権」
（3）公民館・社会教育関係職員研修会
1回目：8/6(火)/飯豊町町民総合センターあ～す/参加163名/講演、2回
目：11/7(木) /川西町交流館あいぱる/参加52名/講演・実技演習「子ども
が読書に親しむ環境づくり～すべての子どもに本との素敵な出会いを～」
（4）自作視聴覚教材コンクール審査会
11/1(金)/長井市役所/自作視聴覚教材コンクール表彰式/11/30(土)/南
陽市沖郷公民館
【庄内教育事務所】
（1）庄内地区教育委員会協議会社会教育部会研修会
11/15（金）/三川町テオトル/講演・ワークショップ　テーマ「全世代が参加
したくなる地域づくりとは」 /参加52名
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

リーダー育成講座等の充
実

生涯教育・学
習振興課

（1）成人期･高齢期教育担
当者研修事業【再掲】

成人期・高齢期における社会教育の現状を調査し、豊かで活力ある地
域社会を形成するため、よりよい生涯学習の機会と場を提供します。

（1）市町村事業調査（公民館等での講座開催数・参加人数）
　・年1回、各市町村へ照会をかけ、情報収集を行い、結果について共有
した。
（2）研修会の実施
　・「成人期・高齢期教育研修会」開催（R7年2月7日実施）
（3）教職員の退職予定者を対象に、その資質と能力を地域で発揮しても
らうことを目的に開催された「教職員退職準備セミナー」において、コー
ディネーターをはじめとする地域ボランティアとして主体的に活動できる人
材を発掘するための説明や資料配布を行った。（R7年1～2月、各地区1
回）

(1)(2)関係各課
(3)福利厚生課

第6次山形県教育
振興計画

公民館等で開催されている
各種事業・講座等への参加
人数

547,600人（547,700
人）

419,563人
（R6）

生涯教育・学
習振興課

（1）県ホームページ等を活
用した情報提供

小中高生向けの県の体験事業等を集約して、県ホームページで情報提
供を行います。

夏休みを中心とした夏の期間中に各課で開催する事業のうち、19件の情
報をホームページに掲載した。

生涯学習関係課
第6次山形県教育
振興計画

山形県生涯学
習センター

（1）学習情報収集提供事
業

県や市町村等が実施する学習情報を幅広く収集し、生涯学習文化財団
ホームページ等を活用して県民に情報を提供します。また、県民から寄
せられる学習相談に丁寧に対応します。

（1）学習情報の提供、情報システムの充実強化を図る。
・財団ホームページ、生涯学習データベースである「やまがたマナビィnet
（山形県生涯学習情報提供システム）」を活用し、新鮮で確実な生涯学習
や文化に関する各種情報をインターネットを通じて提供する等、サービス
の向上を図った。また、県民等から寄せられた学習相談に対応した（3月
末25件）
（2）生涯学習への理解を深めるための広報紙の発行
　生涯学習センター広報紙「生涯学習やまがた」を3回発行した（7月・11
月・3月）。

生涯学習関係課

広報広聴推進
課

（1）県庁見学
県民に山形県や県庁のことを学んでもらう場を提供するため、県庁見学
を受け入れ、見学者に対し、県庁舎（知事室、災害対策室、展望室、県
議会本会議場）の案内、並びに、県の仕事などについて説明を行う。

事前の日程調整及び随時の申込みを受け付け、県庁見学を実施した。

秘書課
管財課
防災危機管理課
県議会事務局総
務課

県庁見学実施状況

令和６年度
○各市町村立小学
校
71団体　2,775人
○その他団体
26団体　　524人
○合計
97団体　3,299人

警察本部
【広報相談課】
（1）警察本部庁舎の見学

交通管制センター、通信指令課等を案内し、警察の組織や活動概要を
説明したり、安全安心に関する情報を提供します。

令和6年中（1～12月）の見学受入総数は、59団体2,404人で、各市町村小
学校等の庁舎見学の受入れを行った。

警察本部通信指
令課、交通規制
課

59団体、2,404人
（各市町村立小学
校等）
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１ 　生涯学習推進
体制の充実

２　学習情報提供・
相談の充実

学習情報の提供

学習機会の提供

第6次山形県教育
振興計画

社会教育主事有資格教員
の資質向上と学校・家庭・
地域との連携・協働の推
進

生涯教育・学
習振興課
教育事務所

（1）社会教育主事養成事
業（社会教育主事有資格
教員研修）
【最上教育事務所】
（1）地域とともにある学校
づくり研修会（兼）社会教
育主事有資格教員等研修
会
（2）市町村社会教育委員・
公民館運営審議会委員合
同研修会（兼）社会教育主
事有資格者等研修会＜再
掲＞
【置賜教育事務所】
（１）地域とともにある学校
づくり研修会（兼）社会教
育主事有資格者等研修会
【庄内教育事務所】
（1）地域とともにある学校
づくり研修会（兼）社会教
育主事有資格教員等研修
会
（2）庄内地区教育委員会
協議会社会教育部会研修
会＜再掲＞

有資格教員に対する研修や情報提供等を行うことで、学校・家庭・地域
の連携協力のための様々な知識やスキルの向上を図り、市町村におけ
る学社連携を一層進めます。

【村山教育事務所】
（1）社会教育主事有資格教員研修会（地域とともにある学校づくり研修
会と兼ねる）　12/6(金) 西村山地域振興局講堂
【最上教育事務所】
（1）期日：7/9（火） 場所：最上総合支庁講堂（新庄市） テーマ：コミュニ
ティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進 ～学校運営協議会の
熟議のあり方について～　内容：講演、演習
（2）期日：11/12（火） 場所：ゆめりあ会議室 テーマ：「地域資源の掘り起
こしと住民との協働による新たなコミュニティづくりを考える～地域おこし
協力隊・集落支援員の活動から学ぶ～」 内容：事例提供（金山町、鮭川
村）、 パネルディスカッション
【置賜教育事務所】
（1）地域とともにある学校づくり研修会（兼）社会教育主事有資格教員等
研修会（8/6　飯豊町 町民総合センターあ～す）内容：講演
【庄内教育事務所】
（1）地域とともにある学校研修会（兼）社会教育主事有資格教員等研修
会　8/2（金） 　余目第２まちセン　講演　11/21（木）　庄内総合支庁分庁
舎　事例発表　グループディスカッション等
（２）庄内地区教育委員会協議会社会教育部会研修会　11/15（金）　講
演会等＜再掲＞

【村山教育事務所】
（１）社会養育主事有資格教員研修会(地域とともにある学校づくり研修会
と兼ねる）/12/6(金)/西村山地域振興局/60名参加/事例提供（寒河江市
立南部小学校、まよひが企画）、鼎談　テーマ「学校が地域と社会教育行
政に求めるもの、地域が学校と社会教育行政に求めるもの、社会教育行
政が学校と地域に求めるもの」）
【最上教育事務所】
（1） 地域とともにある学校づくり研修会（兼）社会教育主事有資格教員等
研修会 /7/9（火）/ゆめりあ会議室/講演：『なぜコミュニティ・スクールと地
域学校協働活動の一体的推進が望まれるのか～コミュニティ・スクール
の実効性を高める「熟議」の理論と実際～』・演習：『目標・意識を共有す
るための模擬熟議』/参加45名
（2）社会教育委員・公民館運営審議会委員合同研修会（兼）社会教育主
事有資格者等研修会/11/12（火）/ゆめりあ会議室/事例発表①「人こそ
が魅力　村ガチャで村民紹介」（鮭川村地域おこし協力隊）、②「運動を通
した町民の健康づくり～健康長寿の金山町へ～」（金山町集落支援員）、
パネルディスカッション　参加41名
【置賜教育事務所】
（1）地域とともにある学校づくり研修会（兼）社会教育主事有資格教員等
研修会 /8/6/飯豊町町民総合センターあ～す/参加163名/講演「地域と
ともにある学校づくり～みんなの学校の実践より～」
【庄内教育事務所】
（1）地域とともにある学校づくり研修会（兼）社会教育主事有資格教員等
研修会　　①8/2（金）/余目第２まちセン/講演・ワークショップ　テーマ「持
続可能な地域をどうつくるか～社会教育と学校がつながれば地域が変わ
る～」/参加27名
②11/21（木）/庄内総合支庁分庁舎/事例発表・ワークショップ　テーマ
「地域とともにある朝一小づくり・朝一小を核とした地域づくり」/参加24名
（２）庄内地区教育委員会協議会社会教育部会研修会/11/15（金）/三川
町テオトル/講演・ワークショップ　テーマ「全世代が参加したくなる地域づ
くりとは」/参加52名
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

学習機会の提供
山形県生涯学
習センター

（1）助成事業
（2）団体との連携事業

地域や市町村が行う事業や県民の自主的な学習活動に対する支援を
行うとともに、協働事業にも取り組みます。

助成事業
①やまがた地域創生事業　21事業採択
②生涯学習活動支援事業
　・生涯学習振興に関する県大会・ブロック大会への助成　（県大会１/ブ
ロック大会3事業）
　・青少年地域学習活動支援事業　8事業採択
　・特色ある生涯学習活動への支援　1事業採択
を行った。

市町村からの相談への対
応

生涯教育・学
習振興課
山形県生涯学
習センター

学習情報や講座の運営等について、市町村の相談に応じ、取組みを支
援します。

山形県生涯学習センターでは、県民からの生涯学習に関する相談に応じ
るほか、マナビィnetを活用し、市町村の相談に応じ講師の紹介や講座の
取り組みについて支援を行った。

第6次山形県教育
振興計画

高等教育政
策・学事文書
課

（1）（山形県立米沢栄養大
学・山形県立米沢女子短
期大学）いいで子ども大学

地域の学生との交流を通して様々な体験の機会を子どもたちへ提供し
ます。

Ｒ6.8.6～8.7に開催。飯豊町小学生25名参加。
2日間の活動を通して両大学学生10名が参加し、教育ボランティアとして、
学生の専門分野を生かした講話や活動等を行った。

山形県公立大学
法人中期計画

環境企画課
（1）環境教育推進事業費
（一部）
【再掲】

地域において実施される環境問題・環境保全に関する学習会等への講
師、指導者等の派遣を行い職場における環境教育を支援します。

環境科学研究センターにおいて、環境アドバイザーの派遣（20件）及び地
球温暖化防止活動推進員の派遣（20件）を実施。

第4次山形県環境
計画

環境科学研究センターにお
ける環境教室及び講師派
遣件数

200件
（R12）

178件
（R5）

生涯教育・学
習振興課

（1）放課後子ども総合プラ
ンの推進【再掲】

地域の大人の参画を得ながら、学校ではできない自然体験やスポーツ
教室、科学教室、職場体験等を行い、休日や放課後の子どもの居場所
づくりを充実させます。

地域住民の参画を得ながら、学校・家庭と連携して「放課後子ども教室」
を開催する市町村を補助した。県内28市町村90教室で実施（補助金なし
の市町村及び中核市の山形市を除く）。

子ども成育支援
課

第6次山形県教育
振興計画

環境企画課
（1）環境教育推進事業費
（一部）
【再掲】

環境科学研究センターを拠点とした環境教育事業を実施するとともに、
環境学習支援団体の周知や当該団体数の増加により、環境学習機会
提供の充実を図ります。
また、地域資源を活用し、子どもの考える力、行動する意欲を養うため
の「環境学習プログラム」の活用促進を図り、自主的・主体的に環境保
全活動のために行動できる人材を育成します。

（1）環境教育の一環として、環境学習や環境保全活動などの機会を提供
している。
・環境教室の実施（156回・5,883名参加）
・水生生物調査（19団体・642名参加）
・環境アドバイザー派遣（20件・576名参加）
・地球温暖化防止活動推進員派遣（20件・1,226名参加）
（２）環境学習支援団体として、新しく１団体を認定（計55団体）
（３）学校や放課後子ども教室等へ情報提供を積極的に行い、「環境学習
プログラム」の活用促進を図っている。

第4次山形県環境
計画

①環境学習・環境保全活動
への参加者数
②環境科学研究センターに
おける環境教室及び講師
派遣件数

①210千人
②200件
（R12）

①191千人
②178件
（R５）

農産物販路開
拓・輸出推進
課

（1）食農体験推進事業
食農教育を推進し、農林水産業への理解促進、地域の郷土料理や食文
化の伝承を図るため、地域の食材を使用した体験教室等を実施します。

総合支庁と連携し、郷土料理や行事食等地域の食や食文化を学ぶ料理
教室や、生産者との交流活動、収穫体験を通して地域の農や食を学ぶ体
験教室等の実施を支援。

村山総合支庁地
域産業経済課
最上総合支庁農
業振興課
置賜総合支庁農
業振興課
庄内総合支庁地
域産業経済課

教育政策課

（1）郷土愛を育む活動推
進事業
（郷土Yamagataふるさと探
究の広場）

小中高における地域を素材とする探究的な学習の実践と郷土愛とのつ
ながりを可視化し、県ホームページに掲載・蓄積し共有することを通し
て、学校における郷土愛に係る探究的な視点を広げ、更なる探究的な
学習の推進を図る。

・令和7年3月に山形県HP上の郷土Yamagataふるさと探究の広場に令和6
年度の実践事例を掲載。（事例掲載校：小学校6校、中学校2校、高等学
校6校）

義務教育課
高校教育課
生涯教育・学習振
興課

第6次山形県教育
振興計画（後期計
画）

全国学力学習状況調査
（児童・生徒質問紙）
①地域の行事に参加して
いる児童生徒の割合
②地域や社会をよくする
ために何をすべきか考え
る児童生徒の割合

①小6：90%（90%）
　中3：70%（70%）
②小6：70%（70%）
　中3：55%（55%）

①：調査項目削
除
②小6：85.4％
　中3：80.8％

自作視聴覚教材コンクー
ルの実施

生涯教育・学
習振興課

（1）視聴覚教材普及事業

地域の自然、歴史、文化等に関する自作視聴覚教材制作を奨励しま
す。
　・山形県自作視聴覚教材コンクール
　・優良自作視聴覚教材の複製（全国自作視聴覚教材コンクールにおい
て評価された作品を「ふるさと塾アーカイブス」に掲載）
　・インターネットサイト「ふるさと塾アーカイブス」掲載(随時）

第73回県自作視聴覚教材コンクール
　・作品応募31作品（学校教育部門3，社会教育部門23，児童生徒作品部
門5）
　・表彰式・発表会 令和7年2月15日実施
「ふるさと塾アーカイブス」への掲載
　・令和6年度全国自作視聴覚教材コンクール入賞作品8作品を掲載

第6次山形県教育
振興計画

地域教材や新聞等の活用 教育政策課

（1）郷土愛を育む活動推
進事業
（市町村郷土愛醸成等事
業）

新聞を読むことで郷土を広く知る・県外や世界の動きを知り郷土のよさ
を再認識できるようにするため、新聞を授業等の教育活動で活用する取
組みを行う市町村に対して補助金を交付し、郷土愛の醸成と読解力の
向上に向けた取組みを推進します。

【R6取組状況】
・補助金を交付した市町村：34市町村
・小学校：158校（474学級）
・中学校：79校（689学級）

義務教育課
高校教育課

第6次山形県教育
振興計画（後期計
画）

全国学力学習状況調査（児
童・生徒質問紙）
①地域の行事に参加して
いる児童生徒の割合
②地域や社会をよくするた
めに何をすべきか考える児
童生徒の割合

①小6：90%（90%）
　中3：70%（70%）
②小6：70%（70%）
　中3：55%（55%）

①：調査項目削
除
②小6：85.4％
　中3：80.8％

Ⅱ
 

連
携
・
協
働
に
よ
る
推
進
体
制
・
学
習
環
境
の
整
備

（１）郷土愛の
醸成

２　学習情報提供・
相談の充実

郷土愛を育む学び・活動
の推進

３
 

学
校
・
家
庭
・
地
域
の
連
携
・
協
働

地域における多様な体験・
交流活動の促進
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

広報広聴推進
課

（1）県ホームページ等を活
用した山形県民の歌「最
上川」の普及

県ホームページにおける音声データ等関係ファイルの掲載や県庁１階
「ジョンダナホール」におけるPR動画の放映などにより「最上川」の普及
を図る。

・県ホームページに引き続き音声データ等関係ファイルを掲載し、必要な
時にいつでも参照できるようにしている。
・ＰＲ動画を県公式動画チャンネルなどに掲載し、県庁舎1階「ジョンダナ
ホール」で放映している。

教育政策課
各市町村教育委員会、各校長会、県音楽教育連盟、県ＰＴＡ連合会等と
連携し、学校の教育活動において県民の歌「最上川」やスポーツ県民歌
「月山の雪」活用の促進を図ります。

村山市立楯岡小学校合唱部による「山形県民の歌『最上川』」を合唱した
動画を県庁ロビーで放映。

義務教育課
高校教育課
スポーツ振興課
生涯教育・学習振
興課

第6次山形県教育
振興計画（後期計
画）

全国学力学習状況調査（児
童・生徒質問紙）
①地域の行事に参加して
いる児童生徒の割合
②地域や社会をよくするた
めに何をすべきか考える児
童生徒の割合

①小6：90%（90%）
　中3：70%（70%）
②小6：70%（70%）
　中3：55%（55%）

①：調査項目削
除
②小6：85.4％
　中3：80.8％

地域の貴重な資源である
伝統文化の保存・伝承

県民文化芸術
振興課
生涯教育・学
習振興課

（１）伝統芸能育成事業
（子ども伝承活動ふるさと
塾）

地域文化の保存・伝承を通じて、子どもの郷土愛の醸成を図るとともに、
社会力を育成します。

（１）民俗芸能の発表や指導の機会を設け、伝統文化の保存・伝承を図っ
た。県内4地区で指導者研修会及び出前講座を計77回実施した。
（２）インターネットサイト「ふるさと塾アーカイブス」アーカイブ化に向けて
新たに3団体の撮影を実施し、映像公開した。併せてR5撮影団体の映像
を山形県公式YouTubeサイト「やまがたchannel」に掲載した。
（３）民俗芸能の発表機会確保のため、令和6年9月16日開催の「民俗芸
能フェスティバル」と、令和7年2月16日開催の「やまがた伝承文化まつり」
の参加団体に対して、かかる経費を支援した。
（４）令和6年10月27日に「北海道・東北ブロック民俗芸能大会」が宮城県
多賀城市で開催され、県内１団体を派遣した。

第6次山形県教育
振興計画

ふるさと塾賛同団体数
R5：309団体
（R6：310団体）

315団体

文化財の適正な保存と効
果的な活用

県民文化芸術
振興課

（１）文化財保護事業
（２）「未来に伝える山形の
宝」登録制度推進事業
（３）日本遺産魅力発信推
進事業

文化財の保存修理等のための財政支援を行いながら、「未来に伝える
山形の宝」登録制度や日本遺産魅力発信推進事業を活用し、関係部局
との連携により総合的に支援し、地域のイメージアップや活性化、新た
な交流の拡大につなげます。

（１）国・県指定文化財の保存修理等に対する助成を行った。（国指定17
件、県指定４件）
（２）登録された35団体（26市町村）中、7団体における保存活用の取組み
に対して助成を行った。
（３）「山寺と紅花」推進協議会及び出羽三山「生まれかわりの旅」推進協
議会において、観光振興事業や情報発信、普及啓発事業を行った。

(2)観光復活推進
課、生涯教育・学
習振興課
(3)観光復活推進
課（精神文化・観
光プロモーション
室、インバウンド
推進室）、県産
米・農産物ブラン
ド推進課、園芸大
国推進課、総合
支庁観光振興
室、生涯教育・学
習振興課

山形県文化財保
存活用大綱

「未来に伝える山形の宝」
登録制度による登録市町
村数

R6　全市町村 R6　26市町村

県民の多様な文化芸術活
動の支援

県民文化芸術
振興課

（1）文化団体等連携支援
事業

山形県生涯学習文化財団等と連携しながら、県内の美術館・博物館や
山形交響楽団を支援するとともに、県民の文化芸術活動の促進や鑑賞
機会の充実を図ります。

（１）（公財）山形県生涯学習文化財団等と連携して、山形美術館、致道博
物館、本間美術館、斎藤茂吉記念館と共催の企画展を開催した。
（２）山形交響楽団に対して補助を行うとともに、さくらんぼコンサートの開
催を支援した。
（３）県民が日頃の文化芸術活動の成果を発表するための県民芸術祭を
開催した。

第2期山形県文化
推進基本計画

地域学校協働活動の普
及・啓発

生涯教育・学
習振興課

（1）市町村補助
地域学校協働活動（学校支援活動・放課後子ども教室・家庭教育支援）
の実施を推進し、社会総がかりで子どもの成長を支える体制を整備して
いきます。

令和7年3月31日現在
・地域学校協働本部の設置32市町村147本部設置（211校をカバー）
　　　学校における働き方改革を踏まえた活動32市町村208校
　　　放課後子ども教室・・32市町村116教室で実施
　　　地域未来塾・・12市町村21校
　　　家庭教育支援・・33市町村297講座実施
　　　※いずれも山形市を含む

第6次山形県教育
振興計画

（1）地域学校協働本部がカ
バーする公立小中学校の
割合

令和5年度 70%
(令和6年度70%)

学校と地域をつなぐ地域
学校協働活動推進員等の
育成

生涯教育・学
習振興課

（1）地域学校協働活動推
進員養成講座の実施

他市町村の地域学校協働活動推進員との情報交換を交えながら、地域
学校協働活動推進員に求められる能力や姿勢に関する講座を実施し、
コーディネーターとしての資質向上を図ります。

第１期 6/21(金)38名 地域学校協働活動の事例発表とグループワーク
第２期
【村山】9/4(金)29名 地域学校協働活動の事例発表とグループワーク
【最上】10/ 3(木)32名 地域学校協働活動の事例発表とグループワーク
【置賜】10/9(火)21名 地域学校協働活動の事例発表とグループワーク
【庄内】8/ 30(水)18名 地域学校協働活動の事例発表とグループワーク

義務教育課
第6次山形県教育
振興計画

（１）郷土愛の
醸成

山形県民の歌「最上川」や
スポーツ県民歌「月山の
雪」の普及

Ⅱ
 

連
携
・
協
働
に
よ
る
推
進
体
制
・
学
習
環
境
の
整
備

３
 

学
校
・
家
庭
・
地
域
の
連
携
・
協
働

（２）地域学校
協働活動によ
る子供の育成
と地域の創生
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

学校と地域が互いに補完
し高め合う教育体制の推
進

生涯教育・学
習振興課

（1）市町村補助
（2）地域とともにある学校
づくり研修会

地域学校協働本部の設置を進め、地域学校協働活動（学校における働
き方改革を踏まえた活動・放課後子ども教室・地域未来塾）、家庭教育
支援の一体的・総合的な推進を図るための体制づくりを支援します。

（1）出前講座36ヵ所（村山10、最上10、置賜4、庄内12）
（2）【村山】 6/14（金） 37名　　 ①講話  ②グループワーク
　　　　　　　12/6（金）　60名　　①事例発表　②鼎談
　　 【最上】  7/9（火）　45名　　①講話　②グループワーク
　　 【置賜】  8/6（火） 163名　　 ①講話
　　 【庄内】  8/2（金）　27名　　①講話　②グループワーク
　　　　　　　11/21（木）　24名　 ①事例発表　②グループワーク

義務教育課
第6次山形県教育
振興計画

地域学校協働本部の仕組
みを生かし、地域住民との
協働による活動が行われ
ている公立小中学校の割
合

R5：70％
(R6：70％）

子ども成育支
援課

（1）放課後児童クラブ整備
推進
（２）放課後児童クラブ推
進事業

放課後児童クラブの整備や運営に対し補助を行います。
（１）放課後児童クラブの創設、改築等の7施設の整備に対し補助を行っ
た。
（２）放課後児童クラブの運営費に対し支援を行った。

放課後児童クラブ実施箇所
数

419箇所
（R6 425箇所）

419箇所

生涯教育・学
習振興課

（1）市町村補助
所管する教育事務所と総合支庁担当による指導と助言のもと、文部科
学省と厚生労働省で連携して実施する「新・放課後子ども総合プラン」を
推進します。

地域住民の参画を得ながら、学校・家庭と連携して「放課後子ども教室」
を開催する市町村を補助した。県内28市町村90教室で実施（補助金なし
の市町村及び中核市の山形市を除く）。

子ども成育支援
課

第6次山形県教育
振興計画

子ども成育支
援課

（1）放課後児童クラブ推進
事業費

県主催の研修会を開催し、指導者等を養成します。
3地区で放課後児童支援員資格認定研修を実施し、126名の支援員を養
成した。

生涯教育・学習振
興課
各教育事務所

生涯教育・学
習振興課

（1）指導者研修会
（2）放課後子ども教室指
導者研修会
（3）地域学校協働活動推
進員養成講座【再掲】

（1）「放課後子ども教室」の教育活動推進員・教育活動サポーター、「放
課後児童クラブ」の放課後児童支援員等を対象に、資質の向上を図る
ために研修会を実施します。
（2）放課後子ども教室で行われているプログラムを検証したり、安全対
策や児童クラブ等の関係機関との連携の在り方を学んだりする研修会
を実施します。
（3）他市町村の地域学校協働活動推進員との情報交換を交えながら、
地域学校協働活動推進員に求められる能力や姿勢に関する講座を実
施し、コーディネーターとしての資質向上を図ります。

（1）放課後子ども指導者等研修会
「放課後子ども教室」や「放課後児童クラブ」での実践につながる子どもた
ちの現代的な課題に関する講演や体験実習を実施した。
（村山2回632人、最上2回126人、置賜2回156人、庄内3回393人）
（2）スミセイ放課後子ども指導者等研修会
放課後の子どもの居場所づくりに携わる指導者等を対象とした研修会及
び出前講座プログラム参観を開催。（飯豊町、1回30人）
（3）・第1期 6/21(金)38名 地域学校協働活動の事例発表とグループワー
ク
・第２期
【村山】9/4(金)29名 地域学校協働活動の事例発表とグループワーク
【最上】10/ 3(木)32名 地域学校協働活動の事例発表とグループワーク
【置賜】10/9(火)21名 地域学校協働活動の事例発表とグループワーク
【庄内】8/ 30(水)18名 地域学校協働活動の事例発表とグループワーク

子ども成育支援
課

第6次山形県教育
振興計画

子ども家庭福
祉課

（1）ひとり親家庭生活向上
事業
（２）こどもの居場所づくり
推進事業

(1)こどもの貧困（食事 、学び等）を解消し、貧困の連鎖を断ち切るため、
ひとり親家庭のこどもに対し、基本的な生活習慣の習得支援や生活指
導、学習支援、食事の提供などの支援を実施し、生活の向上を図りま
す。
(2)家庭や学校以外の「第三の居場所」として、こども食堂等こどもの居
場所づくりの取組みを推進します。

（１）10市町村が実施した学習支援に対し、補助金を交付した。
（2）-1子ども食堂等子どもの居場所づくりに取組む39団体による居場所
の運営、食の支援及び相談活動に対し、補助金を交付した。
（2）-2「子どもの居場所づくりサポートセンター」を運営し、こどもの居場所
づくりに取り組む団体等に対し、相談支援、食材のコーディネート等の総
合的なサポートを実施した。また、地域ネットワーク形成、実践団体育成
のため、会議及び研修会を開催した。

・第二次山形県子
どもの貧困対策
推進計画
・第四次山形県ひ
とり親家庭自立促
進計画

(1)ひとり親家庭の子どもに
対する学習支援等が実施
されている市町村数　全市
町村（R7）
(2)子ども食堂等子どもの居
場所づくり実施箇所数　60
箇所（R7）

(1)全市町村
(2)80箇所

(1)10市町村
(2)94箇所

地域福祉推進
課

（1）子どもの学習・生活支
援事業

生活保護受給世帯の子どもを含む生活困窮世帯の子どもに対する学習
等支援を実施します。

町村部を担う県の4総合支庁のほか9市（山形市、米沢市、鶴岡市、新庄
市、上山市、長井市、天童市、尾花沢市、南陽市）において、集合型若しく
は訪問型による学習等支援事業を実施。

生涯教育・学
習振興課

（1）放課後子ども総合プラ
ンの推進【再掲】

地域の大人の参画を得ながら、学校ではできない自然体験やスポーツ
教室、科学教室、職場体験等を行い、休日や放課後の子どもの居場所
づくりを充実させます。

地域住民の参画を得ながら、学校・家庭と連携して「放課後子ども教室」
を県内32市町村116教室で実施した。

子ども成育支援
課

第6次山形県教育
振興計画

家庭における読書活動へ
の支援

生涯教育・学
習振興課

（1）多様な子どもの読書
活動推進事業

読み聞かせや読書の大切さについて理解を促すために、図書館等にお
ける講座や研修会活動の充実を図ります。

・子どもの読書活動推進研修会を4地区で計5回開催し、読み聞かせサー
クル関係者、保育士、教員、図書館職員等、幅広い参加を得ることができ
た。実務講座、情報交換・交流等の研修機会を提供することができた。
・子どもの読書活動推進講座を県内4地区で計5回開催した。地域の教育
的資源を活用した体験活動と地域サークルや学生ボランティアによる読
み聞かせ、ものづくり体験や自然体験とのコラボレーション等、様々な効
果を組み合わせて本の楽しさを親子に提供するとともにアクセシブルな書
籍を紹介する等多様な読書活動の啓発につなげることができた。

第6次山形県教育
振興計画

施設やボランティア団体と
の連携強化

生涯教育・学
習振興課

（1）多様な子どもの読書
活動推進事業【再掲】

公立図書館や読み聞かせボランティアとの連携を密にして、子どもの読
書に対する関心・意欲を高めるような環境の充実に努めます。

子どもの読書活動推進研修会を4地区で計5回開催し、読み聞かせサーク
ル関係者、保育士、教員、図書館職員等、幅広い参加を得ることができ
た。実務講座、情報交換・交流等の研修機会を提供することができた。

第6次山形県教育
振興計画

学校・家庭・地域が連携し
た「読育」の推進

生涯教育・学
習振興課

（1）多様な子どもの読書
活動推進事業【再掲】

公立図書館や読み聞かせボランティアとの連携を密にして、子どもの読
書に対する関心・意欲を高めるような環境の充実に努めます。

子どもの読書活動推進講座を県内4地区で計5回開催した。地域の教育
的資源を活用した体験活動と地域サークルや学生ボランティアによる読
み聞かせ、ものづくり体験や自然体験とのコラボレーション等、様々な効
果を組み合わせて本の楽しさを親子に提供するとともにアクセシブルな書
籍を紹介する等多様な読書活動の啓発につなげることができた。

第6次山形県教育
振興計画

読書が好きな児童生徒の
割合（全国学力学習状況調
査）

R6　小6：81％　中3：
71％
（R6　小6：81％　中
3：71％）

小6：89.8%
中3：81.8%
※県独自調査
（R6全国学調項
目削除により）

地域における学習機会の
提供

（３）安全な居
場所づくりと体
験活動

（３）安全な居
場所づくりと体
験活動

指導者の育成

子供たちの居場所と体験
活動の場の確保

（２）地域学校
協働活動によ
る子供の育成
と地域の創生
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

義務教育課 （1）「読育」の推進
家庭や地域との連携のもと、「いのちの教育」における「読育」を一層推
進するため、学校図書館を活用した授業や読書活動の充実を図りま
す。

関係する課と連携し、「第4次山形県子ども読書活動推進計画」の周知を
広く図った。

生涯教育・学習振
興課

特別支援教育
課

（1）「読育」の推進
家庭や地域と連携し、学校図書館を活用した授業や読書活動の充実を
めざします。

障がいのある子どもが豊かな読書活動を経験することができるように、障
がいの状態や特性に応じた選書や環境の工夫を行った。学校の実態に
応じ、サピエ図書館や電子書籍の活用、移動図書館の利用など、特別支
援学校における読書活動の推進を図った。

生涯教育・学習振
興課、義務教育
課、高校教育課

ＰＴＡリーダー研修会の開
催

生涯教育・学
習振興課

（1）社会教育研修事業
（優良ＰＴＡ表彰及び関連
事業）

家庭・地域・学校が協働して子どもの成長を支える重要性について理解
を深めるため、講演会を開催する。

「やまがた教育の日」関連事業
11月9日(土)県庁講堂において開催
参加者：62名

第6次山形県教育
振興計画

優秀な成果を上げているＰ
ＴＡの表彰

生涯教育・学
習振興課

（1）社会教育研修事業
　（優良ＰＴＡ表彰及び関
連事業）

各地区のモデルとなるように組織の運営状況、会員の総意の反映状
況、保護者と教師との協力状況等において優れた団体を表彰します。

優良PTA県教育委員会表彰(13団体)
1　山形市立滝山小学校父母と教師の会
2　山形市立第六中学校ＰＴＡ
3　大江町立左沢小学校父母と教師の会
4　鮭川村立鮭川小学校ＰＴＡ
5　南陽市立中川小学校ＰＴＡ
6　南陽市立赤湯中学校ＰＴＡ
7　飯豊町立手ノ子小学校ＰＴＡ
8　鶴岡市立朝日中学校ＰＴＡ
9　酒田市立亀ケ崎小学校保護者と教師の会
10　酒田市立鳥海小学校ＰＴＡ
11　山形県立山形東高等学校ＰＴＡ
12　山形県立村山産業高等学校ＰＴＡ
13　東北文教大学山形城北高等学校ＰＴＡ

第6次山形県教育
振興計画

事例集の発行による情報
提供

生涯教育・学
習振興課

（1）社会教育研修事業
　（優良ＰＴＡ表彰及び関
連事業）

優れた活動を行っているＰＴＡ団体の活動を冊子にして各学校に配布・
周知することにより、他のＰＴＡの活動の活性化を図ります。

冊子「令和6年度優良PTA県教育委員会表彰受賞団体実践事例集」発行
（令和7年1月）

第6次山形県教育
振興計画

障がい者の生涯学習活動
に係る表彰制度への推薦

生涯教育・学
習振興課

（1）文部科学大臣表彰団
体の推薦

優れた活動を行っている福祉団体等についての情報収集を行います。 山形市「山形心体表現の会 La・シヴァ」が文部科学大臣表彰を受賞。
障がい福祉課
特別支援教育課
スポーツ保健課

第6次山形県教育
振興計画

障がい福祉課
（1）障がいのある人もない
人も共生する社会づくり事
業

障がい者が自らの可能性を追求し、地域の一員として豊かな人生を送
ることができるよう、スポーツ活動や文化芸術活動等、多様な生涯学習
の場を提供します。

・障がい者スポーツ指導員による出前教室を特別支援学校等で実施し
た。
・障がい者の文化芸術活動の推進拠点である「やまがたアートサポートセ
ンター」の活動支援を通して、障がいのある方から公募した作品の巡回展
示等を開催し、発表の場を提供した。

特別支援教育
課

（１）芸術・文化活動を通し
た地域交流

共生社会の形成に向け、芸術・文化活動を通した交流を促進し、体験活
動を通した自然な交流により、経験の拡大を図るとともに、積極的な社
会参加への意欲を醸成します。

地域交流事業として、山形盲学校、楯岡特別支援学校、米沢養護学校で
実施した。山形盲学校では、東北芸術工科大学とギャラリーらららでの造
形遊び交流、四方山会との花笠踊り交流を行った。楯岡特別支援学校で
は、うまのすけカフェを招いた乗馬体験を通した小学校・保育所との交
流、ワイヴァンズのチアリーダーとのダンス交流を行った。米沢養護学校
では、フルート奏者との音楽会での交流、米沢ひょうたん愛好会とのひょ
うたんランプ製作交流を行った。それぞれの学校において経験の幅を広
げるとともに、地域の方々と触れ合い交流した。

学校等における障がい者
に対する理解の推進

障がい福祉課
（1）障がいのある人もない
人も共生する社会づくり事
業

障がいを理由とする差別の解消について、地域や民間事業所等での差
別解消の推進役となる「心のバリアフリー推進員」の研修や、一般及び
児童を対象とした差別解消パンフレットの作成・配布等を通して、障がい
や障がい者に対する県民の理解を一層広げます。

・「心のバリアフリー推進員養成研修」について全体研修会を1回、出前講
座を4回実施し、「心のバリアフリー推進員ステップアップ研修」について全
体研修会を1回、出前講座を2回実施した。
・一般及び児童を対象とした差別解消パンフレットやポスター等を作成し、
県内市町村・関連団体・教育機関等に広く配布した。

大学コンソーシアムやまが
たにおける公開講座の開
催

高等教育政
策・学事文書
課

（1）大学コンソーシアムや
まがた支援事業

県内の大学等で構成する大学コンソーシアムやまがたが実施する公開
講座、教育・研究内容の情報発信等の取組みを支援します。

大学コンソーシアムやまがたが実施する公開講座の開催や情報発信等
の取組みに参画した。
　①大学コンソーシアムやまがたHP（ゆうキャンパスNAVI）における各大
学等の公開講座・イベントの周知
　②大学コンソーシアムやまがたHPにおける各大学等の教育研究内容の
紹介
　③オンラインも活用した、大学等の教育研究内容をテーマとした夜話の
開講

山形県立米沢栄養大学及
び山形県立保健医療大学
における地域貢献

高等教育政
策・学事文書
課

（1）地域連携・研究推進セ
ンター事業

山形県立米沢栄養大学において、その教育・研究成果を学びや暮らし
の中で役立てる機会を提供し、県民の健康づくりに貢献します。

（1）健康づくりなどをテーマとした公開講座等を3回開催。
・公開講座「調理の際の食中毒および感染症予防について」
R6.7.7 （計2回開催）、参加人数　29人
・公開講座「考えよう！健康と福祉」（山形県立保健医療大学との共催）
 R6.10.5 参加人数　48人
・リカレント講座「傷病者に対する栄養状態の評価方法～GLIM基準の活
用を中心に～」
 Ｒ6.11.1～11.30　オンライン講座（YouTubeにて限定公開）、参加人数　33
人
（2）教員を行政機関・地域住民が主催する講演会及び学校（小中高）の
講演会等に派遣し、健康づくりに関する講演を行った。
　実績：45回

健康福祉企画課
（保健医療大学）

山形県公立大学
法人中期計画

障がい者の生涯学習の場
の提供

（４）読書活動
の推進

学校・家庭・地域が連携し
た「読育」の推進

（５）ＰＴＡ活動
の充実
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

山形県立米沢栄養大学及
び山形県立保健医療大学
における地域貢献

健康福祉企画
課

（1）地域貢献事業
山形県立保健医療大学において、その教育・研究の成果を広く学ぶ機
会を提供し県民の健康づくりに貢献します。

（1）「考えよう！健康と福祉」をテーマとした公開講座を実施。
　・第一回：6/8、山形市、参加者40名
　・第二回：8/31、山形市、参加者40名
　・第三回：10/5、米沢市、参加者48名、米沢栄養大学と共催
　・第四回：12/7、山形市、参加者28名
　　※いずれもZoomと対面のハイブリッドで開催

（2）県内の医療従事者（看護師、理学療法士、作業療法士等）を対象に、
医療従事者講習会を開催。
　・看護学科：2/15、山形市、参加者31名
　・理学療法学科：2/19、Zoomにより開催、参加者7名
　・作業療法学科：2/18、Zoomにより開催、参加者24名

学事文書課（米沢
栄養大学）

山形県立米沢女子短期大
学における地域貢献

高等教育政
策・学事文書
課

（1）生活文化研究所事業
山形県立米沢女子短期大学において、その教育・研究成果について広
く学ぶ機会を提供します。

（１）江戸時代のことばで読む平安朝古典文学をテーマとした公開講座
（R6.7.25～8.1 計3回 延参加人数は56名）を開催した。
また、総合教養講座の一般公開を実施した。
実績：15回　延参加人数：1,384人
（２）教員を地域住民が主催する講演会及び学校（中高）の講演会に派遣
し、メンタルヘルスや英語コミュニケーション、メディア文化等について講
演を行った。
実績：12回

山形県公立大学
法人中期計画

県内大学と連携した養成
講座の実施

消費生活・地
域安全課

（1）若年者による若年者のた
めの消費者教育事業

若年者に知ってほしい消費者被害防止のための動画を大学生及び高
校生自らが企画し、また出演・作製及びYouTube等で発信する。

高校生・大学生による動画制作の企画運営会議を計8回実施した。
・山形大学で「脱毛エステ」、文教大学で「出会い系サイト・アプリ」、城北
高校で「クラスＴシャツ」のトラブルをテーマに動画を制作し、動画を県公式
YouTube「やまがたChannel」で配信、併せて県ホームページに掲載した。

地域探訪講座の開催 庄内総合支庁

【庄内総務課】
（1）若者地元魅力発見促
進事業（地域の魅力発見
講座）

庄内地域の生涯学習の拠点である生涯学習施設「里仁館」と連携し、小
中学生と保護者を対象に、地域の自然・文化などの地域資源に触れ、
地域の魅力の再発見に繋がる講座を開催し、地域に対する愛着と誇り・
郷土愛を醸成します。

生涯学習施設「里仁館」への委託により、次のとおり講座を開催（計3回実
施。参加者計71名）。
①7月20日に酒田港等（酒田市）で実施。29名が参加し、「鳥海丸」乗船な
どを行った。
②8月31日に海浜自然の家等（遊佐町）で実施。24名が参加し、カヌー
ツーリングなどを行った。
③10月5日に熊野神社等（鶴岡市）で実施。18名が参加し、巨木巡りなど
を行った。

地域づくり人材育成研修
会の開催

移住定住・地
域活力創生課

（1）活力ある地域づくり推
進事業

人口減少社会に対応するため、住民自らが暮らしを支える様々な活動
を行う地域運営組織の形成を促進します。

○地域住民同士が話し合う場を創出していくため、市町村職員等を対象
とした研修会を開催。
【開催日】
9月12日ファシリテーション研修（6自治体・県職員　15名）、
1月28日事例紹介研修(6自治体・県・中間支援団体（2団体）等30名）
2月10日グラフィックファシリテーション研修（５自治体・県　13名）
※R5までは市町村及び地域団体等を対象としたが、R6は行政職員中心
の研修にシフトしている。

各総合支庁連携
支援室

第4次山形県総合
発展計画実施計
画

住民主体の地域づくり活動
のための研修会への参加
地区数

R5　17地区
（R6　21地区）

19団体（市町村・
中間支援団体）

５ 　山形県生涯学
習センターによる支
援

県と連携して市町村等の社会教育関係職員の研修を行い、関係職員の
資質向上を図るとともに、地域における生涯学習活動支援者や高齢者
の生きがいづくり支援者等のより効果的なスキルアップを図るため、広
域的な研修を実施します。

（1）生涯学習関係職員研
修事業
（2）高齢者生きがいづく
り・生活支援活動人材育
成事業

（1）市町村生涯学習・社会教育関係職員の研修会の開催
パワーアップセミナー：5/16（木）/遊学館/参加52名　5/17（金）庄内総合
支庁／参加30名
①（講義）「生涯学習・社会教育とは」　②（講話）「県生涯学習・社会教育
行政施策概要」（事例提供）令和5年度「郷土の魅力発見・体験プロ　グラ
ム普及事業」について　③（講義・演習）「社会教育のマネジメントはこうあ
りたい～LRDCマネジメントサイクルと「熟議」の活用～」
（2）スキルアップセミナー（テーマ：防災・減災）社会教育関係職員・他地域
福祉・防災担当職員も対象。
　【村山】9/20（金）東根市西部防災センター／11名参加　  【庄内】9/13
（金）庄内町余目第4まちづくりセンター／11名参加
（3）高齢者の生きがいづくりや生活支援活動に参加する担い手を育成す
る研修
①入門講座
　【村山会場】8/31（土）／遊学館／参加者51名（オンライン23名）
　【庄内会場】9/1（日）／子育て交流施設テオトル（三川町）／参加者（会
場）37名
②生活支援コーディネータースキルアップ研修　初任者研修　6/12（水）
／遊学館／参加者20名
③生活支援コーディネータースキルアップ研修　専門研修　7月～12月
全6回／オンライン及び遊学館／受講者　3市町村(9名）ほか聴講21名
　（目標達成のためのプロセス・協議体形成運営・「ごちゃまぜ」での地域
づくり・マッチング・生活支援活動ボランティア育成・移動支援）
　ほか、成果報告会を2/19（水）に開催予定。
④フォローアップ研修会　11/21（木）／遊学館／参加者8名
⑤アドバイザー派遣による伴走型支援
　【新規】鶴岡市（3回派遣）　戸沢村（3回派遣）
　【フォローアップ】長井市（1回派遣）　尾花沢市（1回派遣）

生涯教育・学習振
興課
高齢者支援課

山形県生涯学
習センター

人材育成

４ 　大学等高等教
育機関・ＮＰＯ等と
の連携協力
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

学習情報の提供・相談
山形県生涯学
習センター

（1）学習情報収集・提供事
業

県や市町村等が実施する学習情報を幅広く収集し、生涯学習文化財団
ホームページ等を活用して県民に情報を提供します。また、県民から寄
せられる学習相談に丁寧に対応します。

（1）学習情報の提供、情報システムの充実強化を図る。
・財団ホームページ、生涯学習データベースである「やまがたマナビィnet
（山形県生涯学習情報提供システム）」を活用し、新鮮で確実な生涯学習
や文化に関する各種情報をインターネットを通じて提供する等、サービス
の向上を図った。また、県民等から寄せられた学習相談に対応した（12月
末25件）
・県各教育事務所主催の市町村社会教育主管課長会議等に出席し、県・
市町村・関係機関団体との連携を一層強化し、幅広い情報ネットワークの
構築に努めた。
（2）生涯学習への理解を深めるための広報紙の発行
　生涯学習センター広報紙「生涯学習やまがた」を3回発行した（7月・11
月・3月）。

生涯教育・学習振
興課

県民主体の学習機会の提
供

山形県生涯学
習センター

（1）生涯学習普及促進事
業
（２）助成事業
（３）団体との連携事業

地域や市町村が行う事業や県民の自主的な学習活動に対する支援を
行うとともに、協働事業にも取り組みます。

（1）生涯学習への理解を深めるための広報紙の発行
　　生涯学習センター広報紙「生涯学習やまがた」を3回発行した。（7月・
11月・3月)
（2）助成事業
①やまがた地域創生事業　21事業採択
②生涯学習活動支援事業
　・生涯学習振興に関する県大会・ブロック大会への助成　（県大会１/ブ
ロック大会3事業）
　・青少年地域学習活動支援事業　8事業採択を行った。
　・特色ある生涯学習活動への支援　1事業採択を行った。

「山形学」の推進
山形県生涯学
習センター

（1）「山形学」推進事業

センター開設当時から先導的な講座として取り組んできた「山形学」は、
生涯学習の一環である以上に、地域学として大きな意義を有しているこ
とから、山形県という地域を学び、知り、さらに学んだ成果を深堀し地域
課題に着目して、その解決に向けて実践する人材の育成に取り組んで
いきます。

「山形学」の推進
 今年度から3年間にわたり、本県の基盤産業である「山形の農業」に光を
当て、山形農業の楽しさやおもしろさを再発見していく。初年度となる今年
度は、農業への興味・関心が高まり活動人口が増加するような意識を醸
成するため、山形の食を通して「おいしい山形」の様々なルーツを探るとと
もに、食文化を学び、山形の食の素晴らしさを未来へつながる学びの場と
して広く県民に提供した。
①「山形学」講座　10月～11月に3回で実施（3回中1回は現地学習）／受
講生50名
【第1回】10/19(土）／遊学館／【第2回】11/2(土）／東根市（現地学習）【第
3回】11/30（土）／遊学館
②山形県地域づくり実践交流集会　12/8(日）／遊学館／36名
　民俗芸能に学ぶ地域づくり～人のつながりのつくり方～をテーマに開催
した。

農政企画課

生涯学習に関する調査
山形県生涯学
習センター

（1）情報収集

県民ニーズに応じた生涯学習の支援策を検討するため、県と連携して
地域の生涯学習活動の実態やニーズを把握するための実態調査等に
取り組むほか、県や市町村との情報交換や意見交換を積極的に行いま
す。

生涯学習活動についての情報交換、意見交換
　例年、各教育事務所が主催する会議等に出向き参加し情報交換を行っ
た。
・学識者や県民各層の委員をメンバーとする「山形県生涯学習事業企画
委員会」を3月初旬に開催。

生涯教育・学習振
興課

青少年ボランティアの育
成・支援

青年の家

【青年の家】
（1）青年の家コーディネー
トボランティアサークル
「nicoこえ」運営
（２）出前講座
（３）ボランティア指導者研
修会
（４）青少年ボランティアセ
ミナー
（5）地域青少年ボランティ
ア活動推進事業
➀山形県地域青少年ボラ
ンティア推進会議
②HPの管理・運営
③YYボランティアサークル
支援
④夏の体験ボランティア
キャンペーン
⑤高校３年生のボランティ
ア活動実態調査

（1）サークル会員の主体性を重視した多様な活動や交流機会を支援す
る。本所のネットワークをサークル活動に活用し、YYボランティアサーク
ルのロールモデルとする。
（2）学校やボランティアサークル等へのアイスブレイキングを実施し、良
好な集団づくりを支援する。ボランティア講座を実施し、ボランティアの重
要性・意義を啓発し、活動を活性化する。
（3）指導者としての資質及び専門的な知識・技術を高める。ボランティア
活動支援に係る情報を共有し、連絡協力の促進を図る。
（4）ボランティア活動のネットワークを作り、活動の意欲・知識・技術を高
める。
（5）
①県内各地区の実践、活動、事業に関する情報を交換し、県内の地域
青少年ボランティア活動の推進に向けた諸施策等について協議する。
②中学生・高校生・大学生にＹＹボランティアサークル等の情報を提供す
る。一般県民のYYボランティア認知度向上を図る。
③YYボランティアサークルの活動の後方支援や周知キャンペーンを行
い、県全体の活動の活発化を促進する。また、出前講座を通してボラン
ティアの推進を図る。青少年地域活動団体名簿を作成し、ボランティア
活動を必要としている団体などへの情報提供や青少年地域活動団体間
の連携を推進する。出前講座を開催し、スキルの向上を図る。
④体験ボランティア企画を中高生に紹介し、ボランティア活動を始める
きっかけづくりをする。
⑤高校３年生に高校在学中のボランティア活動の実態を調査し、地域青
少年ボランティア活動推進における資料とする。

（１）サークル会員数は約50名。ゴミ拾いなどの地域貢献活動、地元商店街や企業
とのコラボ商品の企画・販売、地域食堂の手伝い、モンテディオ山形ホームゲーム
時のSDGｓブースの手伝いなど、幅広く活動。他団体との連携も広がっている。令
和6年度、レモネードスタンドについては、県内学校・各種団体等との協働により、
約200万円の支援金が集まり、がんの研究費、付き添い家族への食糧支援、プレ
イルームの環境整備費として山形大学医学部小児科に寄贈した。
（２）12月末の時点で、中学校・高校を中心に33団体で実施。受講総数2,051名。内
容は、集団づくり、ボランティア講座、レモネードスタンド講座。
（３）5月24日（金）実施。参加者25名。午前中は県社会福祉協議会より「災害ボラ
ンティア」について講義をいただいた。午後は青少年ボランティアサークルを運営
するにあたり留意すべき「リスクマネジメント」について、弁護士に講義をいただき
ながら、指導者同士の意見交換を行った。
（４）10月20日（日）実施。参加者34名。命を繋ぐボランティア「献血」に特化し、午
前中は赤十字血液センターより県内の献血の状況等について講義をいただいた
後、午後は参加者に献血についての広報グッズを作成してもらった。
（５）
①第1回会議5月8日（水）リモート開催。委員と事務局員19名参加。今年度の青少
年ボランティアの事業計画等について話し合った。第2回会議は2月21日（金）にリ
モート開催。今年度の総括を行った。
②特に青少年に、県内ボランティアサークルが活躍する場面の周知を目的に運営
した。3月末の段階で、ＨＰ更新回数116回。ＨＰへの誘導及び情報提供を目的とし
たX投稿も137回に行い、フォロワー数は802である。
③青少年地域活動団体調査を実施。昨年度と比べ、YYボランティアサークルが2
団体増え、計48団体となった。また、県内YYボランティアサークルの活性化を目的
に、県内全中学校、高校にYボラ周知ポスターを配布、掲示の依頼をした。
④県4地区の夏のボランティア企画をまとめ、リーフレットを県内中高生全員に配
布した。ボランティア企画数179、総参加数1,780名。昨年度よりもボランティア参加
者が増加した。
⑤県内高校3年全生徒対象にアンケートを実施した。県内高校ボランティア経験率
74.7％（公立は78.8％）。

青少年による地域活動の
支援

青年の家

（1）未来を守る青少年防
災フォーラム
（2）地域をつくるリーダー
セミナー
（3）持続可能な社会づくり
体験１
　　　「SDGs×スポGOMI」
（4）持続可能な社会づくり
体験２
　　　「SDGs×地域文化」
（5）次世代の地域づくり中
核人材育成事業

（1）地域社会の防災・減災に主体的に行動できるように意識、知識・技
術を高める。
（2）高校生が地域づくり活動に目を向け、地域の良さを再認識し、地域
の魅力を発信していけるような次世代のリーダーに期待される資質能力
を育成するとともに、県内各高校生同士の相互交流及びネットワーク形
成を図る。
（3）（4）
SDGsに係る体験活動を通し、SDGｓを理解し、SDGsに貢献できる協働
力を身に付ける。
（5）「地域をつくるリーダーセミナー」と兼ねる。

（１）9月15日（日）実施。参加者70名。防災に関するワークショップを
行った。また、防災関連事業として、映画『有り、触れた、未来』の上映会
及びトークショーを10月6日（日）に実施。鑑賞者132名。
（２）12月8日（日）庄内会場。参加者28名。12月15日（日）内陸会場。参
加者47名。庄内会場、内陸会場、それぞれ青年リーダーを講師として講演会
を行った。両日とも尚絅学院大学教授を講師に迎え、庄内会場では山王商店
街、内陸会場では天童グリーンモール商店街でのフィールドワークを行った
あと、「地域づくり」についてワークショップを行った。最後にグループご
とに作成したアイデアを提案した。
（３）6月16日（日）実施。参加者35名。「美しい山形・最上川フォーラ
ム」による講話のあと、グループごとに舞鶴山近隣でスポGOMI大会を実施し
た。
（４）1月26日（日）実施。参加者25名。モンテディオ山形クラブコミュニ
ケーター、同トップチーム営業本部の講師による講演のあと、雪華の講師に
よる講演・体験活動を実施した。
（５）上記（２）と兼ねる。
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

青少年に関わる現代的な
課題への対応

青年の家

（1）若者自立支援体験活動1
　　「スポーツでわいわい」
（2）若者自立支援体験活動2
　　「アートでわいわい」
（3）家庭教育支援事業1
　　「スポーツ de SDGs」
（4）家庭教育支援事業2
　　「青年の家 de 寺子屋」
（5）家庭教育支援事業3
　　「アート de SDGs」

（1）（2）
楽しみながら他の施設の人と交流する。心身のリフレッシュを図る。社会
参加に踏み出すことへの一助にする。

（3）
スポーツを通して親子で共に学び、体験を通し育ち合う。

（４）
夏休み中の学習サポートを通して学習習慣を醸成し、家庭教育支援を
行う。

（５）
芸術活動を通して、親子で共に学び、体験を通して育ち合う。

（１）6月5日（水）実施。参加者19名。県フライングディスク協会より講師を
招き、ひきこもりがちな青少年を対象とし、新聞紙フライングディスク体験
を行った。
（2）10月16日（水）実施。参加者22名。天童アートロードプロジェクトより講
師2名を招き、ひきこもりがちな青少年を対象とし、アート活動（重ねる版
画）に取り組んだ。
（３）7月7日（日）実施。参加者18名（親子6家庭）。午前は山形
I.B.Brothersを講師として車いすバスケットボールの体験会を行った。午後
は、親子でスラックライン体験を行い、親子の絆を深めた。
（４）8月8日（木）、9日（金）実施。参加者42名。学生ボランティアによる小
学生への宿題サポート、レクリエーションを行った。
（５）11月17日（日）実施。参加者20名（親子7家庭）。東北芸術工科大学よ
り講師を招き、アート活動（キラキラ輝くミラーツリーづくり）を行い、親子の
絆を深めた。

朝日少年自然
の家

（1）企画事業・県主催事業
（2）自主事業
（3）受入事業
（4）その他

指定管理者制度を導入して9年目（第3期の3年度）にあたり、更なる運営
改善に向けて取り組みます。社会教育施設としての運営基本を、指定管
理者と再確認し、共同企画を意識して事業運営を行います。今後も対話
重視を心がけ、官民の融合を通して施設・事業全体のレベルアップにつ
なげ、利用者満足度の向上を第一に運営します。

（１）企画事業及び県主催事業の計画立案にあたって、官民協働で早期
から事前踏査や試体験を実施し、ねらいの実現に向けた準備や分担、運
営を実施することができた。
（２）一年を通して講座を運営することができた。来所者に対する広報活動
やチラシの配布、声がけしながら誘うように努めた結果、講座への希望者
数は少しずつ増えてきている。
（３）利用団体指導者とともにねらいの実現に向けた支援の在り方を助言
しながら活動を見守り、利用団体指導者や子どもたちに関わることで、子
ども達の主体性や協働性等の高まりにつながった。

金峰少年自然
の家

（1）企画事業
（2）主催事業
（3）受入事業
（4）その他

県と指定管理者との連携をはかりながら、利用者の満足度の向上や利
用拡大に向け、各種事業を展開していきます。

（1）年度始めの業務分担に従い、指定管理者が主担当となって実施して
いるが、時期によっては指定管理の研修担当者の負担が大きくなることも
あり、県と指定管理者とで組織している研修係会で協力しながら実施に向
かった。
（2）主催事業においては、計画の通りに県が企画・運営し、指定管理者の
協力を得ながら事業を実施することができた。
（3）受入事業においては、県が主体となって対応しているが、業務負担の
均衡を図りながら指定管理者の協力を仰ぎ、計画通りに実施することが
できた。
（4）県と指定管理者の研修担当で「利用者アンケート」の結果を綿密に分
析し、必要となる変更や調整をその都度図ることで、利用者の満足度向
上に向けた環境・体制を整えることができた。

飯豊少年自然
の家

（1）企画事業
家族のふれあい事業・自
然体験事業
（2）県主催事業
夏キャンプ
（3）受入事業

指定管理制度8年目（3期目2年度）となります。県と指定管理者が双方
の特色やよさを活かし、利用者の満足度の向上や利用者数の増加を目
的として、両者のスキルと協力のもとで事業を運営します。特に飯豊町
の人的資源、環境資源、施設資源を活用し、魅力ある事業の展開を図り
ます。対話重視を心がけ、官民の融合を通して施設・事業全体のレベル
の向上につなげます。

（1）多くの事業で募集定員を上回る応募があり、どの事業も参加者の高
い満足度を得ることができた。県職員と指定管理職員とで連携をとって計
画・運営を進めることで、より効果的に事業を展開することができている。
（2）（1）同様、研修担当者会を実施し、共通理解のもと県職員の計画に
沿って指定管理者から支援を受けた。天候に恵まれ、暑さが厳しい中で
の実施であったが、ケガや事故なく、円滑に運営し、参加者の満足度が高
いキャンプ事業となった。
（3）県職員、指定管理職員が連携、協力して受入事業にあたることができ
た。受入団体のニーズに合わせ、季節に応じたプログラムの相談、準備、
支援を行っている。

各企画事業及び主催事業
における申込者数が定員
数を上回った割合

R6　80％
（R7　100％）

75%

神室少年自然
の家

（1）企画事業
（2）県主催事業
（3）受入事業

（1）指定管理者が企画・運営を行い、県がサポートする体制で日帰り事
業、1泊2日の企画事業を行う。「子育ち支援事業」9事業、「親子ふれあ
い事業」5事業、「生涯学習事業」2事業、「一般開放事業」3事業、「指導
者等養成事業」4事業を実施する。
（2）県が企画・運営を行い、指定管理者がサポートする体制で、2泊以上
の県主催事業を行う。「アドベンチャーキャンプ2024」を5泊6日の日程で
実施する。
（3）指定管理者の利用許可のもとで、県が各団体との調整を図る。ま
た、送迎バスの運行、施設整備、教材備品の管理と補充等においても、
県と指定管理者が連携を密にし、利用団体のねらいの達成のために適
切な活動支援を行えるようにする。また、年度途中での追加申し込みも
積極的に受け入れていく。

（1）企画事業
計画通りに実施24、日程変更又は短縮2、中止2
（2）県主催事業「アドベンチャーキャンプ」・・・5泊6日の計画を3泊4日に短
縮、プログラムも大幅に変更して実施（7/25豪雨災害を受けて）
（3）受け入れ事業・・・指定管理者の利用許可のもとで、県が各利用団体
との連絡調整を行い、研修支援を行った。その際の送迎バスの運行、施
設整備、教材備品の管理と補充については、県と指定管理が連携して
行った。

魅力ある活動プログラム
の開発

朝日少年自然
の家

（1）チャレンジキャンプ・
チャレンジフェスタ
（2）朝日わくわく広場
（3）プラネタリウム一般公
開等
（4）出前事業

利用者満足度の向上や利用者数の増加を目的に、本施設の特長や地
域資源を活かしたプログラムの開発・改善に努め、魅力ある事業を提供
します。

（1）チャレンジキャンプは酷暑対応として比較的木陰の中を歩くことができ
る六十里越街道踏破（湯殿山から志津）を実施した。登山とは趣が違うも
のではあったが、参加した子どもたちからは登山同様の達成感満足感が
あったとの声があった。最上川いかだ下りは、大雨の影響でゴール地点
が使えず途中までの行程だったが、無事に終えることができた。朝少フェ
スタは、これまでの内容を一新して、本所の活動プログラムを満喫できる
ような形にした。また、大江町教育委員会との連携協働として国指定史跡
「左沢楯山城跡」を活用したプログラムを実施することができた。多くの参
加者を募ることができ、本書の魅力を広めることができた。
（2）ほとんどの事業について満足度が高かった。ただし、定員に満たない
事業もいくつかあり、活動内容、周知方法、参加費等についてより吟味す
る必要があった。
（3）プラネタリウム一般公開では星空観望会に加え、バックヤード体験や
楽器の生演奏（篠笛）や手作り望遠鏡製作を実施した。天候不順のため
星空観望会をペーパークラフトに変更したりしたが、生演奏も含めて、参
加者から好評を得ることができた。
（4）左沢高校への構成的エンカウンター、子育て支援センターぐんぐんへ
のミニ門松づくりの出前講座を行い、どちらともねらいに応じた体験活動
を提供することができた。

利用者数・利用校
（1）チャレンジキャンプ・フェ
スタ参加者数
（2）朝日わくわく広場参加
者数
（3）プラネタ一般公開参加
者数

(1〉48人（昨年度実
績）以上
(2)362人（昨年度実
績）以上
(3)300人（昨年度実
績）以上

（１）156人
（２）274人
（３）256人
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②山形県
少年自然
の家

②山形県
少年自然
の家

①山形県
青年の家

県と指定管理者が協力・
連携した施設運営
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

金峰少年自然
の家

（1）親子のふれあい事業
（春フェスタ、秋フェスタ、
冬フェスタ、クラフトフェス
タ、ファミリーキャンプ）
（2）自然体験事業
（わんぱく自然塾、ジオ
キャンプ、カヌー体験
デー、カヌーツーリング
デー、エンジョイフィッシン
グ、エンジョイ金峯山登
山、エンジョイ鳥海山麓ト
レッキング、鳥海山ロング
トラバース、わくわくスター
ウォッチング）

利用者の満足度の向上や利用者数の増加を目的に、幅広い年代を対
象に、自然の家や周辺のフィールドの特長を活かした活動プログラムを
開発し提供します。

（1）全ての事業を予定通り実施した。春フェスタでは、募集人数の2倍を超
える申し込みがあり、天候にも恵まれて、クラフト活動や春の里山散策、
焚火を使ってのおやつなどを親子で楽しんでもらうことができた。ファミ
リーキャンプでは、内容の見直しを図り、こちらも2倍を超える応募があっ
た。満足度も高く、家族で初めてのキャンプを満喫してもらうことができ
た。
（2）わんぱく自然塾においては、金峯山や月山、庄内浜を舞台に、その季
節の魅力を感じることができるような活動を実施した。海浜自然の家で
は、新規事業として海辺での投げ釣り体験や成人向けの鳥海山縦走登
山を実施した。両事業とも募集人数を超える申し込みがあり、参加者の満
足度も高かった。

参加者数
（１）5事業合計360
（２）9事業合計802

（１）5事業合計360
（２）9事業合計802

（１）255
（応募者数411）
（２）575
（応募者数730）

飯豊少年自然
の家

（1）家族のふれあい事業
　（自然大好き！いいでク
ラブ、春のオープンデー、
自然楽校でお祭りだ！、
ファミリーキャンプ等）
（2）自然体験事業
　（いいでワイルド＆アドベ
ンチャー、3・4年生のため
のいいでプレキャンプ）

（1）（2）季節に応じた体験活動を通して、親子や仲間とのかかわりを深
めるとともに、自然への興味・関心を高めるような企画を開催します。開
発したプログラムやクラフトについては、内容を考慮した上で利用団体に
提供できるようにしています。（例：うどん打ち体験、ピザ作り体験、
チューブすべり等）

（1）いいでクラブでは、初夏にマイスプーン・マイフォークの制作と冷製パ
スタづくり、年末にお菓子の家づくりを行い、自然の家ならではプログラム
を提供し、高い満足度を得ることができた。オープンデー、自然楽校でお
祭りだ！では今年度より事前申込だけでなく当日参加も可能とし、想定以
上の参加者が来館し、楽しんでいただけた。今後もこの2つの事業につい
ては定員を設けずに実施していきたい。
（2）春キャンプではハイキングコースでクイズに挑戦したり、夏キャンプで
は登山やカヌー体験、地引網漁を行った。秋キャンプでは炊飯メニューを
自分たちで考え、実際に買いに行くなどの新しい体験を提供できた。どの
企画も高い満足度を得ている。2月に行う冬キャンプでは全ての食事をメ
スティンでの調理する、といった計画を立てている。

各企画事業及び主催事業
における申込者数が定員
数を上回った割合

R6　80％
（R7　100％） 75%

神室少年自然
の家

（1）子育ち支援事業
・アドベンチャーキャンプ
2024
・わんぱく探検隊 夏・秋・
冬
・めんごキャンプ①・②
（2）親子ふれあい事業
・親子ふれあいキャンプ
春・冬
・親子でかっぱだれ
・伝承文化ふれあい体験
（3）生涯学習事業
・ふれあいトレッキング
・最上の自然探訪
（4）一般開放事業
・神室オープンデー
・神室フェスティバル
・神室ウインターフェスティ
バル
（5）指導者等研修事業
・神室ガイドセミナーⅠ・
Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ
・プログラム体験会①～⑧
・大人の自然体験講座「神
室塾」

（1）子育ち支援事業
季節に応じた自然体験や、集団活動などを体験することにより、子ども
たちの自主性や協調性を高め、たくましく生きる力を育てる。そのため、
幼児～中学生までの各学齢に応じ、チャレンジと達成感を味わえるよう
なプログラムを取り入れる。
（2）親子ふれあい事業
自然体験・調理体験・創作体験・文化体験等を通じて、親子の触れあい
を深めたり、子育ちにおける体験活動の重要性に気づかせたりするプロ
グラムを取り入れる。
（3）生涯学習事業
幼児から一般の方まで、楽しみながら参加できる登山やトレッキングな
どの活動を通じて、生涯学習へのきっかけづくりを行う。
（4）一般開放事業
自然の家周辺をステージとして、四季に応じた様々な自然体験をするこ
とで、自然体験活動の動機づけを行う。
（5）指導者等養成事業
自然の家を利用する団体の指導者を対象に、活動プログラムを実際に
体験したり、他団体との調整を図ったりすることで、団体のねらいに合っ
た活動が行えるように支援する。また、ボランティアを対象に、基礎技術
や資質向上を図るための、自然体験活動に関する研修を行う。

（1）子育ち支援事業
・アドベンチャーキャンプは、子どもたちにとって大きなチャレンジを提供で
きる企画だったが、水害の影響によってほとんどが実施不可能となった。
（登山や川遊び）しかし、日程を短縮し当初よりも負荷を軽くしながらも
キャンプ生活を体験させることで、心の成長を図ることができた。
・めんごキャンプ②では、親子ともお互いの存在の大切さに気づき、子ど
もの成長につなげることをねらい、初めてのキャンプで親子別々に活動し
宿泊するプログラムを実施した。
（2）親子ふれあい事業
・親子ふれあいキャンプでは、普段できない体験を通して親子の絆を深め
ることをねらい、夏の釣り体験や冬のテント泊などを実施した。
（3）生涯学習事業
・ふれあいトレッキング…事業計画見直しにより「最上の自然探訪」に統合
・最上の自然探訪…中止（災害による環境変化のため）
（4）一般開放事業
・親子をメインとして四季に応じた自然体験を通して、自然の楽しさや美し
さを味わうことをねらい、自然の家の定番のプログラムだけでなく、普段
行っていない工作や食事作り体験、科学実験などを取り入れて実施した。
（5）指導者等研修事業
・ガイドセミナー、プログラム体験会については予定通り実施することがで
きた。
・「神室塾」については、自主事業「炭焼き学習会」として実施した。昔の人
の知恵や自然と共存した生活を実感させるために、薪割り、窯入れから
炭だしまでの一連を流れを体験するプログラムを実施した。

朝日少年自然
の家

（1）企画事業、年間事業カ
レンダー、利用拡大のＰＲ
広報紙配布
（2）ホームページ更新
（3）マスコミの活用
（4）その他

効果的な広報の在り方について随時検討し、これまで以上により多くの
方々に来所してもらうために、利用者アンケートの紹介や、インターネッ
ト等の活用を通して、「少年自然の家」のよさと魅力を積極的に発信しま
す。

（1）4月、学校を中心として幼稚園・保育園、各公共施設等に年間事業計
画を一覧にしたチラシを配布した。今年度は後期の事業一覧を秋に配布
した。
（2）事業ごとにホームページを更新し、要項やチラシ等のPRを行った。併
せて、インスタグラムも開設し、事業の様子だけでなく、日頃の自然の家
の様子なども紹介し、多くの方に関心を持ってもらえるように工夫した。
（3）報道機関に対し情報の投げ込みは行えなかった。
（4）所報「朝日の山並み」は毎月発行するようにした。次月の事業案内を
載せ、本所活動地の貴重な動植物を紹介するコーナーも設けた。学校を
中心に送付し、自然体験の魅力を伝えることができた。

金峰少年自然
の家

（1）企画・主催事業のチラ
シの配布
（2）ホームページのタイム
リーな更新とSNSへの掲
載
（3）金峰・海浜カッパルガ
イドの更新
（4）各事業への申し込み
方法の改善

ホームページやSNS、各種広報等による速やかな情報提供と、事業申し
込みのしやすい環境作りを推進します。

（1）年度初めに庄内管内の小学校1・4年生に向けて事業チラシを配布し
た。公式LINEへの登録が780件ほどあり、そこからの申し込みが増えてい
る。今後登録者数を増やしていくことや小学生以外の家庭への周知が課
題である。
（2）天候による事業の実施判断をホームページ上でお知らせし、迅速な
情報提供に努めた。Instagram及びフェイスブックで事業の活動の様子を
随時発信することができた。
（3）金峰・海浜の活動内容がイメージできるように、掲載する写真や文章
表現を更新した。
（4）各事業の募集チラシにQRコードを掲載し、申込フォームに誘導した。
入力する項目について随時検討を重ね、改善を図ってきた。
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魅力ある活動プログラム
の開発

利用者増加に向けた情報
提供
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

飯豊少年自然
の家

（1）企画事業リーフ、出前
講座、利用促進のチラシ
配布、抽選による参加者
決定
（2）ホームページ更新及
びSNSの活用
（3）マスコミの活用

本所の利用はリピーターの方に加え、昨年度から新規の利用者にもたく
さん来所していただいています。今後もたくさんの方に利用していただけ
るように、様々な視点から広報の仕方を考えてまいります。

（1）企画事業リーフについては、利用者の多い小中学校にはチラシ、その
他に対してはメールにて送付した。チラシには一定の効果があり、継続し
ていく方針である。また、抽選による参加者決定により、リピーターに偏ら
ずに新規の参加者を増やすこともできた。
（2）今年度よりホームページを一新し、わかりやすいホームページづくりを
心がけている。また、インスタグラムに加え、公式LINEを新たに始め、多く
の方に登録いただき、新しい情報の発信に努めている。さらに利用者増を
目指し、近隣のスーパーにポスターの掲示を依頼し、協力してもらった。
（3）今年度も新聞の力を借りて企画事業を告知することができた。

利用団体、実利用者数に
おいて、前年度実績を上回
る。

利用団体数
370
実利用者数
9219

利用団体数
390
実利用者数
9642

神室少年自然
の家

（1）広報誌「神室のいず
み」の定期発行
（2）ホームページによる旬
な情報の提供
（3）「山形から体験の風を
おこそう運動」による広報
活動

（1）利用団体の活動内容やその様子を伝える「神室のいずみ」（毎月発
行）を発行し、広く活動の様子を紹介する。
（2）ホームページやインスタグラムを随時更新し、企画事業のPRや広報
誌、所から発信する各種情報などを掲載する。また、ホームページから
事業の申し込みを受け付けるなど、インターネットの活用を進める。
（3）「山形から体験の風をおこそう運動」の広報活動として、ポスターの
作成（年2回）、広報誌の発行（年1回）を行い、体験活動の有用性につい
て啓発する。

（1）「神室のいずみ」毎月発行
（2）ホームページ、インスタグラムにより、毎回事業の様子を発信した。事
業以外でも、季節の風景や施設の日常など投稿回数も増加している。
ホームページからの事業参加受付を継続し、参加者の利便性向上や職
員の業務改善の面で効果をあげている。
（3）「山形から体験の風をおこそう運動」啓発ポスター作成、配布
　　同広報誌作成、配布

朝日少年自然
の家

（1）指導者の養成に向け
た研修事業（利用団体指
導者セミナー・実技研修
会）
（2）学社連携事業
（3）地元高校との連携
（4）県主催事業における
大学生サポーターの参加
（5）2,3年次フォローアップ
研修、ステージアップ研
修、中堅教諭等資質向上
研修（市町教委研修）及び
大学等の実習の受入れ

小中学生の自然体験や宿泊体験の充実を図るため、活動のねらいの
実現に向けた支援や学校の主体性・協働性を促すサポートに努めま
す。また、近隣の高校や大学と連携し、ボランティアの育成に努めます。

（1）利用指導者セミナーを5回実施し、指導の方針や利用の仕方等につい
て周知を図った。セミナーに参加できなかった団体には個別に対応した。
また、新たに実技研修会を実施し、団体指導者が自信を持って指導でき
るようにした。
（2）提出された活動プログラムをもとに、事前に利用団体との打合せを行
い、授業のねらいや進度、子ども達の様子を確認・共有し、利用団体のね
らいが達成できるように調整しながら進めた。
（3）左沢高校JRC部から協力を得て、昨年度は１つの企画事業への協力
だったものを3つの企画事業で協力してもらった。
（4）県主催事業のチャレンジキャンプ（5泊6日）では13人、チャレンジフェ
スタ（1泊2日）では6人の高校生・大学生のボランティアの方々が協力して
くださり、大変助かった。また、企画事業の際にも、多くのボランティアの協
力があり、しかもとても丁寧に支援していただいたので、参加者の満足度
を高め、学びと安全を確保することに繋がった。
（5）チャレンジキャンプの際には、社会教育実習として大学生6人を受け
入れた。

協力者数
（３）地元左沢高校の協力
（４）県主催事業における高
校生・大学生ボランティア
の協力者

（3）１回・7人（昨年度
実績）以上
（4）23人（昨年度実
績）

(3)１回平均3.7人
(4)19人

金峰少年自然
の家

（1）指導者のための研修
事業（プログラム相談、各
種支援事業の事前研修
会、海浜指導員養成講
座）
（2）活動の指導用動画の
作成
（3）学習支援事業（春さが
し、秋さがし、雪あそび、
海浜秋あそび）
（4）外部講師・指導員によ
る学習支援（天体観測・ジ
オパーク学習）
（5）施設ボランティアの活
動への参加促進

指導者のための各種研修会の充実を図ります。また、事前指導や事前
学習で活用できるように、活動の指導動画を作成します。
鳥海山・飛島ジオパーク推進協議会と連携し、学習支援等を行います。
また、地元の大学や高校と連携した施設整備やボランティアスタッフの
募集を行います。

（1）体験を伴う各種活動研修会を行い、当日の引率者の動きや留意点、
安全面について伝えることができた。プログラム相談会では、利用団体の
ねらいに沿った活動を提案できるように所内で検討を重ねてきた。
（2）野外炊飯やカヌー、いかだ活動についての指導動画は、利用団体の
事前学習に大いに活用されている。今年度は雪あそびの動画を修正し
た。
（3）自然観察コースで観察できる植物を掲載したマップの作成、オリエン
テーションで季節にあった花の紹介等を行った。
（4）天体指導員は、自然教室と企画事業での天体観測指導を行った。ま
た、海浜自然の家では、ジオガイドによる学習支援や鳥海山・飛島ジオ
パーク推進協議会との共催による2泊3日の「ジオキャンプ」や鳥海山麓ト
レッキングを行った。
（5）森林整備作業（金峰倶楽部）のボランティアを地元中学生に呼び掛け
た（5名の参加あり）。年2回（4月・7月）の「ボランティアスタッフ講習会」に、
合わせて十数名参加した。

参加者数
（1）事業計150
（5）ボランティア講習会へ
の参加者100
施設ボランティアへの新規
登録者15

（1）事業計150
（5）ボランティア講習
会への参加者100
施設ボランティアへ
の新規登録者15

（1）91
（5）ボランティア
講習会への参加
者12
施設ボランティア
への新規登録者9

飯豊少年自然
の家

（1）指導者・指導員の研修
事業
　（活用セミナー、フライ
デーセミナー）
（2）体験学習サポート事業
（3）ボランティア活動への
参加促進

利用者の方々には、本施設が研修施設であるということを理解していた
だき、様々なプログラムに自主的に取り組んでもらえるよう、事前に様々
なサポートを行います。また、管内の中学校や高校、大学と連携し、ボラ
ンティアの育成を図ります。

（1）宿泊団体の指導者向けの「活用セミナー」を3回実施した。4回の計画
であったが、3回目の対象者が少なかったため個別の対応とした。結果、
受入れ当日所員は間接指導という形で関わることができた。
（2）出前講座実施回数は昨年度に比べ微増である。特にテント泊を希望
している学校が、事前学習のためのテント出前講座を希望したことが要因
である。
（3）年度初めに近隣の中学・高校にボランティア募集の営業を行った。春
先の事業には、多くの生徒が参加したが、秋以降学校行事との重なりも
あり、継続した参加とはならなかった。中学・高校生が継続してボランティ
アに関わることができる手立てを考えていきたい。

前年度実績を上回る。
（2）36団体
（3）企画事業への中
高生の参加者数20

（2）27団体
（3）企画事業への
中高生の参加者
数42

神室少年自然
の家

（1）指導者研修事業（神室
ガイドセミナー）
（2）プログラム開発・モデ
ル事業
（3）出前活動・相談活動の
充実
⑷プログラム体験会

（1）自然の家の活用の仕方について理解を図るとともに、利用する際の
効果を高めるために、団体の指導者に計画作りへの助言や調整を行
う。
（2）特色ある活動を考えている団体のプログラム立案・運営を支援し、
次年度の利用団体のモデルケースとして紹介する。
（3）団体からの要望に応じ、研修係が現地に出向いて活動の支援や指
導者との打ち合わせ等を行うことで、利用団体のねらいの達成に寄与す
る。
⑷自然の家でのプログラムを団体の指導者が実際に体験することで、
利用時の要点を理解する。

（1）利用団体の指導者を対象とした「ガイドセミナー」を実施。施設利用や
プログラムについての助言や相談を行った。
（2）中学生の利用者向上のため、各中学校への「学習合宿」という利用形
態の紹介を行ったり、企画事業での学生（中・高・大学生）ボランティアの
新規開拓などを行った。
（3）受け入れ事業の充実を図るため、来所団体の研修支援を優先するこ
ととし、出前事業については利用団体がない日に限定して行う方針とし
た。（令和6年度出前事業の依頼、実施ともに実績なし）利用団体の下見
や事前相談については随時対応した。
(4)プログラム体験会（全8回）を新規で実施し、団体の指導者引率者が来
所した際に実施するプログラムを選択して体験できる機会を増やした。

学校や関係機関との連携
の強化
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施策（具体的取組み） 担当所属 事業名 事業概要 具体的な実施状況 連携課 計画等の名称 目標指標 令和６年度目標値
（最終年度目標値）

実績値施策体系

魅力的な展示・企画づくり
及び積極的な情報発信と
広報活動の展開

県立博物館

（1）特別展「海に入るまで
濁らざりけり　－「母なる
川」最上川－」
（2）プライム企画展「東北
の自然史大図鑑
－The Great Natural
History of Tohoku－」
（3）外部諸団体・博物館と
の連携による出張博物館
および外部企画展
（4）自己評価システムによ
る検証と運営改善
（5）ホームページによる公
表
（6）デジタル技術を活用し
た魅力ある博物館展示シ
ステムの構築

（1）～（3）常設展以外にも特別展や企画展・外部諸団体・博物館と連携
した出張博物館展示会等を開催し、展示の充実を図ります。
（4）（5）自己評価システムにより、博物館活動の成果を検証し、運営の
改善と発展をめざします。また、実施結果を県民に公表します。
（6）QRコードによる音声ガイドの拡充や、館内展示物の拡張現実（ＡＲ）
展示解説補助システムを構築し、よりわかりやすく興味を高めます。

（1）特別展「海に入るまで濁らざりけり　－『母なる川』最上川－」について
は、会期を6月1日(土)～8月18日(日)として予定通り実施した。歴史や文
学、絵画や流通に関する記録などから最上川の持つ魅力に注目し、人々
の最上川への想いを未来へつないでいくきっかけとするねらいから企画し
た。会期中に展示解説会や記念イベント、記念講演会を開催し、展示内
容に関する理解を深めていただいた。
（2）プライム企画展展「東北の自然史大図鑑－The Great Natural History
of Tohoku－」については、会期を9月28日(土)～12月15日(日)として開催
した。山形県博開館以降に集積された東北地方の自然史に関する発見
や知見を広く発信することを目的として企画した。
（3）主に小学校での出前授業を年５回行った。令和6年7月13日（土）～9
月1日（日）の期間では、真室川町立歴史民俗資料館にて冬虫夏草に関
する展示会を開催し、令和7年1月25日（土）～3月23日（日）の期間では、
鶴岡市郷土資料館にて「庄内自然史博物展」を開催した。ともに標本資料
を数多く展示し、地域の自然を博物学的に紹介した。
（4）については、R6年7月に実施した。R6年度評価はR7年度に実施する。
（5）講座やイベントの案内をHP並びにSNSで広報し、開催時の様子につ
いても積極的に発信した。
（6）拡張現実（AR）の展示解説補助システムを館内3か所（ヤマガタダイカ
イギュウ・縄文の女神・化石木）に導入した。展示音声ガイドは3か国語を
用い、既存11ヶ所に加え分館教育資料館を含めて30ヶ所を追加した。

教育・普及活動の充実 県立博物館

（1）収蔵資料データの外
部認証機関への登録
（2）幅広い年代層の多様
なニーズに応じた学習機
会の提供
（3）博物館の人的・知的資
源を生かした日常的な相
談対応

（1）収蔵資料のデータベース化を図るため、地球規模生物多様性情報
機構（G-BIF）にデータを登録します。
（2）各種教育・普及イベントを開催します。特に高校生一日体験講座の
拡大、小学生対象親子体験教室などを実施します。
（3）学芸員・研究員等による丁寧な相談対応を行います。

（1）自然系植物資料のうち、4,300件の提供データについて、2月末まで登
録を完了した。
（2）教育普及イベント「こどもの日」、「やまはくde夏休み」、「ハロウィンナイ
ト」を開催し、様々な年代の方が楽しめるよう企画を工夫しながら春(5月)、
秋(10月、11月)、冬(1月)の計4日実施した。
国宝土偶「縄文の女神」展示解説会を6回実施したほか博物館講座も年7
回実施している。
高校生学芸員1日体験講座は昨年度よりも1日増やして実施した。博学連
携では、出前授業の他に山形工業高校生徒とともに３Dプリンタによる肉
食獣（ヒョウ）の頭骨レプリカを作成した。
（3）相談カードを活用するなどして、利用者が有意義と感じることができる
よう丁寧な相談対応を行った。

高等教育機関及び県内博
物館等との連携の強化

県立博物館

（1）県内大学、大学校との
連携
（2）山形県博物館連絡協
議会組織における連携

（1）博物館の調査研究や大学等の教育活動の一部において、県内大学
や大学校との互恵関係を活用して成果の向上を図ります。また、東北芸
術工科大学との連携事業として、資料整理業務におけるボランティア活
動の拡充を図ります。
（2）協議会加盟機関相互の情報共有促進や協力関係の強化に向けて、
幹事館としての役割を担います。

（1）学芸員資格取得のための博物館実習を、今年度は12名の大学生(県
内出身者)を受け入れて6日間で実施した。
学生ボランティアの受け入れ態勢を整え、イベントや資料整理等の活動
に対し、延べ53名の学生がボランティアに従事した。
（2）山形県博物館連絡協議会の第1回総会を、6月27日(木)に本館会議室
でオンラインを併用して開催した。情報交換会や「美術館におけるデータ
サイエンス技術活用の展望」というテーマでの講演、学芸員のワーク
ショップを実施した。また、10月7日(月)に鶴岡市において研修会（講演）と
致道博物館の視察研修会を開催した。

新しい博物館建設（移転
整備）に向けた検討

企画調整課

（1）基本構想検討委員会
の設置
（2）県立博物館の課題等
の整理・分析、他県の先
進事例との比較等に係る
基礎調査の実施

（１）（２）により、県立博物館の移転整備に向けた基本構想の検討を進
めます。

（１）山形県新博物館基本構想検討委員会を設置し、3回開催（第1回：7
月、第2回：11月、第3回：3月）した。
（２）基本構想の策定に向けて、検討に必要となる他県事例等を把握する
ために、専門業者に調査を委託し、令和7年3月、調査報告書を取りまとめ
た。

県民文化芸術振
興課

ＩＣＴ活用の充実 県立図書館

（1）県立図書館運営
（2）奉仕活動事業
（3）図書資料整備充実事
業
（4）県民が集い・学ぶ県立
図書館活動整備事業

県民誰もが図書館のサービスを利用できるように、インターネット等を活
用したサービスの利便性向上とデジタル化を推進します。

（1）インターネット等活用したサービス利用促進
①インターネットでの利用者登録の推進
②インターネット予約数　23,388件（前年度20,764件）
③インターネットを通じた調査相談対応、事例紹介　462件　※メール受付
のみ、文書除く
・国立国会図書館レファレンス協同データベースに当館事例を登録　22件
④館内イベントや企画展示等を中心に、Facebook、X（旧Twitter）、
Instagramを通じた情報発信を強化
⑤来館しなくとも電子化された書籍を読むことができる電子書籍サービス
を開始（R6.11.19～）
⑥移動図書館を実施し、インターネット等活用したサービスの広報と利用
促進を図った（R6.11.3酒田市立図書館、R6.12.2小国高等学校）
（2）貴重な郷土資料のデジタル化による公開促進
①デジタル化した貴重資料をホームページで公開し利活用を推進
・貴重資料や収集・整備した資料が探究学習等で活用されるよう、高等学
校教務主任連絡協議会で紹介（R6.5.22）
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（２）山形県立
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実績値施策体系
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管理運営の充実 県立図書館

（1）県立図書館運営
（2）奉仕活動事業
（3）図書資料整備充実事
業
（4）県民が集い・学ぶ県立
図書館活動整備事業

県民一人ひとりの生涯学習の基盤となり、知の集積と循環によって、新
たな知識や活力を生み出し、県民の成長と地域の賑わいに貢献する図
書館を目指します。

（1）施策１：県内図書館の中核的役割の発揮
①資料的価値の高いもの、郷土資料を積極的に収集。
②相互貸借による貸出　3,665冊（前年度3,206冊）
③一括特別貸出（公立図書館、学校図書館）数　累計2,810冊
④高校の図書委員によるお勧め本の紹介展示（2回：計12校）
⑤公立図書館職員向け専門研修の実施
・危機管理編（R6.8.19）
・著作権編（R6.10.21）
・レファレンス協同データベース編（R6.11.18）
⑥調査相談件数　21,737件
（2）施策２：県民ニーズ実現のための積極的支援
①・政府刊行物や県内自治体刊行物、様々な社会問題や政策課題に対
応
    する図書、起業支援のためのビジネス関係書の積極的な収集
   ・イベント、啓発運動、他課との連携企画展示開催　154件
②・山形新聞の県内出版物2024を紹介する特集記事執筆協力
   ・公開講座・読育関連イベント開催　40件
③・館内イベントや企画展示等を中心に、Facebook、X（旧Twitter）、
     Instagramを通じた情報発信を強化（再掲）
  ・広報紙「本の森通信」「ＧＡＴＥ☆ＢＯＯＫ」発行
④ボランティア活動の内容を拡充した運営協力サポーター制度を新たに
　　7月より開始、20名が登録、活動を実施
（3）施策3：県民本位の利用しやすい図書館づくり
①・SNS等での資料、設備の紹介
   ・サピエ図書館への継続加入（R5.7～）
②・企画展示開催　75件
③・山形小説家（ライター）講座連携展示（10回実施）
   ・2023-2024県内出版物展（10/22～12/14）
   ・文翔館・遊学館・洗心庵・教育資料館4施設合同企画　特別展示
    「イザベラ・バー ドが見た山形のまち」（11/3～11/24）

山形県立図書館
運営基本プラン
2025

(1)
②県内市町村図書館（室）
への貸出冊数

③学校図書館への延べ貸
出回数（一括・セット）

⑤図書館職員研修の参加
満足度（5段階評価）

（２）
②イベント参加の満足度（5
段階評価）

（１）
②10,500冊（令和7年
度12,000冊）

③28回（令和7年度
30回）

⑤全研修で4以上
（令和7年度実施した
すべての研修で4以
上）

（２）
②アンケートを実施
した全てのイベント
で4以上

（１）
②3,665冊

③26回

⑤100%
3/3で4以上

（２）
②95％
18/19で4以上

（３）山形県立
図書館
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